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東芝グループの事業概要
会社概要（2011年3月31日現在）

業績（連結）

主な製品・サービス

デジタルプロダクツ

家庭電器

社名 株式会社 東芝（TOSHIBA CORPORATION） 
本社所在地 東京都港区芝浦1-1-1
創業 1875年（明治8年）7月
資本金 4,399億円  
連結売上高 6兆3,985億円 
連結従業員数 202,638人 

支持をしている主なCSR関連の国際的憲章・ガイドライン
 　　●国連グローバル・コンパクト
 ●GRI（Global Reporting Initiative）
株主数 459,114人 
発行済株式総数 42億3,760万株 
グループ 498社
連結子会社数 （国内200社、海外298社）
持分法適用会社数 202社 
上場証券取引所 東京、大阪、名古屋、ロンドン

電子デバイス

注） 事業、財務などの詳細は「アニュアルレポート２０11年３月期」をご覧ください。なお、これらの情報はホームページでもご覧いただけます（http://www.toshiba.co.jp/about/ir）
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　東芝グループは、1998年度から環境報告書を発行しています
（2004～2007年度はＣＳＲ報告書の中で環境情報を提供）。当レ
ポートは、東芝グループの環境に関する詳細情報を冊子にまとめ、ス
テークホルダーの皆様に提供することを目的に発行しています。今
年度版は、東日本大震災への対応、製品や工場での温暖化防止
や資源の有効活用の取り組みなど掲載情報を拡充しています。当
冊子の情報は、すべてホームページで開示しています。また、新たな
情報についても、逐次ホームページで情報を提供していきます。

この報告書には、東芝の将来についての計画や戦略、業績に関する予
想および見通しの記述が含まれています。これらの記述は、当社が現時
点で把握可能な情報から判断した事項および所信に基づく見込みです。
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●報告対象組織
原則として東芝グループ（（株）東芝および国内・海外グループ会社（連結
子会社498社））を対象としています。東芝グループを対象としていない報
告は、個々に対象範囲を記載しています。
※本報告書中の「東芝」は（株）東芝を意味しています。

●対象範囲
2010年度（2010年４月１日から2011年3月31日まで）の活動を中心に、
一部それ以前からの取り組みや、直近の活動報告も含んでいます。

●発行時期
 2011年8月（次回: 2012年8月発行予定、前回: 2010年8月）

●報告期間内に発生した重大な変更
（株）東芝は、2010年10月1日付で携帯電話事業を新会社（富士通東
芝モバイルコミュニケーションズ（株））に譲渡し、新会社の株式の80.1％
を富士通（株）に譲渡しました。

●参考にしたガイドライン
・GRI（Global Reporting Initiative）
 「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第3版（G3）」
 注） GRIガイドライン対照表はホームページに掲載しています。
・環境省 「環境報告ガイドライン2007年度版」
・環境省 「環境会計ガイドライン2005年版」

●色覚ユニバーサルデザインへの配慮
色覚の個人差を問わず、できるだけ多くの方に見やすいような配慮や表示を
心がけました。詳細は、環境ホームページをご覧ください。

環境レポート／環境ホームページ
■ 環境に関する詳細情報を報告　http://eco.toshiba.co.jp/

アニュアルレポート／投資家情報ホームページ
■ 財務情報を報告  http://www.toshiba.co.jp/about/ir

ＣＳＲレポート／ＣＳＲホームページ
■ ＣＳＲ（社会・環境活動）全般を報告  http://www.toshiba.co.jp/csr/jp

社会貢献活動レポート／社会貢献活動ホームページ
■ 社会貢献活動の取り組みを報告  http://www.toshiba.co.jp/social/jp

免責事項
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ハイライト

トップコミットメント

Process、Product、Technologyの3つの側面から
地球と調和した人類の豊かな生活の実現に向けて
エコ・リーディングカンパニーをめざします

東日本大震災の復興支援

まず東日本大震災の被災者の皆様に心からお見舞い申し

上げます。3月11日の震災発生以来、東芝グループは総力を

結集し、復興支援に取り組んできました。

特に社会インフラの復旧においては、福島原子力発電所

の安全確保に向けて地震発生直後から対策チームを設け、

懸命の作業を行っています。今回の事態につきましては、原子

力に携わるものとして重大に受け止めており、事態の安定化

に最優先で取り組んでいます。また、火力発電所、送変電の

被災設備の復旧や定期検査中の設備の早期運転開始に対

しても、この夏の約1千万kWの電力供給復旧支援に全力を

あげて取り組みました。

今後も社会インフラを始めとしてエアコンなどの白物家電や

デジタルプロダクツまで幅広い事業領域にわたり日本の復興

に広範囲で貢献してまいります。

インテグリティを基盤とした
エコ・リーディングカンパニーをめざして

私は社長就任以来、ゆるぎない“Integrity（インテグリティ）”

の追求を訴えています。社会的な課題に誠実に向き合い積極

的に責任を果たすとともに、すべての事業活動に優先した法令

遵守とリスクの最小化を行うことは、東芝グループの環境経営

におけるインテグリティの基盤です。日本における震災復興へ

の貢献と同時にグローバルなエネルギーセキュリティや地球環

境問題の克服といった課題の解決に向けて、エネルギー・環境

はもとよりデジタルネットワークなどの技術を活用した東芝ならで

はの製品・サービスを提供し続けることで、持続可能な社会の

実現に貢献します。

東芝グループは地球と調和した人類の豊かな生活の実現

に向け、地球内企業であることを根本に「エコ・リーディングカ

ンパニー」となることをめざしています。その実現のために、グ

ローバル統一ブランドとして「ecoスタイル」を掲げ、Green of 

Process、Green of Product、Green by Technologyの3

つの側面と、基盤活動を推進するGreen Managementをコ

ンセプトに取り組みを進めています。

Green of Process

「Green of Process」とは、モノづくりの環境配慮です。モ

ノづくりに関わるすべての環境負荷を低減し、グローバルNo.1

の低環境負荷を追求します。企業が生産活動を行えば必ずエ

ネルギーや資源の消費、CO2や廃棄物の排出など環境負荷

が発生します。特に東芝グループのCO2排出量の最小化のた

めに、2011年2月に生産を開始した柏崎市の二次電池工場

や7月に竣工した四日市工場の半導体新製造棟では、空調

の効率化や製造装置・照明の省エネ施策を徹底しています。

さらに震災への対応も含め、今夏の最大電力削減に向けた省

エネ施策の検証・評価を確実に実施し、省エネ施策の継続的

な実施と東芝グループ全拠点への横展開を図ることで、排出

量の増加を最大限に抑制していきます。

株式会社 東芝
代表執行役社長

3 東芝グループ 環境レポート2011



chap1

Green of Product

　「Green of Product」とは、製品の環境配慮です。開発す

るすべての製品で環境性能No.1を追求し、ライフサイクルを通

した環境負荷の低減をめざします。先進国を中心に省エネル

ギーへの取り組みが進む一方で、新興国では社会インフラ需

要の高まりや家電製品、デジタル機器などの普及にともなって

電力や資源の消費増大が予測されます。国毎に異なる文化を

尊重しニーズに合った商品を提供することで、環境負荷の低減

と便利で快適な暮らしの両立に貢献します。節電に貢献する

「ピークシフト機能搭載」テレビ・パソコン、待機電力ゼロ「エコ

チップ」、LED電球の普及促進や環境性能No.1製品である

「エクセレントECP」のさらなる拡充などにより、2020年に年間

3,480万トンのCO2排出抑制効果をめざします。

Green by Technology

「Green by Technology」では、低炭素発電技術など技

術の先進性でCO2排出量を抑制します。太陽光、水力、風力、

地熱発電など再生可能エネルギーへの取り組みを強化すると

ともに、高効率な火力発電、CO2を分離・回収するCCS技術

の実用化やさらに安全性の高い次世代原子炉の開発を推進

していきます。そして世界各国に対してそれぞれ最適な低炭素

発電・電力流通システムを提案し、エネルギーの安定供給と低

炭素社会の実現に貢献します。新しい環境都市づくりをめざし

たスマートコミュニティでは、エネルギーから上下水道、交通、

医療、情報、セキュリティまで総合的な未来の街づくりに先導

的な役割を果たしていきます。

Green Management

　私たちは、自然から多くの恵みを受けており、生物多様性は

持続可能な社会にとって不可欠な要素といえます。企業活動

においても生物多様性の保全を意識した取り組みがますます

求められてきています。東芝グループでは生物多様性の保全を

地球温暖化防止と同様に環境経営の重要な課題として認識

し、具体的な取り組みとして地域連携による生態系ネットワーク

づくりをめざした事業場での生物多様性評価や、生物多様性

保全に貢献する製品づくりなどに積極的に取り組んでいます。

　さらに生産活動や製品・サービスの環境側面についての情報発

信をベースとした環境コミュニケーションや次の時代の環境活動を

担う人財の育成、環境マネジメントシステムの継続的向上などの基

盤活動を「Green Management」として推進し、インテグリティ、す

なわち健全で誠実な事業活動のあり方を追求していきます。

人と、地球の、明日のために。

東芝グループが創業以来、136年受け継いできた、飽くな

き探究心と情熱をもって、社会に貢献していくという東芝の理

念は、東芝グループのDNAにしっかりと組み込まれています。

この震災を契機に人々の価値観やライフスタイルも大きく変

わろうとしています。私たちはこの変化を捉えた新たなイノベー

ションにより、新しい製品・サービスを日本のみならず世界に向

けて提供していきたいと考えています。グローバルトップをめざ

す企業として、海外事業展開を加速させていく中で、事業経

営と環境経営をこれまで以上に一体化させて持続可能な社

会の実現に貢献していきます。そのために東芝グループス

ローガンである“人と、地球の、明日のために。”に込められた

思いを今一度強く心に抱いて、不撓不屈の精神でエコ・リー

ディングカンパニーに向けたチャレンジを続けてまいります。

モノづくりの
環境配慮

Green
ofProcessGreen
ofProcess

 エネルギー・
環境技術

Green
byTechnology

製品の
環境配慮

Green
ofProduct

GreenManagement

環境経営の基盤

全開発製品で
環境性能No.1を追求し
ライフサイクル環境負荷
の低減をめざす

モノづくりですべての
環境負荷を低減し
グローバルNo.1の
低環境負荷を追求する

環境コミュニケーションや
マネジメントシステムを
継続的に向上させ
インテグリティを追求する

技術の先進性で
CO2排出量を抑制し
電力CO2排出係数の
低減をめざす
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ハイライト

　二次電池SCiBTMを搭載し、ピーク時の節電にも有効な店
舗・オフィス向け無瞬断パワーユニットです。停電時に電源が
途切れることなく、店舗のPOSシステムやオフィスのコンピ
ュータシステムなどの電源をバックアップし、事業継続を可能
にします。

二次電池SCiBTM搭載蓄電池

震災復興、節電対応への取り組み

技術の強みと幅広い事業領域を生かし
日本の復興、節電対応に広範囲で
貢献していきます。
震災復興、節電対応に向けた
製品・サービスの提供

　

東芝グループは3月11日に発生した東日本大震災で被災し

た福島第一原子力発電所の安定化に最優先で取り組みを進

めるとともに（詳細はP50へ）、社会インフラをはじめとして白物

家電やデジタルプロダクツまで幅広い事業領域を生かし日本

の復興に広範囲で貢献していきます。

震災復興、節電対応に貢献する製品・サービスとして、効率

よく面で光り、乾電池やソーラー充電池でも使用可能な「次

世代有機ELフラット照明」、電力需要ピーク時に内蔵バッテ

リー電源に切替える「ピークシフトTV・PC」、長寿命、長時間

バックアップを実現し、ピーク時の節電にも有効な「二次電池

SCiBTM搭載蓄電池、LED電球、DC扇風機、太陽光発電シ

ステム向け蓄電システム、使用電力の見える化クラウドサービ

スなどを提供していきます。

　有機ELは光の利用効率が高く、乾電池や充電池でも使用で
きることから、電源事情が十分でない避難所などで、持ち運び
できる読書灯や手元灯としてご活用いただけます。東芝では、
本製品100個に加え、単4乾電池4千個、ソーラー充電器100
個を被災した地域の避難所に提供いたしました。

　リモコンの「ピークシフト」ボタンを押すことで、使用電源を
AC電源からバッテリー電源に切り替えて視聴できます。また、
「節電」ボタンを押すことで、画面の明るさや画質を自動調整
し、消費電力を抑えます。

次世代有機ELフラット照明

ピークシフトTV
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　ecoモードで運転すると、人のまわりにだけ風を送り、電気の

ムダを抑えます※1。また、涼風運転なら扇風機並みの最小消

費電力45W※2の低消費電力運転で冷風をお届けします。

事業所での節電対応

　東芝グループの事業所では、震災直後から蛍光灯の間引

き、空調の抑制、エレベーターの一部停止、昼間から夜間への

生産シフト、クールビズの早期実施など可能な限りの節電対

策を実施してきました。

　夏期の電力需要ピーク時には、政府方針に沿った電力消

費削減のために、東芝グループ全体でより一層の節電策を推

進しています。2011年6月から主要拠点で使用電力のリアル

タイムモニタリングを開始し、電力監視を強化しています。さら

に、夏期休暇の設定期間の変更、サーバーの分散、自家発電

設備の拡充など、対策を積極的に進めることで、電力需要ピー

ク時の使用電力低減に努めます。

上手な節電方法の紹介

　パソコン・テレビ・エアコン・冷蔵庫・洗濯乾燥機など、主にご

家庭でご使用の製品、および事業所や店舗などの照明機器・

空調設備・昇降機など、法人で設置・管理されている東芝グ

ループ製品・サービスについて、上手な使い方や節電機能、さ

らなる節電・省エネ施策のご提案をホームページで公開してい

ます。

例えば、パソコンでは電力ピークシフト機能や省電力モード

の設定、エアコンでは温度設定による節電方法、照明では電

球や蛍光灯など従来の照明器具をLED照明に切り替えるこ

とによる節電などを紹介しています。

　電力需要のピーク時間帯に入

ると、AC電源からの供給を止め、

電力需要の少ない時間帯に蓄え

たバッテリーを電源として動作。電

力需要の平準化に貢献します。

LEDモジュール一体形による放

熱最適化と高密度実装LEDで高

効率化と低価格を実現。最大で

約46%※3の消費電力を削減でき

ます。

　複数の工場やビルの使用電力をリアルタイムで収集し、見える
化を実現するクラウドサービスを提供。東芝グループでは東日本
地区の約50拠点で2011年6月中旬から順次導入しています。

使用電力の見える化

●電力ピークシフト機能搭載パソコン dynabook

●節電機能搭載エアコン おまかせ大清快

●LED一体形ベースライト

時　間

拠点ごとの使用電力の時間推移

使
用
電
力

※3 FLR40×2灯用器具「FT-42306-RS2」とLED一体形器具「LEDT-48007-LD9」の比較

※1 おまかせ自動快適気流「風あて」使用時
※2 涼風運転で外気温27℃、設定温度27℃での安定運転時

法人のお客様向けトップページ

個人のお客様向けトップページ

「ecoスタイルで上手に節電」URL : http://ecostyle.toshiba.co.jp/
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震災後の動向についての有識者意見
ハイライト

震災が人々の価値観に及ぼす影響

東日本大震災が人々の価値観に及ぼした影響は大きく、これまでとは異なる社会のしくみやライフスタイルについて検討
していくことは重要です。東芝グループの考える持続可能な社会のあり方すなわち環境ビジョン2050が、人々の考え方の変
化と矛盾していないかを確認するために、有識者の方々に震災の影響と今後の動向についてお伺いしました。

　人々の潜在意識について調査した結果では、求められてい
る価値は第一に利便性、次いで自然となっていますが、自然
を一番にあげる人が増えてきています。この傾向は震災前後
で本質的には変わりませんが、震災がこの変化を加速させて
いる側面があるといえそうです。
　今後、重要なポイントとなるのはバックキャスティングでラ
イフスタイルを描くことです。環境をフォアキャスティングで
見て人間の欲求にもとづいて「環境」と「豊かさ」を両立させ
ようとしている限り、「エコジレンマ」すなわち商品がエコにな
り消費者の意識もエコであるにも関わらず、消費が増えてい
ることなどが原因で環境負荷が下がらない状態を引き起こ

すことになってしまいます。フォアキャスティングの考え方で
は最終的にがまんを強いることになりがちですが、人間の欲
求ではなく「環境」を前提条件としてバックキャスティングで
豊かさを実現する姿を描くと、全く異なった発想が生まれま
す。例えばお風呂のエコについて考えてみると、フォアキャス
ティングでは「毎日入りたいのをがまんして1日おきに入る」
となりますが、バックキャスティングで考えると「水の要らな
い泡の風呂※に毎日入る」となります。
　また若い世代の意識調査の結果によると、モノを持つこと
を嫌がる若者が増えている傾向があります。彼らは本能的に
今の社会が何か変だと感じており、モノを買わない、自転車を
使う、できるだけ歩く、自然が好き、工学も哲学も好きなどの
感覚が一般化しつつあります。いわゆる金銭欲や出世欲も旺
盛ではありません。地球環境についても程度の差はあるもの
の解決すべき課題があることは理解しています。先進国では
若者の意識の変化はいずれも同様な傾向を示しますが、途上
国では豊かになりたいという意識が強いことが特徴です。今
後、ライフスタイルに責任を持つという新しい技術のかたちが
求められる時代に対応することが重要になると考えています。

　若い世代の意識を調査してみると、全般に所有欲は減退
していますが、大学生くらいの世代では衣食住に関わるよ
うなモノに不自由しないといった基本的な欲求が復活して
いる傾向が見られます。これは震災により安定指向が高ま
ったためと思われます。
　一方途上国ではまだまだ経済発展を求めており所有欲
は強いようです。例えばブラジルなどでは近年、車と住宅
に対する欲求が非常に高まっています。
　中期的にみると、経済はグローバル化するとしても社会
や文化は分散化、ローカル化していくのがマクロなトレンド
であると考えています。現在でも田舎暮らしを求める人が
増えており、今後は自然に帰るといった指向がさらに強くな
り田舎での生活者が増加していくことが予想されます。仮

にコンビニがなくても、ちょっと不便な生活を楽しんでみた
い感覚もあるように思います。もちろんその場合でもイン
ターネットを通して情報へのアクセスについては不自由は
起こらないことが前提です。ネットは生活に深く入り込んで
おり、これだけは生活に欠かせなくなっているといえます。
　今の商品について考えてみると、例えば家電製品はほと
んどブラックボックスに近く、どう作られているのかも分か
りません。自分で作り上げたものならば、メンテナンスや修
理もできるでしょう。またあらゆる製品が電気に依存してお
り、電気がないと生きていけなくなっていることに疑問を
感じます。身近なものでは鉛筆削りなど、わざわざ電気を
使わなくても手動で機能する道具はいくらでもあります。
一般に今の商品の価値は買ったときが一番高く、使えば使
うほど下がってしまいます。これは製品がブラックボックス
であることに起因しているのではないでしょうか。万一の故
障などの場合にはその責任は作り手に帰着することになっ
てしまうでしょう。これに対して自分で作り手入れをしてい
るものについては、自分が責任を持つようになり愛着も沸
くでしょう。恐らくは不具合が生じても、それがクレームに
つながることが少なくなると思います。使うほどに価値が
上がっていくモノが求められている時代であるといえそう
です。

ネイチャー・テクノロジーによる
ものづくりを追求

“日本のエコ技で世界を変える”
をテーマに雑誌出版、
通販を展開

（株）エコトワザ
代表取締役

大塚 玲奈氏

東北大学大学院
環境科学研究科 教授

石田 秀輝氏

※http://www.rpip.tohoku.ac.jp/seeds/profi le/17/lang:jp/
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　地球の環境容量は限界に達しており、産業革命以降の思
想を転換する時期に来ているといえます。地下資源は2030
年から2050年にはピークをむかえ、生物資源は人口の増加
に追いつけないと考えられています。今後は資源を人間の
ために役立たせるという思想から、将来世代のライフスタイ
ルを豊かにするサステナビリティの思想への転換が必要で
す。豊かさを求める時代から豊かさを深める時代とすべき
であるといえるでしょう。そのためにはバックキャストの考え
方が重要です。一人ひとりが地球と呼吸しながら、将来世代
に悔いを残さないライフスタイルを創造することが急務で
す。環境容量の範囲内でエネルギー・物資が自律循環する
生活を目指さなくてはなりません。この状況は震災前から
顕在化していたものですが、時代の転換点として後に震災

が契機であったと評価されることになるかもしれません。
　日本では、701年の大宝律令で大流域界に沿って自然と
呼吸し合う形で国土を60に分けました。また、戦国、江戸時
代では、盆地や山、河川、海浜に合わせて、環境に配慮した
行政境界により、日本を300程度の藩に分けていました。す
なわち60年ほど前まで、日本は自然と呼吸し合う社会を築
いてきたといえます。治水、木造軸、組み立て工法など、自
然とうまく共生した技術も多く生まれました。さらに東芝の
創業者の一人である田中久重のわざと射た矢を外してみせ
る弓曳童子に代表されるように、日本の技術には「楽しさ」
を追求する感性もありました。商品の価値の要素は機能と
品質ですが、今後はこれらに加えて感性の価値も重要とな
ると考えられています。持続可能な社会の形成において本
来日本が果たすべき役割は大きいといえるでしょう。
　従来は「幸福=物的消費/物的欲求」で表すことができま
したが、この価値観は「幸福=時間充足度/自己実現欲求」
へと変わりつつあります。またコミュニケーションにおいて
は「空間的繋がり」よりも「時間密度的繋がり」への要求が高
くなってきています。今後はこのような価値観の変化を適
確に捉えたライフスタイルの提案が特に重要となるものと
思います。

　価値観の変化をみると、日本を含む先進国の市民の間で
は脱金銭・脱物質的価値観が広がりつつあるように思いま
す。震災後は、防災・安全への認識が変化し、世界的に原発依
存脱却・自然エネルギー拡大を希求する声が高まっており、
日本では国民的節電運動も活発化しています。東芝製品も
安全性向上を求められるでしょう。一方で、各国には、深刻な
経済・雇用・失業問題への対応を求める市民の声もあります。
日本も、被災地の生活再建が第一であり、雇用・空洞化対策
が急務です。実際には脱金銭・脱物質化を求める声と経済・雇
用対策を求める声を踏まえ、少しずつバランスある社会に近

づいていくのではないでしょうか。また新興国は成長の最中
にあり、脱金銭・脱物質的価値観の広がりは緩やかでしょう。
　近年、若年層が車を欲しがらなくなる傾向にありますが、背
景には経済的苦労に加え、価値観の変容もあるでしょう。イン
ターネットや携帯ゲームなど楽しみ方が変わってきており、エ
コ意識も広がっています。若い世代は、国際協力を考える場
合でも、BOPビジネスへの関心が高く、環境・社会問題解決と
経済活動のバランスを考える人が多い印象を受けます。
　環境・経済・社会の鼎立を図るため、産業と雇用をどうす
るかといった本質的な議論を充分に行うことが必要です。
様々な地域振興の姿を検討し、雇用創出につなげる発想も
重要となるでしょう。
　気候変動交渉を見ると、各国首脳の参加に象徴されるよ
うに、各国の関心は高まっています。ただし、途上国には開
発が必要ですし、先進国の多くも経済・雇用問題を抱えてお
り、短期的には気候変動の脅威を回避できる国際枠組み策
定は容易でないと考えられます。そのような中でも、国際的
にイコールフッティングできる、効果的な枠組みの構築が
求められています。

持続可能な国土像を
エコシステム
から探る

持続可能な社会構築に向けた
政策提言活動を実践

以上のように有識者の方々のご意見を総合すると、私たちがめざす将来の社会の姿や方向性の本質は、東日本大震災後も大

きく変わるものではないといえそうです。ただし、この震災により社会の変化が加速されるとのコメントもありました。さらに、このときの

重要な考え方としてバックキャスティングを用いることの重要性が示されました。東芝グループでは、地球と調和した人類の豊かな

生活の実現に向けて、環境ビジョン2050を掲げています。将来のあるべき姿を見据え、震災により加速された変化の中にあって

も、進むべき方向性を見失わないよう、さらに環境経営を強化していきます。

「環境・持続社会」研究センター
事務局長

足立 治郎氏

東京都市大学
環境情報学部 教授
涌井 史郎氏
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ハイライト

Chapter1

環境ビジョン2050
私たち東芝グループは地球と調和した人類の豊かな生活を

2050年のあるべき姿として描き、これに向けた企業のビジョン

として環境ビジョン2050を設定しています。

つくる、つかう、いかす、かえすという製品のライフサイクルを

通じて、社会の安心・安全と、まだ見ぬ驚きや感動を与える豊

かな価値を創造すると同時に、環境影響低減のために地球

温暖化の防止、資源の有効活用、化学物質の管理に取り組

むことにより、地球との共生を図ります。

環境ビジョン2050の評価指標
「地球と調和した人類の豊かな生活」の実現に向けて、私

たちは環境効率という考え方に基づいて目標を設定していま

す。環境効率とは豊かな価値の創造を分子、環境影響を分母

とする分数で表すことができます。環境効率は、豊かな価値の

創造が進むほど、また環境影響が減少し地球との共生が進む

ほど、その値は大きく改善されていきます。この環境効率の改

善度を「ファクター」と呼び、ファクターを上げていくことが、地

球と調和した人類の豊かな生活につながると考えています。

では2050年にはファクターをどれだけ上げる必要があるの

か。私たちはいくつかの社会的な予測値を基に推測しています。

GDP（国内総生産）は人々が享受できる価値を反映してい

ると考えられます。OECD（経済協力開発機構）によると、一

人当たりのGDPは世界全体における平均としては3.4倍に成

長すると予想されています。

次に、2050年までに、世界の人口は2000年の1.5倍に

増加すると予想されています。人口増加にともなう環境負荷

増大を抑制するためには、環境効率を1.5倍に上げる必要が

あります。そして気候変動枠組条約締約国会議においては、

2050年までに温室効果ガスの排出を半減することが必要と

されています。

東芝グループは「エコ・リーディングカンパニー」をめざし、
私たちが将来どうあるべきか、社会そして地球に対して
人類が果たすべき役割を問い続けています。地球温暖
化をはじめとする数々の環境問題への対応が求められる
なか、さまざまな課題の解決とともに、すべての人々が地
球と調和した豊かな生活を実現できるよう「環境ビジョン
2050」を設定しています。飽くなき探究心と情熱をもって
社会に貢献していくという東芝のDNAとともに、先導的
かつ革新的なイノベーションにより新たな価値の創造を
通して社会に貢献していきます。

環境ビジョン 2050
東芝グループは、
　　地球と調和した人類の豊かな生活に向けて、
　　　　　　　　　　　　　環境経営を推進します。

2050年を見据え、豊かな価値の創造と
地球との共生を共に推進します。
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環境ビジョン2050
達成のために
地球と調和した人類の豊かな生活の実現のために
イノベーションによる豊かな価値の創造を通して
社会に貢献します。
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2000 2012 2025 2050（年度）

価値
環境影響

ファクター

環境効率の改善度

（ファクター）
10

8

6

4

2

0

ファクターの達成状況と科学的知見の進展をふまえて
環境アクションプランを設定することで「地球と調和し
た人類の豊かな生活」の実現をめざします

5

10

2.3
1

環境ビジョン2050
の目標値

・2050年度には、2000年度比で世界の環境効率を10倍に改善する必要があります（ファクター10）。
・第4次環境アクションプランの目標年である2012年度には、少なくともファクター2.3まで改善を
 進めることが必要です。

2050年にファクター10へ

2050年のあるべき姿
《地球と調和した人類の豊かな生活》

実現に向けた課題

《環境ビジョン2050》
ファクター10（3.4×1.5×2）

人口はこれから
ますます増大

温暖化防止のためCO2排出量を
半減する共通目標

世界全体の
環境影響を1/2へ

人口増加に伴う環境影響を緩和し
1/1.5へ

途上国を中心に
経済発展が加速

生み出す価値を
3.4倍へ

ecoスタイルを追求していきます
「エコ・リーディングカンパニー」を実現するため、「Green of 

Process」、「Green of Product」、「Green by Technology」

の3つの側面から環境経営への取り組みをいっそう加速するとと

もに、東芝グループの姿勢を広く訴求するため、「ecoスタイル」を

グローバル統一ブランドと定めています。“環境に調和した商品を

使って、快適に暮らしながらエコができるライフスタイル”と、“エネル

ギーを効率よくつくり、上手につかう、エコに支えられた安全・安心

な社会のスタイル”を、地球規模で実現していくことをめざします。

http://ecostyle.toshiba.co.jp/

以上の3点を総合すると、2050年までに必要な世界全体の

環境効率の改善度（ファクター）は3.4×1.5×2=10倍となりま

す。東芝グループ環境ビジョン2050では、2050年までに世界

でファクター10を達成することを指標として設定しています。

これらをふまえ、長期的な目標値は2050年のあるべき姿か

らバックキャスティングして設定します。一方、現在活動中の第

4次環境アクションプランの最終年となる2012年は、長期目

標値を念頭において、フォアキャスティングにより一つのマイル

ストーンとしてファクター2.3の達成が必要と考えています。

“地球と調和した人類の豊かな生活”
の実現に向けて

商品で、技術で、モノづくりで。
エコな暮らしのスタイルと、

エコな社会のスタイルを創造していく。
それが東芝のecoスタイルです。

環境に調和した商品を使って、
快適に暮らしながらエコができるライフスタイル。

エネルギーを効率よくつくり、上手につかう、
エコに支えられた安全・安心な社会のスタイル。

東芝は、地球規模で、
エコなスタイルの実現に取り組んでまいります。

「エコ・リーディングカンパニー」をめざして、東芝グ
ループは「ecoスタイル」をグローバル統一ブランドと
定め、環境経営を加速していきます。発想とイマジネー
ションを表現した「ecoスタイル」のロゴを形づくる3つ
の輪には 「Green of Process」「Green of Product」 
「Green by Technology」の意味を込めています。

環境経営のグローバル統一ブランド「ecoスタイル」

Green of
Process

Green of
Product

Green by
Technology
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２０％

８０％

事業プロセスの環境効率

製品の環境効率 総合環境効率の推移

2050年度目標から
バックキャスティング

■ 総合環境効率の推移

2000 20092008 20102006 2007 2011 2012（年度）

（年度）

2006 2007 2008 2009 2010 2011 20122000 （年度）

2006 2007 2008 2009 2010 2011 20122000 （年度）

事業プロセスにおける
環境負荷（製造時）

製品にかかわる環境負荷
（原材料調達から製品廃棄・リサイクルまで）

1.00

1.59

1.77
実績

1.89

計画

1.97

2.26

2.30

1.52
1.63

1.74
1.86

2.16

2.00

2012年度目標
2.30倍

2010年度実績
2.26倍

1.39

2010年度実績
1.53倍

2012年度目標
1.30倍

1.301.00

1.21 1.20 1.22
実績

計画

1.19 1.19 1.20 1.20 1.20
1.28

2.55

2012年度目標
2.55倍

2.13

2.44
2010年度実績
2.44倍

1.68

1.6

1.9

1.74
1.88

実績

1.00

2.05

2.03

2.38
2.20

計画

ファクター
12
10
8
6
4
2

0
2000 2010 2025 2050

2.3

5

10

1

2つの環境効率の目標を達成すれば、
総合環境効率（2.3倍）が達成されます
製品の環境効率（2.55倍）×0.8＋
事業プロセスの環境効率（1.3倍）×0.2＝
総合環境効率2.3倍

1.53

第4次環境アクションプラン※の進捗
製品と事業プロセス、2つの環境効率の目標を達成することで、2012年度に総合環境効率2.3倍をめざします。

2012年度 総合環境効率2.3倍へ

東芝グループでは、1993年から環境アクションプランを策

定し、具体的な環境活動項目と、その目標値を管理していま

す。現在は2005年度から2012年度までを活動期間とした第

4次環境アクションプランを推進しています。環境ビジョン

2050により、2050年度までに総合環境効率の改善度を10

倍（ファクター10）、2025年までに5倍（ファクター5）の達成

が必要であることを考慮すると、2012年度には、2.3倍（ファク

ター2.3）まで改善を進めていく必要があります。2010年度の

環境効率は、製品ではデジタルプロダクツやデバイス分野を

中心に価値と環境負荷の改善が進展したことで2000年度

比2.44倍（目標2.2倍）に、事業プロセスでは再資源化量や

景況の改善にともなう売上高の向上によって同1.53倍（目標

1.2倍）と、いずれも目標を上回りました。これらを合わせた総合

環境効率は、同2.26倍（目標2倍）となり、目標を達成すること

ができました。

「第4次環境アクションプラン」2012年度
最終目標の達成をめざしています

第4次アクションプランの諸施策の2010年度の進捗を右

表にまとめました。2010年度は、製品では4項目中3項目、事

業プロセスでは9項目中7項目が目標を達成しました。

製品では、特に「エクセレントECP」は目標を上回る16製品

を認定しました（詳しくはP33へ）。一方、社会インフラを中心に

リーマンショック以降の売上げの回復が遅れており、CO2排出

抑制効果が未達でした。

事業プロセスでは、エネルギー起源のCO2排出量の削減が海

外拠点における省エネ施策の推進、および再生可能エネルギー

導入により目標を達成しました。一方、化学物質の排出量削減

が設備投資の遅延等で進捗が遅れており、また、廃棄物につい

てもリサイクル関連の制度やインフラが未整備の海外拠点で廃

棄物ゼロエミッションの進捗が遅れています。　

2011年度は「エクセレントECP」の売上げ拡大や化学物

質の多量排出工程を中心とした計画的な対策、廃棄物の海

外におけるリサイクル事業者の開拓などの対策を進め、2012

年度の最終目標の達成をめざします。
※2011年度に「環境ボランタリープラン」から名称を変更

11 東芝グループ 環境レポート2011



chap1

総合環境効率の改善度
2010年度 2011年度 2012年度

目標 実績 評価 目標 目標
2.0 2.26 +0.26［達成］ 2.16 2.3

製品の環境効率向上 指標
2010年度 2011年度 2012年度

目標 実績 評価 目標 目標

環
境
調
和
型
製
品
の
提
供

環境調和型製品の提供

製品のファクター 2.2 2.44 +0.24［達成］ 2.38 2.55

環境調和型製品の
売上高比率

60% 70% +10%［達成］

70% 80%社会インフラ分野の環境調和型製品の売上高比率が向上し、目標を達成
しました。

「エクセレントECP」の
創出件数

15製品 16製品 +1製品［達成］
20製品 25製品パソコンや空調機器など環境性能No.1製品のラインアップが拡充し

目標を達成しました。

製品による温暖化防止 「エコプロダクツ」による
CO2排出抑制効果

630万t 400万t －230万t［未達］

680万t 730万t環境性能No.1製品の開発を進め、対前年からの改善幅で計画を上回っ
たものの、2008年からの世界経済の急激な悪化による落ち込みが影響
し、目標に未達となりました。

特定化学物質の全廃 製品に含まれる
特定15物質※1全廃率

全廃 全廃 ［達成］
全廃 全廃

全製品において全廃を達成しました。

※1 対象15物質群: （1）ビス（トリブチルすず）=オキシド（TBTO）、（2）トリブチルすず類（TBT類）・トリフェニルすず類（TPT類）、（3）ポリ塩化ビフェニル類（PCB類）、
 （4）ポリ塩化ナフタレン（塩素数が3以上）、（5）短鎖型塩化パラフィン、（6）アスベスト類、（7）アゾ染料・顔料、（8）オゾン層破壊物質、（9）放射性物質、
 （10）カドミウムおよびその化合物、（11）六価クロム化合物、（12）鉛およびその化合物、（13）水銀およびその化合物、（14）ポリ臭素化ビフェニル類（PBB類）、
 （15）ポリ臭素化ジフェニルエーテル類（PBDE類）（詳細定義および除外用途は別途定めます）
※2 日本国内の電力係数は、3.50t-CO2/万kWhを用いています。海外電力は、GHGプロトコルのデータを用いています。
※3 1990年度基準
※4 ゼロエミッション:  東芝グループでの定義は「事業活動に伴って生じる副産物やその他の発生物すべて（総発生量）に対し、各種処理後の埋立処分量を製造拠点0.5%未満、非製造拠

点1.0%未満にすること（法律上・行政指導上の制約などがある拠点を除く）
※5 2001年度（家電リサイクル法の施行年度）基準
特記部分を除き、2000年度基準
国内・海外、生産・非生産の事業場が対象
原単位目標には活動を評価できる指標として、物量ベースの実質生産高原単位を使用
実質生産高=［国内名目生産高］÷［日銀国内企業物価指数（電気機器）:1990年を1としたときの各年度の比率］+［海外名目生産高］     

    

事業プロセスの革新
指標

2010年度 2011年度 2012年度
目標 実績 評価 目標 目標

事業プロセス全体のファクター 1.20 1.53 +0.33達成］ 1.28 1.30 

地
球
温
暖
化
の
防
止

エネルギー起源CO2
排出量の削減※2

総排出量原単位※3 45%削減 48%削減 +3%［達成］ 44%削減 47%削減

国内生産拠点 45%削減 52%削減 +7%［達成］
44%削減 47%削減海外拠点における省エネ施策の推進、および再生可能エネルギー

の積極的な導入により目標を達成しました。

温室効果ガス
（CO2以外）
排出量の削減

総排出量
36%削減 69%削減 +33%［達成］

37%削減 38%削減SF6ガスの回収・リサイクルの推進および除害装置の計画的な設
置により大幅な削減を実現しました。

国内製品物流に伴う
CO2排出量の削減 総排出量原単位

40%削減 47%削減 +7%［達成］
42%削減 44%削減輸送量は増加しましたが、船舶や鉄道を積極的に活用することで

目標を達成しました。

化
学
物
質
の

管
理

大気･水域への化学
物質排出量の削減 総排出量

50%削減 29%削減 －21%［未達］
52%削減 54%削減設備投資の遅延などにより目標は未達となりました。　　　　　

多量排出工程を中心に計画的な対策を進めます。

資
源
の
有
効
活
用

廃棄物総発生量の
削減 総発生量原単位

20%削減 32%削減 +12%［達成］
22%削減 24%削減製造や処理工程改善による使用部材削減などにより削減が進みま

した。

廃棄物最終処分量の
削減

最終処分率
（廃棄物ゼロエミッション※4
達成拠点）

100% 83% －17%［未達］
100% 100%リサイクルインフラが未整備な海外拠点で進捗が遅れています。グルー

プ全体での最終処分率は2.8%で、前年より2.2%低減しました。海外
拠点における意識向上を進め、再資源化率の向上を図っています。

製品リユース・
リサイクル

使用済製品
再資源化量拡大率※5 

160%拡大 283%拡大 +123%［達成］

170%拡大 180%拡大国内におけるエコポイント制度延長（2011年3月末まで）による
買い換え需要、欧米の回収量増加により目標を達成しました。

水受入量の削減 水受入量原単位 
9%削減 29%削減 +20%［達成］

9.5%削減 10%削減受入量の多い拠点における排水処理回収装置導入による水再利用
などにより削減が進みました。
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ハイライト

※1 投入資材については、東芝グループが独自に開発した産業連関表を利用した物質投入量推定方法（“EMIOT”： Estimation method for Material-inputs using Input-Output Table）を用いて算出しています。EMIOTは、
産業連関表を基に作成した資源量原単位により、総物質投入量を算出する手法です。資源の上流から下流へのフローに限定して産業連関分析を行い、産業部門別資源量原単位をデータベース化したことに特徴がありま
す。この手法により、資材調達部門が集計している資材分類ごとの調達金額データから、資源別投入質量を算出することができ、製品直接材料だけでなく、間接材料についても集計することができます。また、従来は複合素
材の調達部品やサービス事業に伴う投入資材を資源量として集計することが困難でしたが、この手法を用いることにより、これらの調達資材についても資源の種類別に投入資源量を把握することができるようになりました。

資源
循環

資源
循環

投  入 排　　　

回
収・リ
サ
イ
ク
ル

使

　用

物
流
・
販
売

研
究
開
発
・
設
計

　製
造

材

　料

水 4,976万m³
工業用水
水道水 

地下水
その他

717万m3
3,076万m3

1,181万m3
2万m3

（2010年度）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

（万m3）
5,263 5,142 5,188 5,018 4,976

化学物質
取り扱い量 75千t

（2010年度）

（千t）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

71 79 76 71 75

エネルギー
電気（発電機器を除く） 168PJ※2

（2010年度）

（PJ）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

40

193
265

177 168

(kℓ)

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

※トラックのみ

エネルギー（国内流通分）
ガソリン
軽油

222kℓ
20,786kℓ
（2010年度）

25,043 26,744 23,124 20,772 21,008

（千t）
その他
パソコン
医用機器
家電4製品

2006 2007 2008 2009 （年度）

67.4 71.3 79.3 99.0

2010

130.0
（2010年度）

使用済み製品
130.0千t再資源化重量

エネルギー 55,715TJ※2
電力
都市ガス
Ａ重油
ＬＰＧ

灯油
軽油
その他

47,505TJ
4,542TJ
468TJ
447TJ

54TJ
1,569TJ
158TJ

（2010年度）

2006 2007 2008 2010 （年度）

（ＴＪ）
51,049 55,445 56,332 55,715

2009

55,434

資源・原材料※1 1,418千t
鉄
プラスチック

その他617千t
208千ｔ

593千ｔ

（2010年度）

2006 2007 2008 2009 （年度）

その他
プラスチック

鉄

(千t)2,697 2,502

1,392 1,152

2010

1,418

（千t）

廃棄物
280千t
（2010年度）

総発生量

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

243 281 284 260 280

温室効果ガス
655万t-CO2

（2010年度）
ＣＯ2（発電機器を除く）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

154

768
1,030

688 655

（2010年度）

ＣＯ２
ＣＯ２以外
・ＰＦＣ

248万ｔ-ＣＯ２
44万ｔ-ＣＯ２
28万ｔ-ＣＯ２

・ＳＦ6
・ＨＦＣ
・その他

11万ｔ-ＣＯ２
3万ｔ-ＣＯ２
1万ｔ-ＣＯ２

温室効果ガス※3 292万t-ＣＯ2

2006 2007 2008 2009 2010

ＣＯ2以外
ＣＯ2

369 408 343 307 292

（年度）

化学物質（大気）
排出量 2.00千t

（2010年度）

2006 2007 2008 2009 （年度）

（千ｔ）
2.39 2.42 2.18 1.95

2010

2.00

水再使用量および
水再生使用量
水再使用量
水再生使用量

479万m3
1,402万m3

（2010年度）

2006 2007 2008 2009 （年度）

（万m3）

1,881万m³

1,215 1,328
1,742 1,695

2010

1,881

輸送時の温室効果ガス
（国内流通分）

CO2 5.9万ｔ-ＣＯ2
（2010年度）※船舶、航空含む

2006 2007 2008 2009 （年度）

7.4 7.6 6.5 5.8

2010

5.9

2006 2007 2008 2009 （年度）

（千t）

使用済み製品
36千t再資源化後の廃棄量

（2010年度）

20.5 20.5 21
29

2010

36（千t）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

使用済み製品回収量
処理量 166千t

（2010年度）

87.8 91.8 100.3 128
166

代表製品出荷量
776千t
（2010年度）

2006 2007 2008 2009 （年度）

（千t）496 501 541 572

2010

776

廃棄物
再資源化量 245千t

（2010年度）

（千t）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

189 224 234 223 245

（万t-CO2）

（万t-CO2）

（万t-CO2）

資源
循環

環境負荷全容
東芝グループは家電製品をはじめ、情報通信機器から半導体・電子部品、発電設備まで幅広い製品やサービス
を取り扱っています。これら事業活動が及ぼす環境影響の全体像を把握し、環境負荷低減に取り組むことが重
要だと考えています。
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※2 TJ＝1012J、PJ＝1015J。 J（ジュール）は仕事量、熱量、電力量を表す単位で、1J＝約0.239カロリー。
※3 国内の電力のCO2排出係数は、3.50t-CO2/万kWhを用いています。
※4 「ふっ化水素およびその水溶性塩」は使用している「ふっ化水素」が使用後の処理により、

非水溶性塩になっているため、2009年度より該当物質の水域への排出は「0」としています。

・製品の資源有効活用.............P39
・グリーン調達の推進 ..............P41

・エネルギー起源ＣＯ２
 排出量の削減 .............................P19

・温室効果ガス
 排出量の削減 .............................P19

・廃棄物総発生量、
 最終処分量の削減 ..................P23

・水受入量の削減 .......................P24

・大気・水域への化学物質
 排出量の削減・管理 ................P25

・環境リスクへの対応 ..............P27

・製品物流に伴う
 ＣＯ２排出量の削減 ..................P20

・エコプロダクツによる
 ＣＯ２排出抑制.............................P37

・使用済み製品の
 再資源化量拡大 ........................P29

　　出 主な取り組み環境影響

（千t）

廃棄物
8千t

（2010年度）
最終処分量

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

14 17 17
13

8

大気環境への負荷
SOx
NOx
ばいじん

1,908ｔ
4,005ｔ
150ｔ

（2010年度）
（t）

ばいじん

ＮＯｘ
ＳＯｘ

1,536
3,013 4,138 3,564

2006 2007 2008 2009

6,063

2010

（年度）

100 200 500 600（億円）▲100

（年度）

化学物質※4（水域）
排出量
下水道への移動

87t
18t

（2010年度）
（t）

2006 2007 2008 2009 （年度）

排出量
下水道へ
の移動

167 158 134
8857

30 29 16
2010

87
18

218

輸送時の大気環境への負荷
SOx
NOx
ばいじん

0.4ｔ
209ｔ
12ｔ

（2010年度）

（年度）

（t）

2006 2007 2008 2009

ばいじん
ＮＯｘ
ＳＯｘ

559

215 243

2010

221

水環境への負荷
総排水量
BOD
COD
浮遊物質
全窒素

4,149万m3
310ｔ
812ｔ
1,646ｔ
209ｔ

（2010年度）

2006 2007 2008 2009 2010 （年度）

その他 （t）
全窒素

浮遊物質
ＣＯＤ

2009

2010

資源・原材料※

（年度）

100 200 300 400（億円）▲100

2009

2010

投入エネルギー・水
再資源化 温室効果ガス

大気環境への負荷
廃棄量
化学物質

（年度）

100 200 300 400（億円）▲100

2009

2010

投入エネルギー
温室効果ガス

（年度）

100

0

0

0

0 200 300 400（億円）▲100

2009

2010

投入エネルギー 温室効果ガス

（年度）

1000 200 300 400（億円）▲100

2009

2010

再資源化 廃棄量

※資源の採掘から原材料として
　供給されるまでの環境影響。

東芝グループでは、下記のマテリアルフローに示されるように、材料調達から製造、物流、お客様使用時、回収・リサイクルまで、製
品・サービスのライフサイクルすべての環境負荷量の把握、分析に努めています。2010年度は、投入された資源・エネルギーと排出さ
れた温室効果ガス、化学物質などが及ぼす環境影響について、日本版被害算定型影響評価手法（LIME）を用いた統合評価を実施
しました。ライフサイクル別では、資源・原材料の影響が最も大きく、使用時、製造時の影響と続きます。対前年との比較では、2010
年度は生産拡大にともない、材料調達、製造時の影響が増加したものの、使用時は、省エネ製品の創出などにより減少しました。こ
のように、ライフサイクルごとの環境影響の定量的な把握に基づき、効果的な取り組みを進めることが重要だと考えています。
データ集計範囲は東芝および東芝グループ498社（2010年度実績）です。
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ハイライト

世界的な生物多様性の損失を食い止めるため、東芝グループの取り組み体制を構築し、
事業活動が生態系に与える影響の｢見える化｣を推進していきます。

東芝グループの考え方

東芝グループの事業活動は、多様な生物に支えられた生態

系サービスの恩恵を受けると同時にさまざまな影響を与えてい

ます。例えば、木材由来の資源や水の「供給サービス」を受ける

と同時に、鉱物や燃料資源の採掘において、生態系に影響を

与えています。また、製造拠点からの大気、水域への排出物の

最終的な処理は、生態系による分解・浄化といった「調節サー

ビス」に依存しています。このため、生態系サービスの基盤とな

る生物多様性の保全は環境経営の重要な課題です。

東芝グループでは、 2009年9月に制定した生物多様性ガイ

ドライン※に基づき、事業所の立地や事業活動による資源調

達、環境負荷の排出などによる影響の低減を図ると同時に、生

物多様性の保全に寄与する事業を推進しています。また、「150

万本の森づくり」などの自治体やNPOと協力した社会貢献活動

によって生物多様性の保全に貢献します。

工場での取り組み

●事業所を基点とした地域生態系ネットワークの構築
東芝グループでは、工場・事業所における生物多様性保全

活動の目標として「事業所を基点とした地域連携による生態

系ネットワークの構築」を掲げています。

東芝グループの事業所では、これまでの敷地内の緑化活動

やビオトープ（生物の生息空間）の造成などによって、多様な動

植物や地域の希少種の生息が確認されています。しかしながら、

これらの生態系が事業所内で完結しているとは限りません。特

に、事業所に飛来する鳥や昆虫などの生物を保全するためには

外部とのネットワーク構築が重要となります。そこで、東芝グルー

プでは事業所が立地する市町村や地域の住民の皆様、NPOな

どと連携した地域生態系ネットワークの構築をめざしています。

東芝グループでは、2015年のあるべき姿として「生物多様

性への悪影響を最小化し、改善に向けた転換が図られてい

る」ことをめざしています。これは地域のステークホルダーと合

意した保護対象の減少を2015年までに食い止め、そこからプ

ラスにすることを意図しています。まずは、各事業所における保

護対象の選定に取り組みます。

製品での評価

東芝グループは、製品の生物多様性への影響について、1）

人間の健康、2）生物多様性、3）社会資産、4）一次生産の4つ

の視点で総合的に評価する日本版被害算定型影響評価手法

（LIME）を用いて評価しています（詳細はP44へ）。また、生物

多様性保全に貢献する製品の開発も進めています。

■ 生物多様性保全への取り組みの4本柱

■ 悪影響の最小化と転換のイメージ

■ UV放射の少ないLED照明「E-CORE」の分光特性

■ ステークホルダーと連携した地域生態系ネットワーク

■ 東芝がめざす地域生態系ネットワークのイメージ

生物多様性保全への取り組み

・生物多様性対応取
引先からの調達体
制を構築

サプライチェーン
での取り組み

・事業所を基点とし
た地域連携による
生態系ネットワーク
の構築
・ＷＥＴ※1による排水
管理

工場での取り組み

・LIME※2を用いた製
品の定量評価
・生物多様性の保全
に貢献する製品・事
業の創出

製品での評価

・東芝グループ１５０
万本の森づくり
・自治体、NPOとの
連携

社会への貢献

※1 Whole Effluent Toxicity
※2 LIME（Life cycle Impact Assessment Method based on Endpoint modeling）：
 日本版被害算定型影響評価手法

■ 製品LIME評価の
　分析

消費電力[W]
LIME統合評価
[円／1000h]

LIME生物多様性側面
[円／1000h]

白熱電球

電球型
LEDランプ
「E-CORE」

0 102030405060 0 50 100 150 0.2 0.4 0.60 0.8

白熱電球からの切り
替えで1/6～1/8へ

ライフサイクルトータル
の環境影響を評価

生物多様性への
影響が大きく低減

主な要因
・電力消費
・原材料

保
護
対
象
の
指
標※

保
護
対
象
の
指
標※

※（例）カントウタンポポの株数、カワセミの観測数、など

2015年 2015年

ステークホルダーによる
コミュニケーション

地域生態系ネットワーク

東芝

住民

行政

NPO

学校

公園

企業

公共
施設

75

100

25

50

(比エネルギ（％）
／刺激効果）

ショウジョウバエの
比刺激効果
ミツバチの
比刺激効果
ニカメイガの
比刺激効果

果）

ウジョウバエの
刺激効果
ツバチの
刺激
カメ
刺激

バチの
激効果
メイガ
激効果

果
の
果

0
200 300 400 500 600 700

人間に見える波長域虫の目の感度の高い波長域

UV（紫外線）を発光しないことから虫を寄せ付けにくく、
生態系への撹乱を抑えることが可能。

波長（nm）

E-COREの分光特性

学校 企業

企業

企業

企業

公園

※http://www.toshiba.co.jp/env/jp/management/biodiversity_j.htm
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東芝グループでは、社外の専門家と連携し、事業所の立地

環境における生物多様性ポテンシャル簡易評価を実施しまし

た。これは、各事業所が土地利用を通じて地域の生態系ネット

ワーク構築にいかに貢献できるかについて、事業所を中心とす

る半径2km圏内の緑地や水系を評価するものです。

2010年度は日本国内14ヵ所とフィリピン1ヵ所で実施しま

した。各事業所の特徴を把握し、周辺地域の生態系ネットワー

ク構築へいかに貢献できるか（生物多様性ポテンシャル）を定

量的に評価しました。今後は簡易評価の結果から特徴的な事

業所を選んで、周辺地域の在来種・希少種など保護対象とな

る生物種の選定を行います。将来的には、地域のステークホ

ルダーと連携した生態系ネットワークの構築をめざします。

●WET※による排水管理の取り組み
東芝グループでは、事業所の排水の環境負荷を調べる新

たな手法として、生物指標を用いた評価法（WET手法）を試

みています。この手法は、排水中の化学物質の環境負荷につ

いて総体的に生物への影響の大きさとして確認するもので、

欧米ではすでに導入されている方法です。試験は、発光バクテ

リア、藻類、甲殻類（ミジンコ）、魚類（ゼブラフィッシュ）の4種

類の生物を用いて、米国ガイドラインを参考に国立環境研究

所の協力を得て、短期慢性毒性試験を行いました。

2010年度は東芝横浜事業所を筆頭に、東芝グループのさ

まざまな業種から選定した5事業所で試験を行いました。どの

事業所においても大きく生態環境への影響は見られませんで

した。今後も定期的に状態を観察していく予定です。

サプライチェーンでの取り組み

生物多様性保全への取り組みを進めるうえでは、環境に

配慮した原材料の調達が重要な要素となります。東芝グルー

プでは「生物多様性対応取引先からの調達体制構築」をめ

ざしており、今後サプライヤーの皆様と協力しながらサプライ

チェーンでの取り組みを進めていきます。

社会への貢献

東芝グループでは、「東芝グループ150万本の森づくり」を

展開。自治体、NPOとも連携し、植林に加え、間伐、枝打ちな

どの作業で森林を適正に整備することで、さまざまな生物の生

育に適した生態系の実現に寄与しています。また、従業員参

加型の森づくりイベントや自然観察会、自然観察指導員の育

成を通じ、自然を愛する人づくりを進めています。

■ 15サイト生物多様性ポテンシャル簡易評価結果

※緑地は4点満点中3点以上、水系は7点満点中4点以上を色付け

■ 代表事業所の保護対象候補

■ 生物多様性ポテンシャル評価

東芝　横浜事業所

ラグーンに生息する
カワセミなど希少種の保護

東芝　府中事業所

事業所内に自生する
カントウタンポポの保護

・事業所を中心とする半径2km圏内
の緑地、水系を評価
・各事業所の特徴を把握し、生物多様
性ポテンシャルを定量的に評価

分　類 サイト名 住　所 緑地
評価

水系
評価

工業
地帯

東芝　青梅事業所 東京都青梅市 4 4
東芝　深谷事業所 埼玉県深谷市 2 1
東芝　京浜事業所 神奈川県横浜市 0 3
東芝　横浜事業所 神奈川県横浜市 3 0
東芝キヤリア 富士事業所 静岡県富士市 1 3
東芝エレベータ 姫路事業所 兵庫県姫路市 3 4
東芝情報機器フィリピン社 フィリピン共和国 2 4

住宅
密集地

東芝　府中事業所 東京都府中市 3 4
東芝ソリューション
府中エンジニアリングセンター 東京都府中市 3 4

東芝　小向地区 神奈川県川崎市 0 2

農地
東芝モバイルディスプレイ　石川工場 石川県能美郡 4 3
東芝メディカルシステムズ 栃木県大田原市 3 3
東芝テック 大仁事業所 静岡県伊豆の国市 4 4

樹林地 東芝　四日市工場 三重県四日市市 3 6
中心市街地 東芝　本社ビル 東京都港区 3 5

2km
敷地
周辺

※Whole Effl  uent Toxicity

評価で使うミジンコ（左）、ゼブラフィッシュ（右）（国立環境研究所提供）

排水のサンプリング

工場
緑地

学校

公園

工場間の
ビオトープネットワーク

工場間のビオトープネットワーク

学校・企業・公園間の
ビオトープネットワーク

緑のネットワーク

水のネットワーク
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モノづくりの
環境配慮

Green
ofProcess

Chapter2

2010年度の活動ダイジェスト

グローバルNo.1の
低環境負荷を追求
東芝グループは、「地球温暖化の防止」、「化学物質の管

理」、「資源の有効活用」という3つの視点で、生産プロセスの

効率化を通じた、環境負荷の低減を進めています。国内外のす

べての工場において、材料調達を最小限に抑え、モノづくりの

省エネルギーに努め、無駄な排出を抑制しています。2011年3

月に発生した東日本大震災により、今後の温室効果ガス排出

量や廃棄物発生量への影響が懸念されますが、これまで以上

に従業員の環境意識を高め、最大限の施策を徹底することで、

グローバルNo.1の低環境負荷を追求していきます。

特に地球温暖化防止については、グループの温室効果ガス

排出量の約半分を占める半導体工場を中心に取り組み、

「2020年までに温室効果ガスの総排出量を1990年比で

25%削減する」という日本の目標に貢献していきます。資源有

効活用については、廃棄物の総発生量や最終処分量の削減

をめざし、今後も工夫しながら継続的に取り組んでいきます。ま

た積極的かつ質の高いリサイクルを推進するとともに、貴重な

水資源の有効活用にも努めます。化学物質の管理について

は、使用物質の代替化やプロセス改善などにより、削減対象物

質の廃止を推進していきます。

温室効果ガスの排出抑制計画
●東芝グループの取り組み
東芝グループの温室効果ガス排出量は、重電機器の絶縁

用として使用しているSF6（六フッ化硫黄）の回収、再利用や、

半導体製造用のPFCsガス（パーフルオロカーボン類）の除害

装置の設置に積極的に取り組むことで、2000年度には

1990年度比でほぼ半減しました。その後は半導体事業を中

心とした事業拡大によりエネルギー起源CO2排出量が増加

Green of Processの取り組み

地球温暖化の防止

資源の有効活用

環境リスクへの対応

使用済み製品のリサイクル

P17

P19

P23

P27

P29

グローバルNo.1の低環境負荷を追求
事業プロセスの環境効率の向上
●目標1.20に対し1.53で達成

エネルギー起源CO2排出量の削減
●目標45%削減に対し48%削減で達成
温室効果ガス（CO2以外）排出量の削減
●目標36%削減に対し69%削減で達成
製品輸送にともなうCO2排出量の抑制
●目標40%削減に対し47%削減で達成
建屋建設
●環境に配慮した工場、研究棟設計の取り組み例

化学物質の管理 P25
化学物質の総排出量の削減
●目標50%削減に対し29%削減で未達成

廃棄物総発生量の削減
●目標20%削減に対し32%削減で達成
廃棄物ゼロエミッション達成拠点
●目標100%に対し83%で未達成
水受入量の削減
●目標9%削減に対し29%削減で達成

土壌・地下水の浄化
●地下水中の揮発性有機化合物（VOC）を約1,300kg回収

使用済み製品再資源化量
●目標160%に対し283%で達成

モノづくりで
グローバルNo.1の
低環境負荷を追求します。
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し、生産高が最高水準だった2007年度がピークとなっていま

す。2008年度以降は事業環境の変化や生産拠点の統廃合

などにより排出量は大幅に低減しましたが、今後の排出量は、

生産量の回復とともに再び増加傾向になる見込みです。

東芝グループでは、徹底した省エネ施策と生産効率の向上

に取り組み、増加する排出量を最小限に抑制することで、すべ

ての事業領域において売上高原単位でトップレベルの低CO2

排出量をめざすことで、グローバルNo.1の低環境負荷を追求

していきます。

一方、東日本大震災の影響により今後の電力CO2排出係

数の悪化が予想され、電力起因のCO2排出量が大半を占める

東芝グループにとっては大きな影響が予測されます。そこで、夏

期の最大電力削減に向けた省エネ施策の検証・評価を確実

に実施し、東芝グループ全拠点への横展開を図ることで、排出

量の増加を最大限に抑制していきます。また、震災影響の動

向や政府のエネルギー政策などを見極めながら、中長期的な

温室効果ガスの排出量削減計画を精査していく予定です。

事業プロセスの環境効率を
2012年度に1.3倍に
東芝グループは、事業活動における環境負荷の影響を総

合的に評価する事業プロセスの「環境効率」を、2012年度

に2000年度に比べ1.3倍にすることを目標としています。これ

を達成するため、第4次環境アクションプランとして8つの具体

的な目標（詳細はP12へ）を設定し、環境負荷低減に取り組ん

でいます。2010年度の実績は1.53倍で、目標の1.20倍を大

幅に達成しました。これは、エコポイント制度を背景とした買い

換え需要拡大による使用済み製品再資源化量の増加による

ものですが、省エネ努力による温室効果ガス排出量の低減、

売上高の拡大も寄与しています。

事業プロセスの環境効率 事業プロセス全体での環境影響
売上高

1.00

1.19

1.18 1.19 1.19 1.20 1.20 1.20 1.28
1.21 1.20 1.22

1.39
1.53

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012（年度）2000

＝事業プロセスの
環境効率の改善度

評価年度の事業プロセス環境効率
基準年度（2000年度）の
事業プロセス環境効率

事業プロセスの
環境効率

売上高
事業プロセス全体での環境影響

影響

＝

金額換算LIME※
〈環境影響〉

温室効果ガス、
化学物質、廃棄物

※LIME さまざまな環境影響の統合化手法として（独）産業技術総合研究所ＬＣＡ研究センター
が開発した日本版被害算定型影響評価手法（詳細はＰ44へ）

2010年度実績
1.53倍（対2000年度）

2012年度目標
1.30倍（対2000年度）

実績
計画

1.30■ 環境負荷低減の取り組み

●エネルギー、温室効果ガス
　使用量の削減
●エネルギー効率の高い
　プロセス・設備の導入
●低炭素エネルギー、
　低温室効果ガスへの転換

●有害物質の使用前の
　リスク評価
●化学物質の
　使用量削減・代替化
●使用物質の適正管理

●廃棄物総発生量の削減
●廃棄物の再利用
●使用済み製品の回収・再資源化
●水受入量の削減

■ 事業活動による環境影響
環境影響 リサイクル

土壌
（化学物質）

水域
（化学物質）

最終処分
（廃棄物）

資源循環再利用

排出量の抑制

排出量の抑制

エネルギー材料調達の低減 排出量の抑制 排出量の抑制

製品

大気
（CO2など温室効果ガス、化学物質）

事 業 活 動

廃棄物、使用済み製品

CO2CO2
CO2CO2

CO2CO2

ユーザーエネルギー、
資源

リサイクル
の推進

取り組みの
3つの視点

地球温暖化
の防止

化学物質
の管理

資源の
有効活用
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Green of
Process モノづくりの環境配慮

地球温暖化の防止
東芝グループでは地球温暖化の防止に貢献するために、エネルギー起源CO2や温室効果ガスの削減、
製品輸送にともなうCO2排出量の抑制、再生可能エネルギーの利用などの取り組みを行っています。

エネルギー起源CO2排出量の削減

東芝グループのエネルギー起源CO2排出量は、事業拡大に

ともない増加しています。今後も市場の旺盛な需要に応えてい

くため、半導体事業を中心とした工場新設や新型二次電池の

生産を予定しており、当面増加する見込みです。東芝グループ

では総排出量を可能な限り抑制し、CO2排出量原単位を改善

するため、1990年度を基準として、2010年度に45%削減、

2012年度に47%削減することを目標にエネルギー効率の高

いプロセス・設備の導入を進めています。その結果2010年度

の東芝グループのエネルギー起源CO2排出量は48%削減とな

り、目標値を達成しました。今後も冷熱源設備・空調設備の高

効率化、高効率照明の導入など積極的に設備投資を推進して

いきます。2011年度は、東日本大震災の影響でCO2排出量が

増えることが予想されますが、東芝グループとして省エネ施策を

積極的に取り入れて活動していきます。

エネルギー起源CO2以外の
温室効果ガス削減

東芝グループでは、京都議定書の定める削減対象温室効

果ガス6種類※について、2010年度に36%削減、2012年度

に38%削減し、2000年度比62%とすることを目標にしていま

す。東芝グループで排出するエネルギー起源CO2以外の温室

効果ガスは、半導体の製造に使われるPFCと、重電機器の絶

縁で用いるSF6の排出量が全体の9割を占めています。半導

体工場では、より温暖化係数の低いガスへの代替化や、既設

ラインへの除害装置の計画的な設置を進め、重電部門にお

いては回収・リサイクル率の向上に努めています。その結果、

2010年度は前年度に比べ9万トンを削減し、2000年度比で

は69%削減となり、当該年度の目標を大幅に達成しました。

今後も半導体や重電部門は、事業拡大を進めていく予定です

が、継続的な除害装置の設置や除害効率の向上などの積極

的な取り組みを進め、さらなる低減をめざします。
■ エネルギー起源CO2排出量の推移

■ エネルギー起源CO2排出量の内訳（2010年度）

■ CO2以外の温室効果ガス排出量の内訳（2010年度）

■ CO2以外の温室効果ガス排出量の推移

中電装備東芝（常州）変圧器社

エネルギー転換によるCO2削減事例1

　中国・常州市の大気環境改善と産業
構造転換促進に協力するため石炭ボ
イラーを廃止して、天然ガスボイラー
を導入することで、年間CO2排出量を
7,114t-CO2削減（対前年比で約65%削
減）しました。

※CO2排出量の算出に用いる電力CO2排出係数は、受電端係数です（2010年度は
3.50t-CO2/万kWh）。海外電力は、GHGプロトコルによる。

※二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）（=亜酸化窒素）、ハイドロフル
オロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）。

排出量
44
万t-CO2

PFC
65％

SF6
26％

N2O
2％

HFC
7％

日本
99.6％

米州 0.1％アジア 0.3％

半導体
81％

社会インフラ
16％

液晶 3％

[事業別] [地域別]

[ガス種別]

排出量
44
万t-CO2

排出量
44
万t-CO2

2010 2012 （年度）20092008200720062000

141

96 91

64
53 44

100

68 65

46
37 3431

温室効果ガス
排出量（万t-CO2）

2000年度比（％）

CO2排出量
（万t-CO2）

2009 2012（年度）20082007200620001990

192
240 273

317
279 254

100

62
56

62

2010

248

5256 53 53

実質生産高原単位
（1990年度比）（％）

排出量
248
万t-CO2

半導体
45％

社会インフラ
26％

液晶
6％

その他 3％

家庭電器
8％

デジタル
プロダクツ 12％

排出量
248
万t-CO2

日本
68％アジア

13％

米州
8％

中国
7％

欧州 4％

[事業別] [地域別]
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（株）東芝　社会インフラシステム社

東芝ライテック（株）

海外拠点モーダルシフト事例事例2

鉄道コンテナラウンド輸送の事例

　カナダへ輸出した郵便区分機のカナダ国内の陸上輸送をト
ラックから鉄道に変更しました。2010年度よりバンクーバーか
らカナダ全土（16都市）へ約160台の輸送・搬入を開始しまし
た。輸送形態を、従来の1モジュール1梱包から2モジュール1
梱包に改善することで、梱包容積を縮小、コンテナ数を削減し
ました。年間 5,209 t-CO2の削減が見込まれます。

　鉄道コンテナをサントリーグループと共同利用したラウンド
輸送を実現しました。従来、関東から関西方面へトラックで製品
を輸送していましたが、コンテナの共同利用により関東・関西
間を鉄道輸送に替えることでCO2排出量を抑えた効率的な輸
送が可能となりました。輸送CO2の排出量を年間140トン抑制
することを見込んでいます。

製品輸送にともなうCO2排出量の抑制

東芝グループでは、東芝ロジスティクス（株）と連携して、製品

輸送時の省エネルギーに努めており、CO2排出量原単位を

2012年度に44%削減し、2000年度比56%とすることを目標と

しています。

2010年度は、モーダルシフトを含む最適輸送モードの選択、ト

ラック積載率の向上、物流拠点の集約などを実施したことで、

CO2排出量、原単位ともに2010年度の目標を達成しました。 

●海外、国際間物流でのCO2排出量（概算値）
東芝グループの海外各国内および国際間の物流に関する

輸送データを把握し、CO2排出量の概算値を算定しました。

再生可能エネルギーの利用

東芝グループでは、再生可能エネル

ギーの利用拡大に継続的に取り組んでい

ます。2010年度は29,249MWhとなりま

した。東芝テレビ中欧社では、購入電力を

水力発電所から供給される電力に切り替

えて利用しています（詳細はP21へ）。東

芝では、2005年1月よりグリーン電力シス

テムを利用しており、年間200万kWhのグ

リーン電力を購入しています。

低炭素社会実現への貢献

東芝グループでは、世界的な気候変動が企業に及ぼす

様々な影響をリスクとビジネスチャンスの両面から捕えて経営

戦略として中長期に取り組んでいます。今回、東日本大震災

が発生したことで、東芝グループに一時的に大きな影響が予

測されますが、自社の現状の把握、法規制や政策動向の把握

を行いながら、省エネ施策を展開するなどのカーボンリスクマネ

ジメントを実施して、低炭素社会の実現に貢献していきます。

■ 国内製品輸送にともなうCO2排出量の内訳（2010年度）

■ 国内製品輸送にともなうCO2排出量の推移

2008 2009 2012（年度）20072006 20102000

8.8

5.9
7.4 7.6

6.5 5.8

100

54

66
63

56 52 56

実質生産高原単位
（2000年度比）（％）

CO2排出量
（万t-CO2）

排出量
5.9
万t-CO2

家庭電器
56％

社会インフラ
29％

デジタル
プロダクツ
10％

半導体 3％ その他 1％
液晶 1％

[事業別]

■合計 : 59.2万トン-CO2（2010年度）
  （内訳）  ・海外国内物流  :   2.6万トン-CO2
 ・国際間物流   :  56.6万トン-CO2

安治川口駅
（此花区）

サントリー
京都工場

空コンテナ
鉄道輸送

鉄道輸送
空コンテナ

東芝ライテック倉庫
（住之江区）

東芝ライテック倉庫
（鹿沼市）

サントリー
利根川工場

東京貨物
ターミナル駅

安治川口駅
（此花区）

東京貨物
ターミナル駅

ラウンド輸送イメージ図

モーダルシフト

１梱包に
２モジュール化

包装容積縮小化でコンテナ数削減
４０Ｆｔ コンテナ（８本→５本へ）
（※スタッカー304タイプの場合）

鉄道輸送への転換に
より、１コンテナあたり、
約３t-CO2の削減

郵便区分機

最長４０ｍ

カナダ

カナダ郵便局
各搬入先

搬入先
近くの

ターミナル

改善前

改善後

バンクーバー

梱包の
合理化

TOPICS
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TOPICS

Green of
Process モノづくりの環境配慮

地球温暖化の防止

エコ・リーディングカンパニーをめざした　　　
再生可能エネルギーである水力発電所からの電力利用と、動力システムの最適
運用により、年間1,850トンのCO2削減を実現 ̶ 東芝テレビ中欧社（ポーランド）

東芝テレビ中欧社の全景

購入電力をすべて再生可能エネルギーに切り替え
ポーランドにある東芝テレビ中欧社は、欧州向け液晶テレビの一大生産拠点です。

ポーランドはエネルギー政策として、2020年度に15%、2030年度に

20%を再生可能エネルギーに転換することを目標にしています。

これを受けて、東芝テレビ中欧社は、いち早く 2011年1月に火力発

電所から購入していた電力を水力発電所から供給される電力に切り替

え、購入するエネルギーをすべて再生可能エネルギーとしました。

購入する電力は、年間約300万kWhで、約1,850トン-CO2/年の削減効

果があります。工場全体でガスを含む2,712トン-CO2/年の排出量があった

2009年度に換算すると、約70%のCO2を削減することが可能になります。

2010年度には2009年度に比べ、コンプレッサーや換気装置の運転

時間を見直すなど工場内の動力システムの運用をきめ細やかにコント

ロールし、最適化することにより、電力消費量を7%削減、168トン-CO2/

年を削減しました。

❶ 再生可能エネルギーの採用

❷ 動力システムの運用最適化

導入後
（2011年度見込み）

※一部空調用のガス使用でCO2が発生します。

導入前
（2009年度）

2,712

868※

■ 再生可能エネルギー採用などによるＣＯ２削減効果

（トン-CO2）

約70％
削減

コンプレッサーシステム 
年間100MWh 削減

換気装置システム 
年間100MWh削減

再生可能エネルギー
の認可ロゴ

86 82トン-CO2/年
削減

トン-CO2/年
削減
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95%→

PMV値が「0」に
近ければ近いほど快適で
満足感が高まる。

満足率

PMVの概念

マルチエアコン

　モノづくりを追求する環境配慮工場・研究棟の設計
太陽光発電システムや最新の省エネ機器を導入した研究棟で、
年間400トンのCO2削減を実現 ̶ （株）東芝　府中事業所

（株）東芝　府中事業所11号研究棟全景

最新の省エネ機器を導入した太陽光発電研究棟を開設
（株）東芝 府中事業所では、2010年11月に最新の省エネ機器を導入した研究棟を開設、
次世代電力網の実験を行っています。

容量398kWの太陽光発電システムを導入、二次電池
SCiBTMと組み合わせることにより太陽光発電出力の変動
をより効果的に抑制して、年間124トンのCO2削減を実現。

LED照明器具「E-CORETM」を事務所ゾーンや外灯に
採用。また人感センサーと自動調光などの組み合わせによる
最適制御が可能なシステムを執務エリアに採用。これらの
施策により年間112トンのCO2削減を実現。

高効率空調の導入とニューロPMVTM制御およびBEMS※

による最適運転で年間37トンのCO2削減を実現。

居室のCO2濃度に合わせ外気
の取り入れ量をインバータ制御、熱
源の省エネや外気の搬送動力削
減などにより、年間155トンのCO2
削減を実現。

❶ 太陽光発電システムの導入

❸ LED照明器具、照明制御システムの採用

❷ 熱源機器の効率化

 ❹ 換気量CO2制御
※BEMS: Building Energy Management System

発電 送電

充電
電力供給

放電

太陽電池

パワーコンディショナー

変電設備

二次電池 SCiBTM

電力系統

太陽光発電の出力波形 変動抑制後の波形

124
トン-CO2/年
削減

112
トン-CO2/年
削減

155
トン-CO2/年
削減

37トン-CO2/年
削減
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Green of
Process モノづくりの環境配慮

資源の有効活用
廃棄物の総発生量や最終処分量の削減をめざし、今後も継続的に改善に取り組んでいきます。
また、質の高いリサイクルも推進するとともに、貴重な水資源の有効活用にも努めます。

廃棄物総発生量の削減

東芝グループでは、循環型社会形成に向けた資源有効活

用の一環として、製品製造などの事業プロセスにおける有価

売却物を含む廃棄物総発生量を2012年度に実質生産高原

単位で24%削減（2000年度基準）することを目標としていま

す。2010年度の生産高原単位での総発生量は68%であり、

削減目標20%に対して32%削減しました。また総発生量は約

28万トンであり、景気後退にともない生産減少の影響で減っ

た2009年度よりは2万トン増加しましたが、2008年度との比

較では4千トン減少しました。

（株）東芝　セミコンダクター&ストレージ社

シリコン汚泥の高純度リサイクル事例1

　東芝セミコンダクター&ストレージ社では、産学官（福岡県、九工大
など）による共同研究プロジェクトにより、メモリ製品の製造段階（ウェ
ハ裏面研磨工程）で発生するシリコン汚泥の高付加価値リサイクルに
取り組みました。金属類の混入、酸化を防ぐシリコン回収方法（排水分
離・膜回収など）を開発し、前例のない活用方法（窒化珪素、二酸化珪
素の材料）による有価物化を実現しました。この結果、廃棄物量を3分
の1、排水薬品量を2分の1に低減するなど大きな改善効果を上げるこ
とができました。

最終処分量の削減

東芝グループでは、工場などで発生した有価売却物を含む

廃棄物を極力リユース・リサイクルして最終埋立処分量をゼロ

とする廃棄物ゼロエミッション（定義についてはP12※4参照）

を、2010年度までに全拠点で達成する目標を立てています。

2010年度は83%の拠点にとどまりました。リサイクルに関す

る制度やインフラが未整備な海外拠点における進捗が遅れて

いることから、地元行政や企業との情報交換など海外でのリ

サイクラー発掘や育成につながる活動をよりいっそう進めるな

ど、継続的に取り組んでいきます。

■ 廃棄物総発生量の推移

■ 廃棄物総発生量の内訳（2010年度） ■ 廃棄物最終処分量の内訳（2010年度）

■ 廃棄物最終処分量と最終処分率の推移

回路基板

ICパッケージ、携帯基板、USBメモリ基板など

硬質ベアリング
硬質ベアリング（工具）、
自動回路基板など

封止樹脂充填用途 積層回路基板

■ シリコン汚泥 高付加価値リサイクル

焼成
高付加価値リサイクル

窒化 焼結

酸化

1,200℃以上で
焼成するため、
炭素（有機系）は
許容できる。

窒化珪素粉

シリカ粉
（二酸化珪素）

金
属
シ
リ
コ
ン
汚
泥

（千t）

その他

廃プラ

廃酸

紙くず

汚泥

燃えがら
金属くず

9.3

5.9 6.1 6.0

4.9

2.8

0.5

7.7

1.5
1.6

4.8

2.2 1.5

1.8

3.3

3.4
0.3

3.7

5.9

0.4
0.9
4.4

5.6

3.3

4.5

3.1
0.3

3.6

8.0

0.3
4.4

5.5

1.0 1.0
2.9

最終処分率（％）

0.4

20072006 2008 2009 2010 2012（年度）2000

29.8

14.5

17.1 17

12.9

7.8

0.3 0.4

0.4

1.1
1.4

0.5

0.1
0.3

3.0

3.0

1.0

※その他
廃プラ
廃酸
紙くず
汚泥

燃えがら

金属くず

20072006 2008 2009 2010 20122000

46
17
25
32
40

74

50

45
16
22
35
35

66

41

50
17

32
33

67

57

（年度）

※その他： 廃油、木くず、ガラスくず、特定有害産業廃棄物など

79

27
43
29
34

108
1

32
19
23
39

45

84
1

27
20
26
38

42

44

84

100

60
65 67 64

68
76

実質生産高原単位（％）

（千t） 321

243

281 284
260

280

24

総発生量
28万t

日本 74％
社会インフラ
48％

家庭電器
11％ 欧州 3％

デジタルプロダクツ
8％

液晶 2％
米州 7％

アジア
7％

その他 5％

半導体
26％

中国 9％

[地域別][事業別]

総発生量
28万t

日本 5％

社会インフラ
80％

欧州
28％

アジア 8％
中国 1％

最終処分量
7.8千t

最終処分量
7.8千t

家庭電器 
1％

液晶
4％

その他 6％

半導体
0％

米州 58％

デジタル
プロダクツ
9％

[事業別] [地域別]
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（株）シグマパワー有明

クリンカ淡水処理システムの導入事例2

　シグマパワー有明三池発電所では、石炭火力発電事業を行っ
ています。従来、発電にともない発生するクリンカ※を海水で移送
していたため、残留塩分が阻害要因となり、セメント原料として利
用できず、埋立処分していました。2009年12月より、クリンカの
移送を淡水で行うシステムが稼動し、年間平均約3,900トンのク
リンカをセメント原料にリサイクルすることが可能になりました。

水資源の有効活用

東芝グループでは、世界的な水不足への対策として自社で

の水使用量削減に努めており、水受入量を2012年度に実

質生産高原単位で10%削減（2000年度基準）することを目

標にしています。2010年度の生産高原単位での水受入量

は71%であり、削減目標9%に対して29%削減しました。また

水受入量は約5,000万m3で、前年度より約40万m3減少し

ました。

事業別にみると半導体事業における受入量が全体の半分

以上を占めているため、主にこの分野における削減の取り組

みを進めています。

具体的には使用量の多い半導体製造拠点における排水

処理回収装置導入による水資源の再利用や、排ガス処理プ

ロセスのドライ化※による水使用量削減を計画的に進めてい

ます。

また地域別にみると日本における水受入量が約9割を占め

ていますが、水資源がより不足している地域においては個別

に目標を設定し、受入量の削減を確実に進めていきます。

※PFC（PerFluoro Compounds）排ガスの分解処理において、従来のPFC分解後のふっ
素成分を水に溶かして処理する湿式法から、カルシウム材によりふっ素成分を吸着処理
する乾式法に変更することにより処理用水を不要とするもの。

東芝グループ全体の2010年度廃棄物最終処分量は

7,800トンと、2009年度の12,900トンから大きく改善しまし

た。また、最終処分率も2.8%と、2009年度から大きく改善し

ました。これは、発電事業を行うグループ会社からの廃棄物とし

て埋立処分されていた燃えがらを、セメント材料にリサイクルで

きるように改良した処理システムが2009年12月から稼動した

効果が表れたものです。分別の徹底やリサイクル用途の開拓

をさらに進めていきます。

●リサイクルの推進
東芝グループの2010年度リサイクル実績は2009年度よ

り2万トン増加し、24万5千トンでした。廃棄物総発生量の

88%が資源として有効活用されました。主なものは金属くず、

燃えがらで、リサイクル総量の93%をマテリアルリサイクル（製

品材料への再資源化）に、残りの7%をサーマルリサイクル

（熱回収）として有効に活用しました。今後もリサイクル総量を

増やすとともに、マテリアルリサイクル割合の拡大など、より質

の高いリサイクルをめざしていきます。

■ リサイクル量の内訳（2010年度）

■ 水受入量と生産高原単位の推移

■ 水受入量の内訳（2010年度）

リサイクル量
24万
5千t

その他 12％

サーマル 7％

廃プラ 4％

廃酸 9％

汚泥 9％
燃えがら
23％

金属くず
27％

紙くず 9％

■ クリンカ淡水処理システムの概要

冷却水ポンプ（淡水）

灰処理ポンプ（淡水）

沈殿槽

（沈殿槽より）

クリンカホッパ

（クリンカ捕集）

（脱水用）（逆洗用）

脱水槽

ジェットポンプ

社会インフラ
11％

アジア 6％
中国 4％

水受入量
49,765
千m3

水受入量
49,765
千m3

家庭電器 7％

液晶
12％

その他 5％

半導体
58％

米州 2％

欧州 1％
デジタル
プロダクツ
 7％

日本 87％

[地域別][事業別]

20072006 2008 2009 2010 2012（年度）2000

100

74 68 70 70 71

90

56,071 52,629 51,423 51,877 50,180 49,765

実質生産高原単位（2000年度比）（％）

水受入量
（千m3）

※ボイラ内での燃焼によって生じた灰の粒子が溶融固化し、ボイラ底部に落下した灰。
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Green of
Process モノづくりの環境配慮

化学物質の管理
東芝グループでは、事業活動のプロセスのなかで、化学物質の適切な管理に取り組んでいます。
使用物質の代替化やプロセス改善などにより、排出量を削減していきます。

排出量の削減

「削減対象物質」については、環境に直接及ぼす影響が大き

い排出量の削減に努めています。事業別の排出量は、半導体・家

庭電器・社会インフラ分野で9割以上を占め、地域別では7割が日

本からのものです。2010年度は、排出量で上位の洗浄溶剤に含

まれる物質への対策に重点的に取り組み、洗浄工程での使用物

質の代替化や回収再生装置の導入、プロセスの改善などを進め

ました。しかし、景気悪化の影響で2009年度に大きな設備投資が

東芝家電製造タイ社

プロセス改善による
メタノール排出量の削減事例

　冷蔵庫の製造工程では、清掃などでメタノールを使用しています。し
かし、多くの量が大気へ排出されていたため、削減対策を継続して行っ
てきました。2009年度には中性洗剤への代替化を行い、6t/年の削減
を行うことができました。しかし、冷蔵庫の断熱材の注入工程での断熱
材の漏れの清掃については、清掃性の問題で代替化ができませんでし
た。2010年度はこの箇所について、根本原因である“漏れ”をなくすた
めに、設計・製造部門と連携し、漏れ箇所の分析を行いました。これによ
り、金型の改善、シール留めなどを図り、メタノールの使用量を格段に
減らし、排出量を削減できました。（16.0t/年→3.7t/年）

管理ランクに基づいた化学物質管理

東芝グループは、化学物質を禁止/削減/管理の3つに区

分して、それぞれ化学物質管理規程にしたがった管理を実施

しています。その基盤となる物質ランクと管理区分の関係を下

図に示します。物質ランクは、約2,000種の化学物質を環境

関連法令による規制レベルや発がん性データなどを基準に、

ハザードレベルをA、B、Cの3つのランクに分けたものです。こ

の物質ランクと暴露に相当する排出量を掛けあわせ、物質ご

とのリスクを判定して、禁止/削減/管理の管理区分を決めて

います。

■ PRTRマテリアルバランス
東芝グループにおけるPRTR法に基づいたマテリアル総計の
バランスを示します（詳細は、ホームページをご覧ください）。
http://www.toshiba.co.jp/env/jp/industry/prtr_j.htm

■ 削減対象物質の排出量（推移）

■ 削減対象物質の排出量（内訳）（2010年度）

■ 削減対象物質の排出量（上位5種）（2010年度）

■ 物質ランクと管理区分

• 石綿
• ポリ塩化ビフェニル
• CFC類、ハロン類
• 四塩化炭素
• 1,1,1-トリクロロエタン
• テトラクロロエチレン
• トリクロロエチレン
• ベンゼン
• ジクロロベンゼン
• ジクロロメタン
などの58種

一定量以上の
排出量か？

約2,000種の化学物質

対象100物質

東芝の
方針による
東芝の
方針による

Risk=Hazard×Exposure

禁止物質

• 酢酸ブチル
• 酢酸エチル
• イソプロピルアルコール
• キシレン
• プロピレングリコール
モノメチルエーテル
• メチルアルコール
• トルエン
• ふっ化水素および
その水溶性塩
• アセトン
• シクロヘキサノン
などの53種

排出量に応じて
• 排出量管理
• 使用量管理
• 使用有無管理

YES
QR

削減物質

管理物質

排出量
暴露量に相当

物質ランク※
ハザードに相当

※物質ランク
・Aランク： 法令等で製造/使用禁止など
・Bランク： 法令で基準値、
 量的届出義務または発がん性1～2
・Cランク： 比較的制限がない
 法令記載物質または発がん性3

Cランク

Bランク

Aランク

● 消費量:「PRTR対象物質」が反応により他物質に変化したり、製品に含有もしくは
同伴されて場外に持ち出される量をいいます。

● 除去処理量:「PRTR対象物質」が場内で焼却、中和、分解、反応処理などにより他
物質に変化した量をいいます。

● 事業所内への埋め立て（安定型、管理型、遮断型）は排出量になります。公共用下
水道への排出は、移動量に区分されます。

● 移動量とリサイクル量の差は、有価か無価で決まります。したがって、リサイクル目的で
あってもお金を払って処理をお願いしている場合は廃棄物としての移動量になります。

排出量
1,999t

排出量
1,999t

半導体
45％

日本
72％

社会インフラ
23％

液晶 2％

欧州 5％

アジア 7％

米州
7％

家庭電器
24％

デジタルプロダクツ
5％

その他
1％

中国
9％

[事業別] [地域別]

479

357

222

152

124

シクロヘキサノン

酢酸ブチル

イソプロピルアルコール
プロピレングリコール
モノメチルエーテル

※キシレン

（t）

※PRTR対象物質取扱量
16,525t

消費量
10,722t

移動量
576t

下水への
排出量
9t

廃棄物としての
移動量
567t

水域
排出量
68t

除去処理量
4,281t

リサイクル量
606t

排出量
341t

大気排出量
274t

545

1,846PRTR対象外
物質（t/年）

PRTR対象
物質（t/年）

20072006 2008 2009 2010 2012（年度）2000

100

8685
78

70 71

46

938
484 409 321 341

1,285

1,858
1,932

1,774 1,630 1,658

6468
58

55 57

割合（％）

実質生産高原単位
（2000年度比）（％）
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実施できなかったことにより、2000年度比で排出量29%削減とな

り当該年度目標を達成することはできませんでした。2011年度以

降は入口での対策として物質の代替化、プロセス変更を行い、出

口での対策として除害装置の導入を順次進めていく計画です。

一方、取扱量を見ると、半導体と社会インフラ分野で8割以上

を占め、化学反応や排水処理に使用される物質が上位となって

います。PRTR対象物質のマテリアルバランスは、中和・吸着な

どにより除去される量が26%、製品にともなって消費される量が

65%と大半を占め、大気・水域へは全体の約2%のみが排出さ

れています。今後も、使用の状況を把握・管理していきます。

大気・水環境負荷物質の管理

大気汚染の主な原因となるSOx（硫黄酸化物）・NOx（窒

素酸化物）や水質汚染物質の排出量を把握し、排出量の適

正な管理に取り組んでいます。事業場ごとに自主基準値を設

定して規制濃度を遵守していますが、総量は生産量の増減な

どにともない変動しています。

また、事業所の排水について、欧米では生物指標を用いた

環境影響リスク評価法（WET※手法）がすでに行われていま

す。日本国内の事業所でも、排水管理の新たな指標として検

討を開始しています（詳細はP16へ）。

オゾン層破壊物質の管理

従来、オゾン層破壊物質のフロンやトリクロロエタンなどを、

部品洗浄、半導体のドライエッチング、冷蔵庫の冷媒、断熱材

の発泡に使用していました。このうち特定フロンは1993年に

洗浄用を、1995年に製品封入用を全廃しました。

一方、フロンやハロンを封入した空調設備や消火設備など

は、フロンを使用している旨の表示シールを貼って管理し、使

用停止時には適正に回収・処理を行っています。現在使用し

ているのは空調機器関連設備1,950台、消火器・施設

1,149台で、封入量は特定フロン12トン、ハロン36トンです。

データ捕捉率の向上により、保有量は増加していますが、適

正処理を実施しています。

■ 削減対象物質の取扱量（推移）

■ 特定フロン/ハロン封入量推移

■ 削減対象物質の取扱量（内訳）（2010年度）

■ 削減対象物質の取扱量（上位5種）（2010年度）

冷蔵庫

※Whole Effl  uent Toxicity

取扱量
74,934t

半導体 64％

取扱量
74,934t

日本 70％

中国 2％アジア 5％

欧州 4％

米州
19％

社会インフラ
25％

液晶 3％
家庭電器 7％
デジタルプロダクツ 1％

その他
0％

[事業別] [地域別]

26,685

13,961

5,879

4,961

3,689

硫酸

※PRTR対象物質

塩化水素
※ふっ化水素および

その水溶性塩

メチレンビス（４，１－フェニレン）
＝ジイソシアネート

（t）

シクロヘキサノン

2010
3.7

2006

19.5

2007

25.7

2008

23.2

2009

16.0

（年度）

メタノールの
排出量（t）

中性洗剤へ
の代替化

プロセス変更
（金型変更、シール追加）

100

81 7878 77
82

実質生産高原単位
（2000年度比）（％）

PRTR対象物質
（t/年）

PRTR対象外物質
（t/年）

2000

44,848

27,655

20072006

60,510

18,420

2008

59,260

16,436

2009

55,054

16,146

2010

58,408

16,525

（年度）

52763

18,700

漏れ発生 漏れ無し 漏れ発生 漏れ無し

改善前 改善後 改善前 改善後

大気汚染防止法に基づき、各々の濃度
と排気量を乗じ負荷量として算出

2007 2008 2009 2010（年度）2006
※2007年度からシグマパワー有明、シグマパワー土浦を含めています。

ばいじん

窒素酸化物

66

硫黄酸化物
（t）

122
102

86

2,366

3,269
2,829560

748
633

1,023
447

（t）

水質汚濁防止法に基づき、各々の濃度と　
排水量を乗じ負荷量として算出

2007 2008 2009 2010（年度）2006

その他

N-ヘキサン抽出
物、フェノール類、
銅、亜鉛、溶解性
鉄、溶解性マンガ
ン、総クロム、全リ
ン、ニッケル

90
89

86
浮遊
物質

全窒素

化学的
酸素
要求量

731

407
714259

273219

1,6641,664
1,8171,817

260
740

1,7811,781 1,6461,646

229
812
209

73

48

150

4,005

1,908

■ 水環境負荷の推移■ 大気環境負荷の推移

特定フロン封入量
（t）

ハロン封入量
（t）

2007 2008 2009 2010（年度）2006

36

12

36

22

35

21

31

16

31

14

■ 洗浄に使用していたメタノールの
   排出量推移

26東芝グループ 環境レポート2011

ハ
イ
ラ
イ
ト

G
reen M

anagem
ent

G
reen of P

rocess
G
reen of P

roduct
G
reen by T

echnology



Green of
Process モノづくりの環境配慮

環境リスクへの対応
事業場などにおける土壌・地下水汚染について把握し、浄化を推進しています。化学物質による汚染の未然防
止、PCB含有機器類などの環境債務の把握と計画的処理を基本方針として取り組んでいます。

土壌・地下水の浄化

東芝グループでは、事業場などにおける土壌・地下水汚染

の現状を把握し、浄化に取り組んでいます。また化学物質によ

る汚染の未然防止とリスク低減のため、環境関連設備の安

全対策も進めています。全拠点の一斉調査で汚染が確認さ

れた17ヵ所で、揮発性有機化合物（VOC）による汚染を浄化

し継続的にモニタリングしています。主に揚水工法による地下

水中のVOCの回収・浄化を行っています。

揚水工法による浄化は高濃度部を中心に実施しています

が、浄化の進行により濃度が低下した場合は相対的に高濃度

となった部分の揚水を強化するなどの施策により、VOC回収

量を1,000kg/年以上に維持する計画です。2010年度は約

1,300kgを回収しました。前年度より回収量は若干減少してい

ますが、これは浄化にともなうVOC濃度低下により同一揚水

量での回収量が徐々に低減してくることによるものです。今後

も世の中の浄化技術の進捗動向をふまえた適切な方法によっ

て浄化を進めていくとともに、浄化施設の見学会など、自治体

や近隣の皆様とのコミュニケーションに努めていきます。

（株）東芝　姫路工場

環境対策事例1

　（株）東芝 姫路工場では、構内製造部門の終息を契機とし
て2009年5月から自主土壌調査を行い、その結果をふまえ
2010年4月から土壌対策工事（揮発性有機化合物、重金属）を
所管行政と連携をとりながら実施しています。

2010

1,330

2006

1,128

2007

1,300 

2008

1,480

2009

1,600

（年度）

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）
回収量（ｋｇ）

※1 浄化方法 …………… A: 地下水揚水　B: 土壌ガス吸引法　C: 還元分解法（鉄粉法）　D: 酸化分解法　E:遮水壁囲い　F: 土壌掘削除去　G: バイオ活性法
※2 回収量 ……………… 2010年4月から2011年3月までの回収量    
※3 モニタリング ………… 対策工事または浄化が完了し、経過確認のためのモニタリング    

■ 土壌・地下水における揮発性有機化合物の浄化状況

■ 揮発性有機化合物（VOC）回収量の推移（上記17ヵ所）

サイト名 所在地 浄化状況 浄化方法※1 回収量※2（kg）

（株）東芝　深谷事業所 埼玉県深谷市 モニタリング※3中 A -

東芝機器（株） 群馬県前橋市 モニタリング中 D,F -

アジアエレクトロニクス（株）横浜事業所跡地 神奈川県横浜市 モニタリング中 A,E,G -

（株）東芝　小向工場 神奈川県川崎市 浄化継続 A,G 94.4 

（株）東芝　マイクロエレクトロニクスセンター 神奈川県川崎市 浄化継続 A 11.5 

（株）東芝　姫路半導体工場 兵庫県揖保郡太子町
モニタリング中（北地区） D,F,G -

浄化継続 A 278.2 

（株）東芝　姫路工場 兵庫県姫路市 浄化対策工事中 C,E,F -

（株）東芝　大分工場 大分県大分市 浄化継続 A 1.1 

東芝キヤリア（株）　富士事業所 静岡県富士市 浄化継続 A,B 267.3 

東芝キヤリア（株）　津山事業所 岡山県津山市 浄化継続 A,B 2.0 

東芝コンポーネンツ（株）　横浜工場跡地 神奈川県横浜市 浄化継続 A 0.2 

川俣精機（株） 福島県伊達郡川俣町 浄化継続 A 0.1 

北芝電機（株） 福島県福島市 浄化継続 A 0.3 

東芝照明プレシジョン（株）　川崎工場跡地 神奈川県川崎市 モニタリング中 A,B,F -

東芝ライテック（株）　岩瀬工場跡地 茨城県桜川市 浄化継続 A 0.1 

（株）LDF　茨城工場 茨城県常総市 モニタリング中 A -

東芝コンポーネンツ（株）　君津事業所 千葉県君津市 浄化継続 A,B 674.8 
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環境債務の把握

PCB特別措置法の施行により、PCB廃棄物の保管者は

2016年7月までにPCB廃棄物を適正に処分することが義務

づけられています。2011年3月時点において、東芝グループ

はPCB無害化処理委託費用として約92億円の環境負債を

計上しています。これは全国の事業場で保管・管理されている

PCBを含んだ製品などの処理に関するものです。また（株）東

芝の連結子会社であるウェスチングハウス社グループは、汚

染物質の排出、有害廃棄物の処理、ならびに環境汚染につ

ながるその他の活動に関する、アメリカの連邦法、州法、その

他各地域の法律を遵守しています。これらは、これまでおよび

今後とも東芝グループに影響を及ぼすものであると推測されま

すが、法律、規制の状況、汚染除去を行うサイトの特定、廃棄

物処理能力などが不確実なため、将来にわたって最終的にか

かる費用およびその期間を正確に見積もることは困難です。

そのうち2011年3月時点において合理的に見積もることがで

きる損失として約66億円の環境負債を計上しています。負債

額は、アセスメントや浄化活動の進展、技術革新、法律上の

新たな要請により修正されます。これらは東芝グループの財務

情勢および経営成績に重大な影響を及ぼすものではありませ

んが、今後も適正に把握ならびに開示していきます。

有価証券報告書などの情報

http://www.toshiba.co.jp/about/ir/jp/library/sr/sr2010.htm

PCBの保管・管理

PCB使用機器の製造が中止になった1972年以降、廃棄

物処理法やPCB特別措置法に基づいて厳重に保管・管理・

届出を行っています。所定の保管基準に加え、防液堤や二重

容器の設置などで万全を期して保管しています。

安全かつできるだけ早く処理することをめざし、2005年度よ

りPCB広域処理事業を行う日本環境安全事業（株）へ、グ

ループ会社も合わせ変圧器・コンデンサー約7,400台の早期

登録を実施しました。2010年度は変圧器・大型コンデンサー

約230台を処理しました。今後も同社の処理計画をふまえな

がら、適切に処理を行っていきます。

汚染の未然防止・リスク低減

化学物質による汚染の未然防止・リスク低減に向け、排水

処理施設など8種類の環境関連施設において独自の漏洩防

止のガイドライン「環境構造物指針」を定め、海外拠点も含め

継続的改善を進めています。2010年度には東芝の本体全

拠点で準拠率98.7%、国内グループ会社全拠点で準拠率

91.7%を達成しました。

海外でも事業立地や再配置などの際には土地の使用履歴

や汚染調査を行い、汚染リスクを評価しています。評価は各国

の法令に基づいて行い、法令の規定がない国では、東芝の厳

しい独自基準を適用しています。

環境関連施設での漏洩防止策事例2

■ 環境構造物指針準拠率（2010年度）

日本環境安全事業（株）へのPCB機器搬出

薬品倉庫外観

排水処理施設まわり

薬品倉庫内部

換気設備

防液堤

配管二重化

100

80

60

40

20

0

100

80

60

40

20

0

貯油施設

めっき施設

排水処理施設

配管

薬品倉庫

廃棄物置き場

スクラバー

防液堤・受け皿など 東芝本体（平均98.7％）

海外グループ会社
（平均76.3％）

国内グループ会社
（平均91.7％）

東芝本体
国内グループ会社
海外グループ会社

耐薬品処理による
地下浸透防止
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Green of
Process モノづくりの環境配慮

使用済み製品のリサイクル
東芝グループでは、使用済み製品のリサイクルによる再資源化の拡大をグローバルに推進。
国内でも廃家電・廃パソコンなどのリサイクルを中心に、積極的な再資源化を進めています。

グローバルで使用済み製品を再資源化

東芝グループでは、資源の有効活用と有害物質の適正処

理を図るため、世界各国・地域のリサイクル規制に従い、お客

様が使用を終えた製品についても、回収とリサイクルを推進し

ています。各国スキームに合わせた回収・リサイクルコストの最

小化のために、2012年に使用済み製品再資源化量を2001

年度比180%に拡大することを目標に活動を進めています。

国内では、家電リサイクル法や資源有効利用促進法などの適

用対象製品だけではなく、医用機器、昇降機、MFP/POSシ

ステムなどについても独自回収スキームを構築しています。欧

州WEEE指令※1や米国各州法への適切な対応を行うととも

に、法制化済みの中国や、今後法制化が見込まれるアジア・

オセアニア、中南米地域でのリサイクル関連法についても適

切に対応するよう準備を進めています。2010年度は、国内外

で約166千トンの製品を回収し、約130千トンを再資源化しま

した。2010年度の目標※2に対しては、国内でのエコポイント

制度による廃家電4製品や欧米での使用済み製品の回収量

増加により、283%と目標を大幅に達成しました。今後も東芝

グループ各製品の回収量・リサイクル量の拡大、海外拠点に

おける回収スキーム構築を継続拡大していきます。　

地域別の再資源化量は、家電4品目を中心に全体の約

86%を国内で占めています。次いで欧州では、TV・PC・MFP・

医用機器、米州ではTV・

PCなどを回収・リサイクルし

ています。中国、アジア地域

での回収量の確保が今後

の課題です。

■ 各地域の再資源化量（2010年度）

■ 使用済み製品の再資源化量の推移（グローバル）

■ 使用済み製品の再資源化量の内訳（2010年度）

※1 WEEE指令：廃電気、電子製品（Waste Electrical and Electronic Equipment Directive）に関する欧州連合（EU）の指令
※2 2001年度基準で再資源化重量を160％に拡大
※3 MRM ： Electronic Manufacturers Recycling Management Company, LLC、2007年9月にパナソニック（株）、シャープ（株）
 との共同出資により設立したリサイクル管理会社 http://www.mrmrecycling.com/

● 欧州：13千ｔ
欧州WEEE指令に基づき、欧州各国で回収・リサイクルを
実施しています。

● 米州：5.5千ｔ
リサイクル会社MRM※3を通じ、TV、パソコンなどの回収・リサイクルを
実施しています。● アジア・オセアニア：0.1千ｔ

パソコンは、リサイクルプログラムをグローバルで展開して
おり、シンガポール、オーストラリア、ニュージーランドなど
アジア・オセアニア諸国においても自主リサイクルに取り
組んでいます。

● 日本：111千ｔ
家電４製品、パソコンのほか、業務用機器についても回収・リサイクルを実施しています。

再資源化量
5.5千t

テレビ
4.0千t

パソコン
1.1千t

医用機器
0.1千t

業務用機器
0.3千t

再資源化量
13千t

テレビ
11.0千t

パソコン
1.0千t

医用機器
0.2千t

業務用機器
0.8千t

再資源化量
111千t

テレビ
44.2千t

洗濯機
17.4千t

エアコン
11.9千t

パソコン
0.1千t

医用機器
4.8千t

冷蔵庫
23.9千t

業務用機器
8.8千t

再資源化量
0.1千t

パソコン
0.1千t

医用機器
0.01千t

再資源化量
130千t

欧州
10.0％

米州 4.2％
アジア・
オセアニア
0.1％

日本
85.7％

[地域別]

3.7
5.9

7.2

2.3

2.2

1.1
0.9

0

パソコン
医用機器
エアコン
業務用機器
洗濯機・衣類乾燥機

冷蔵庫・冷凍庫

テレビ
（千t）

2009 2010 2012（年度）200820072001

129.7

11.8

7.8
9.8
14.5

17.4

23.6

8.2
8.6
16.0

19.8

40.0
9.6

7.2
8.9

17.1

17.5

6.9
12.3

9.8

17.4

23.8

59.2

99.4

79.2
71.2

45.8

100

155
173

217

283

180
再資源化量拡大率（％）

14.5

4.9
4.7

4.4

5.0
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国内での使用済み製品再資源化

国内における使用済み家電製品は家電リサイクル法、資源

有効利用促進法に基づき、回収・リサイクルを実施しています。

2010年度の家電4品目の引き取り回収台数は約364万

台で、お客様をはじめとする関係者の皆様のご理解とご協力

による回収量の増加に加え、エコポイント制度の影響により

大幅に増加（対前年比141%）しました。東芝グループの引き

取り回収台数は、国内引き取り回収台数の約13%にあたりま

す。なお、東日本大震災では、家電4製品の処理などを委託し

ている指定引取場所、リサイクルプラントなどで被害が発生し

ましたが、地震直後より支援を行い、緊急対応、安定稼動を図

りました。

事業系・家庭系の使用済みパソコンでは、対前年度比

122%増の3.3万台を回収・リサイクルしました。

リサイクル技術の開発・適用

東芝グループでは、有害物質の適正処理や鉄・銅・アルミニ

ウム・プラスチックなど有価物の効率的な回収・リサイクルを進

めるため、リサイクル技術の開発・適用に取り組んでいます。

■ 家電4品目およびパソコンの引き取り回収台数推移（国内）

■ 家電4品目およびパソコンの再資源化率の推移（国内）

西日本家電リサイクル（株）

（株）テルム

薄型TVリサイクルの効率化事例1

使用済み製品のリサイクル量拡大事例2

　薄型TVを解体ラインに投入する際に、移載装置や作業者支援
用の反転装置、分離装置を組み込んだ作業台を導入するなど、
作業者の負担を軽減し、安全で効率的な解体・リサイクルが行え
るよう開発を進めています。また、バックライトとして使用してい
るCCFL※に含有している水銀は、飛散対策を行うとともに水銀
吸着装置により、確実に回収し、適正処理を行っています。

　全国規模のネットワーク（21事業所・3営業所・2関係会社）を
構築し、使用済み機器・パソコン・OA機器などを解体・破砕・分
別する中間処理量の拡大を通じて資源有効活用に貢献してい
ます。また、薄型TVを効率的にリサイクルするためのラインの
構築に取り組んでいます。

大型TV反転装置

解体・計量作業エリア

大型破砕機 選別ライン 廃電線処理ライン 回収銅 被覆材

姫路事業所
姫路リサイクルセンター

● 営業所
● 事業拠点
■ 関係会社小型破砕機

リサイクルセンター増設※
によるリサイクル量の拡大

解体・分別プロセスの
機械化

廃電線から分離した被覆材
の資源利用方法の開発検証

※2010年11月に姫路
リサイクルセンター
を新設

入舟事業所
商品リサイクルセンター

廃電線

※Cold Cathode Fluorescent Lamp : 冷陰極蛍光ランプ

57

エアコン

パソコン

洗濯機・
衣類乾燥機

冷蔵庫・冷凍庫
ブラウン管TV

液晶TV

2009 2010 （年度）200820072001

（％）

66
69

68

84

78
74

60

69

84

81 81

71

80

64

84

79

69

86
84

62

83

78

69

56

63

パソコン
エアコン

洗濯機・衣類乾燥機

冷蔵庫・冷凍庫

ブラウン管TV

（千台）

液晶TV

2009 2010（年度）200820072001

33

27

2625
176

281

507

2,198415
355
399

551
200

403

544

533
213

404

654

592
232

443

1,294

19

50

610
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製品の
環境配慮

Green
ofProduct

Chapter3

2010年度の活動ダイジェスト

※1 ECP(Environmentally Conscious Products:環境調和型製品)とは、材料調達・
製造・流通・使用・廃棄・リサイクルといった製品ライフサイクルの全ての段階で、環境
に配慮された製品のことを指します。

※2 地球温暖化防止・資源有効活用・化学物質管理

31 東芝グループ 環境レポート2011

Green of Productの取り組み

エクセレントECP創出

製品の地球温暖化防止

製品の資源有効活用

製品含有化学物質管理

P31

P33

P37

P39

P41

環境性能No.1を追求  
●ecoターゲットで環境性能を追求

環境調和型製品の売上高比率
●目標60%に対し、70%で達成

製品の環境効率向上
●目標2.2に対し、2.44で達成

16製品をエクセレントECPに認定
超音波診断システム、ノートPC、二次電池SCiBTMの
3製品で環境に関わる表彰受賞

グローバルなエコプロダクツの提供で
CO2排出抑制を推進
●400万トン削減で目標を未達成
●グローバルにCO2排出量を抑制

ライフサイクル全体で3Rを推進
●年間約900トンの再生プラスチックを利用

製品含有化学物質の管理徹底
全廃/削減/代替化を推進
●15特定化学物質の全廃目標100%を達成
●PVC、BFRの削減を推進

環境性能No.1を追求し
ECP（環境調和型製品）の
普及拡大をめざしています。

開発するすべての製品で
環境性能No.1を追求していきます
先進国を中心に省エネルギーへの取り組みが進む一方

で、新興国では経済成長にともない、家電製品やデジタル機

器の普及が進み、エネルギーや資源の消費による環境負荷

の増大が懸念されています。便利で快適な暮らしと環境負荷

の低減を両立させていくことは、メーカーが取り組むべき重要

な責務です。

東芝グループでは、あらゆる製品について環境性能を徹底

的に追求し、開発するすべての製品で「環境性能No.1」をめ

ざしています。その結果、発売（または公表）時点で環境性能

No.1である商品を「エクセレントECP」として、2010年度は

16製品を認定しました（詳細はP33へ）。

Green of Productの取り組み
Green of Product とは、製品の環境配慮を進める活動

全般のことです。Green of Productを推進するため、以下の

手順で活動しています。

まず、事業戦略から商品企画の段階で、環境性能がNo.1

となる目標をecoターゲットとして設定し、製品開発を進めま

す。次に開発・設計段階では、法令遵守事項を確認するととも

に、製品ライフサイクルの各段階においてECP※1の3要素※2

を考慮したECP基準（=東芝環境品質）を満たすことを確認し

ます。製品承認段階ではecoターゲットの達成状況やECP基

準の適合を確認し、製品リリース時に環境性能No.1を達成し

ている製品をエクセレントECPとして認定します。
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地球温暖化
の防止

資源の
有効活用 化学物質

の管理

東芝の環境品質（例）

エクセレントECP

環境性能
No.1製品の
創出

主要環境性能 No.1

高い環境性能
東芝環境品質
の底上げ

ECP

●消費電力
●待機電力
●省エネモード

●消費電力表示
●出荷時モード

●原材料削減、
  再生材利用
●梱包材削減
●易分解性
●消耗品削減
●アップグレード、
  長寿命

●特定有害物質削減
●グリーン調達
●化学物質の情報伝達
●各国規制物質対応

「ecoターゲット」を達成

ＥＣＰ基準をクリア 

製品ライフサイクル
を考慮

ライフサイクル
情報管理体制
の構築

■ Green of Productの基本方針

■ Green of Productの活動体系

技術動向・他社動
向を想定し、製品を
リリースする時点
で業界トップの環
境性能を開発目標
「ecoターゲット」と
して設定

環境性能の開示

ＥＣＰの環境配慮事項から
特定の環境側面を個別表示

環境ラベル
（第三者認証）

EnergyStar、EUフラワー、
十環ラベル（中国）、
エコリーフ（日本）etc.

他社ベンチマーク

ecoターゲット

顧客要求QFD

ＬＣＡ

環境効率・
ファクター

グリーン調達

情報開示・環境訴求

“Imagination”を発揮

“Integrity”の追求

デ
ー
タ
更
新

「ecoターゲット」達成状況・
ECP基準適合を確認

製品ライフサイクルの
各段階においてＥＣＰ
の３側面を網羅する東
芝環境品質を確保
・法的遵守事項を確認

ECP基準
・東芝環境品質
・製品環境アセスメント

事業
戦略

商品
企画

開発・
設計

製造・
出荷

次期開発機種に
フィードバック
・LCAに基づく
環境影響
・ベンチマーク
結果および開
発のスペックの
レビュー

エクセレント
ECP

主要環境性能が業界トップ

“Innovation”
の創出

法規制遵守事項

製品承認

（25製品）

エクセレントECPの創出件数
〈（　）内は目標〉

2製品
5製品

13製品
16製品

（20製品）

ECP基準に
適合した製品
製品環境アセスメント基準を

満たした製品

環
境
配
慮
度
合
い

65% 70% （70%） （80%）

ECPの売上高比率
〈（　）内は目標〉

（年度）2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

27%27%27%27% 31％ 43％

製品の環境効率 製品の環境影響
製品の価値

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 20122000 （年度）

1.56

1.48

1.68

1.6

1.9

1.74
1.88

2.03
2.38

2.20実績

※未算出の製品は1として計上

計画2.44

2.55

1.00

2.05 2.13

2010年度実績
2.44倍（対2000年度）

2012年度目標
2.55倍（対2000年度）

ハ
イ
ラ
イ
ト

32東芝グループ 環境レポート2011

G
reen M

anagem
ent

G
reen of P

rocess
G
reen of P

roduct
G
reen by T

echnology

エクセレントECP/ECPの
創出目標と実績
第4次環境アクションプランでは、環境調和型製品の売上

高比率を指標に製品全体の環境品質の底上げを行い、エク

セレントECPの創出件数を指標に環境性能No.1製品の創

出に取り組んでいます。2010年度の実績は、環境調和型製

品の売上高比率が目標の60%に対して70%、エクセレント

ECPの創出は目標の15製品を上回る16製品を提供すること

ができました（詳細はP33へ）。

製品の環境効率を
2012年度に2.55倍に
東芝グループでは製品の環境効率（詳細はP43へ）を重要

な指標と位置づけてECPの創出活動を推進しています。製品

の環境効率を2012年度には基準年である2000年度と比べ

2.55倍にすることを目標としています。2010年度では、東芝

グループの全製品の90%に対してファクター（環境効率の向

上度）の算出を実施しました。製品の価値を高め、環境影響の

低減に取り組むことで、目標値の2.2に対して2.44と大きく上

回ることができました。



Green of
Product 製品の環境配慮

エクセレントECP

ファクター

4.73 3.85 1.23
価値ファクター 環境影響低減

ファクター超音波診断システム
AplioTM MX （2009年10月発売） 比較製品 : 2001年度自社同等製品

環境負荷低減と高画質/
高診断能力の両立を実現

主な特徴 環境性能
●コンパクトなボディに多彩で先進的な　
　臨床アプリケーションを搭載
・ リアルタイム高分解能4D機能
・ マルチビューイング機能/
 乳腺の腫瘍鑑別機能　ほか

●基本性能のさらなる追求
・ ソフトウェアでの機能実現による専用
 基板の削減
・ 高集積度化、低電圧化によるシステム
 効率向上
・ プローブ素子感度、帯域の改善
・ 装置操作性の改善　ほか

●省エネ
・ 消費電力35%削減
・ モーダルシフト（エコレールマーク取得済み）
適用拡大 

●省資源
・ 製品質量32%削減、製品体積50%削減
・ 包装材（段ボール）を30%削減
●化学物質管理
・ 検査者が触れる可能性がある外装カバー
や超音波プローブホルダからPVCを全廃

第7回エコプロダクツ大賞(エコプロダクツ部門）
エコプロダクツ大賞推進協議会会長賞（優秀賞） 受賞

環境配慮設計を取り入れた医療機器として先駆的な事例であり、
ライフサイクルにわたる総合的な環境配慮が評価されました

2010年度エクセレントECP認定製品

業界トップの環境性能を有するECPは、「エクセレントECP」（詳しくはP32へ）に認定しています。2007年度に2製品、2008年

度に5製品、2009年度には13製品、2010年度には16製品を認定しました。家庭電器やデジタルプロダクツだけでなく、社会イン

フラ分野においてもエクセレントECP認定製品を拡大していきます。

2007 2008 2009 2010年度

家
庭

ノートPC ノートPC LED電球 ❶モバイル・ノートPC / R730
LED照明 LED電球 液晶テレビ ❷AV・ノートPC / Qosmio V65

液晶テレビ 洗濯乾燥機 ❸ビジネス・ノートPC / Satellite K45
洗濯乾燥機 家庭用エアコン ❹LED電球ミニクリプトン形 / LDA5N-E17

冷蔵庫 ❺液晶テレビ / 47RE1, 55F1, 46F1
磁気ディスク ❻洗濯乾燥機 / TW-Z9100

❼家庭用エアコン / JDRシリーズ
❽2.5型HDD / MK7559GSXP
❾ブルーレイディスクプレーヤー / BDX1100シリーズ

産
業

X線CT LED室内照明 10熱源機 / ユニバーサルスマートX
LED屋外照明 11業務用エアコン / スーパーモジュールマルチi
産業用エアコン 12超音波診断システム / AplioTM MX
業務用エアコン 13オープンショーケース / SF-453DP-LSN-SA

部
品

二次電池 14鉄道車両用永久磁石同期電動機（PMSM）
SSD 15電源用半導体 / TPCA8055-H
X線管 16白色LED / TL19W01-N

2

2

1

0

5

3

4

1 3 4 5

環
境
影
響
低
減
フ
ァ
ク
タ
ー

価値ファクター

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
ファクター

❻

16

❾

10

11❸
15

❶

❺

❼ 12 ❽

❹

14
13

❷

ファクターについての詳細は、P43参照
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ノートPC 

二次電池SCiBTM

高性能と軽量を追求した
環境配慮PC

エネルギーの有効活用、
廃棄物、CO2削減に貢献

ファクター

5.95※1 3.35 1.78
価値ファクター 環境影響低減

ファクター

ファクター

4.63 2.62 1.77
価値ファクター 環境影響低減

ファクター

2009年度認定製品

dynabook R731※2

dynabook Satellite K45（2010年2月発売）

dynabook Qosmio V65（2010年1月発売）

比較製品 : dynabook2650（2000年）

比較製品 : リチウムイオン電池

主な特徴 環境性能
●負極に東芝独自のチタン酸リチウムを採用
・ 高い安全性　　 　　
・ 約5分で容量90%の急速充電
・ 6000回以上充放電ができる長寿命
・ －30℃でも利用できる低温性能

主な特徴 環境性能

●モバイルノートPC（2011年3月発売）
・ 高性能CPU搭載モバイルノートPC
・ 薄肉マグネシウム筺体（0.45mm厚）
・ 省電力で長時間バッテリー駆動

●ビジネスノートPC
・ 高性能、高信頼性 本格ビジネスPC
  （堅牢設計、高性能CPU、SSDモデル）
・ 薄型軽量設計によるモバイル性

●AVノートPC
・ 高精細映像システム搭載
・ 高音質サウンドシステム搭載
・ 1台4役（PC、TV、ブルーレイ、
 サウンドシステム）のAV性能

●外部評価
EPEAT Gold評価（米国モデル）

●省エネ
・ ENERGY STAR適合
 ENERGY STAR基準に対し、TEC値※350%以下の低消費電力
  （R731）
・ EU ErP指令のオフ/待機電力基準を大幅にクリア
 2013年基準（0.5W以下）を達成（R731）
・ TOSHIBA ecoユーティリティ搭載 
●省資源 
・ 堅牢性設計（東芝PCヘルスモニタ、防滴キーボード（V65除く））
・ HDDプロテクション（3次元加速度センサー）
●化学物質管理
・  PC本体のPVCフリー化（R731）

●省資源
・ 従来のリチウムイオン電池と比較して、
3～5倍の長寿命化
メンテナンス回数の削減および廃棄物の
削減に寄与

・ 電池のカスケード利用による新しい循環
型ビジネスモデルの創出

●省エネ
・ 電動バイク、HEV/PHEV、EVなどに搭載さ
れることで、低炭素型社会の実現に貢献

適 用 例

環境効率アワード2010 環境効率アワード特別賞 受賞

第7回LCA日本フォーラム表彰 LCA日本フォーラム会長賞 受賞

製品ラインアップを通じた環境配慮設計の常態化、積極的な環境訴求などが評価されました

長寿命化による廃棄物削減、さまざまなアプリケーションを通じた顧客
価値の創造などにより環境効率が向上している点が評価されました

さらに
アプリケーション
を拡大し、
新しい顧客価値を
創造していきます。

12V 照明用 24V 電動アシスト自転車 電動バイク

ファクター 価値ファクター 環境影響低減ファクター

特に機種名の記載がない場合は全モデル該当

※1 R731の場合
※2 R730の後継モデル
※3 Typical Energy Consumption

電気自動車

i-MiEV「M」 10.5kWh
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Green of
Product 製品の環境配慮

キーテクノロジー

キーテクノロジー

大きな能力を必要とするスタート時やパワフル
運転時は２シリンダーで。小さな能力で運転する
ときは自動で１つが休みます。

視野角１８５°
動作角１40°

【左右の視野範囲】
切替

2シリンダー  パワフル運転 1シリンダー  eco運転

休み

シリンダー

負荷が大きいとき 負荷が小さいとき

エクセレントECP
ファクター

4.55 3.46 1.32
価値ファクター 環境影響低減

ファクター

ファクター

5.25 1.79 2.93
価値ファクター 環境影響低減

ファクター

「大清快」JDRシリーズ（2010年11月発売）

TW-Z9100（2010年9月発売）

比較製品 : RAS-406YDR（2000年）

比較製品 : TW-F70 (2000年)

主な特徴

主な特徴

環境性能

環境性能
●洗浄力
・ 「遠心洗い」により衣類を広げて
高圧ダブルシャワーをあてる

・ 抗菌水で汗や部屋干しのニオイを抑える
●洗濯スピード
・ 9kg洗濯時　約35分
●ピコイオン除菌
・ 洗えないものでも除菌・消臭

●省エネ
・ ヒートポンプ除湿乾燥に加えて、
「遠心乾燥」により衣類を広げることで
さらに効率化

・ 消費電力量730Wh （6kg洗濯+乾燥時）
は業界トップ（発売時点）

●省資源 
・ 「遠心洗い」により水使用量
（9kg洗濯時） 65L
・ ecoモードによる節水
・ 部品点数削減により製品質量80kg

●ピコイオン除菌
・ 除菌、保湿ができる
●ダッシュ暖房
・ 寒い朝でも約1分で40℃温風が出る
●リアルタイムモニター
・ 消費電力や電気代を見える化

●実使用時の省エネ
・ 業界トップクラスのAPF※26.2を達成
・ センサーによる最適運転。通常冷房運転と
比較して、最大で約45%消費電力を低減

・ 涼風運転時の消費電力は扇風機と同等
の45W（1時間約1円）

●化学物質管理
・ ドレンホースのPVCフリー

1. 人感センサー&明かりセンサーによるおまかせ自動運転

1. アクティブ制御システム

2. デュアルコンプレッサー

2. ecoセンサー

最小消費電力
45W

可変磁力モーターによる「高精度布量センサー」
で洗濯物の量に合わせて水量、洗剤量を変更

外気温により水温を予測し、洗濯時間を
コントロール

布の質（綿、化繊などの種類の割合）を
見極め、すすぎに使う水をコントロール

最大で
約7%の
節水

遠心洗い
遠心乾燥
低騒音・低振動
時間短縮

モーターの磁力を変える
「アクティブS-DDモーター」

ドラムの振動を吸収する
サスペンションの硬さを
変える「アクティブサスペ
ンション」（世界初）

「明るさサーチ」センサーで
就寝時の省エネ

※1 発売時点
※2 Annual Performance Factor

「アクティブ人サーチ」センサーで
人を検知、最適運転を実現

洗濯乾燥機 

家庭用エアコン 

世界初・アクティブサスペンション搭載
高い洗浄力と洗濯の短時間化を実現

業界トップクラス※1の省エネ性能
電気代が見えるリアルタイムモニター搭載
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キーテクノロジー

キーテクノロジー

ファクター

4.39 2.04 2.15
価値ファクター 環境影響低減

ファクター

ファクター 価値ファクター 環境影響低減ファクター

ファクター

5.47 2.19 2.49
価値ファクター 環境影響低減

ファクター

ユニバーサルスマートX（2010年8月発売）

永久磁石同期電動機（PMSM※）（2009年量産化） 比較製品 : 自己通風開放型誘導電動機（IM) (2000年)

比較製品 : TAG-C009(2000年)

主な特徴

主な特徴

環境性能

環境性能

●高効率
・ 永久磁石の採用により、
主電動機の効率97%

●低騒音
・ 従来のIMと比べ、騒音レベルを
約12dBA低減

●長期内部清掃レス
・ 全閉構造により内部への塵埃の侵入が
ほとんどなくなり、長期内部清掃レスを実現

●ヒートポンプ範囲の拡大
・ 温水供給、データセンターなどの顕熱冷房、
工場生産プロセス、廃水処理における
温度管理など幅広い範囲で利用可能

●最大4,800馬力
・ モジュールコントローラで最大12連結、
グループコントローラで8セットまで
利用可能（最大96台）

●省エネ
・ 消費電力量約20%低減
 （東京地下鉄（株）様 01系営業線での実測
データ。測定期間:2007年11月18日～
2008年6月30日）

●省資源 
・ 全閉構造からもたらされる、メンテナンス
時本体非分解により、メンテナンス時間
および廃棄物を削減

●省エネ
・ 冷却COP6.3
・ IPLV（期間成績係数※）7.5

●省スペース
・ 前モデル（SFMC)から34%減

1. 永久磁石の採用

1. インバータツインロータリ圧縮機

2. 全閉自冷方式

2. モジュール in モジュール構造

利用可能な用途拡大

内部への塵埃の侵入がほとんどなく、
長期内部清掃レスを実現

通風音が大幅に抑制されるため、
低騒音化を実現

本体を分解することなく、軸受部分のみを
ユニット交換することが可能な構造を実現

回転子に永久磁石を採用
することで回転子バーや
短絡環がなくなり、従来
のIMと比較して発熱量が
少ないことから、冷却フィ
ンや放熱器が不要なシン
プルな構造を実現

1台のモジュールを4つの独立した冷媒回路で構成
一つの回路が停止しても他の回路が高出力運転を行なう

独自技術による大型化、
世界最大容量を実現

－15℃までの低温、25℃
から30℃までの中温域、
55℃の高温域まで運転
範囲の拡大

省メンテナンス
長寿命化

高効率と
リスク分散の両立

インバータツインロータリー圧縮機

新型エバコンノズル
気化熱利用の高効率水噴霧

大口径新型ファンと
高効率DCモータ

プレート式水熱交換器
2個直列接続
水側伝熱性能改善、
大温度差対応

熱源機 

鉄道車両用主電動機

適用範囲を拡大した
空冷ヒートポンプ式熱源機

高効率により消費電力量を大幅に削減
全閉構造により長期内部清掃レスを実現

※PMSM: Permanent Magnet Synchronous Motor

コイル

軸受

シャフト
フレーム

軸受

回転子

固定子鉄心

※部分負荷特性を加味した冷却運転時/50Hzの値
（「ARI550/590-2003」に準拠）
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Green of
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地球温暖化の防止
東芝グループでは、ライフサイクル全体を評価して地球温暖化の防止をめざした開発を行っています。今後もグ
ローバルに省エネ製品を提供し、CO2排出量を抑制することで温暖化防止への貢献に取り組んでいきます。

ライフサイクル全体を考慮したエコプロダクツ
の提供によりCO2排出抑制に貢献

東芝グループでは温暖化防止のために、原材料の調達か

ら製造・流通・使用・廃棄に至るまでのライフサイクル全体を通

して環境負荷の低減を図る環境調和型製品の開発に注力し

ています。

家電製品から発電プラントまで多岐にわたる東芝グループ製

品では、製品ライフサイクルにおけるCO2排出量の内訳はさまざ

まな割合になります。例えば、ノートPCなどのデジタルプロダクツ

では材料調達段階の負荷が大きく、SDメモリカードのような半

導体製品では製造段階の負荷が占める割合が多くなります。一

方で、エネルギー消費量の多い製品や、長期間使用される製品

などは、使用段階の電力消費によるCO2排出量が多くなるた

め、消費電力の削減が最も効果的であることがわかります。

そこで、多様な製品群について適切な評価を行うために、使用

段階だけでなくライフサイクル全体を考慮して、2000年度の製

品から買い替えた場合の1年分の削減効果を試算し、「エコプロ

ダクツによるCO2排出抑制効果」として2008年度から第4次環

境アクションプランに指標を追加し、拡大に取り組んでいます。

2008年度は急激な景気変動の影響を受け、目標を大きく下

回る結果となりましたが、社内に製品温暖化対策推進ワーキング

を設置し、東芝グループ全体で活動を進めてきました。

2010年度は、環境性能No.1製品をめざすための主要環境性

能として温暖化防止に関するecoターゲットを設定して開発を進

め、グローバルに製品を提供していくことで、400万トン-CO2/年の

■ CO2排出抑制量の内訳（2010年度）

■ 東芝グループ製品のライフサイクルにおけるCO2排出割合

CO2
排出抑制量
400
万t-CO2

デジタル
プロダクツ

27％
家庭電器
56％ 電子

デバイス
9％

社会インフラ
8％

[事業別]

2006 2007 2008 2009

340

2012 （年度）2005

377 430 470

300

530 580
730目標値

2010

630

2010年度実績
400万t-CO2

（万t）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

microSDメモリカード
モバイル用液晶モジュール

モバイルノートＰＣ
ハードディスク
気象レーダー
液晶テレビ
ＩＡサーバー
Ｘ線ＣＴ装置
エレベータ

ドラム式洗濯乾燥機
ブルーレイディスクレコーダ

冷蔵庫
カラーMFP

超音波診断装置
POSターミナル

ＬＥＤ電球
変圧器

家庭用エアコン
鉄道車両用モータ

業務用ヒートポンプ給湯器

材料調達リサイクル 製造 流通 使用 廃棄

材料調達時

製造時

使用時

CO2排出抑制効果を生み出すことができました。年度目標に対して

は未達でしたが、前年から50万トン-CO2/年を改善するという計画

を上回る60万トン-CO2/年のCO2排出抑制量の増加と継続的に

改善しています。

今後は、東芝グループ全体でCO2の排出抑制に寄与する

キーファクターの抽出と先進事例や基盤技術の共通化を行っ

て排出抑制量の底上げを行うとともに、大幅に省エネ性能を

向上させたデジタルプロダクツや省エネ効果の大きいLED電

球をはじめとする家庭電器製品をグローバルに展開し、特に需

要が拡大していく新興国市場をターゲットにCO2排出抑制効

果の大きな製品の事業拡大を進めていきます。

ライフサイクル全体を考慮した省エネ配慮設計をいっそう進め

ることで、製品1台あたりの排出抑制効果を高めた省エネNo.1

商品を創出するとともに、より多くのお客様にお使いいただくこと

で、よりいっそう排出抑制効果の拡大に取り組んでいきます。

■ エコプロダクツの提供によるCO2排出抑制量の推移
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グローバルで省エネNo.1製品による
CO2排出抑制効果の拡大を推進

2010年度の製品によるCO2排出抑制効果の約半分は日

本向けの製品ですが、欧州、米州でも液晶テレビ、パソコン、

エアコンなどを中心にCO2排出量の抑制に貢献しています。

新興国などではまだ全体の1割程度の比率ですが、家電製

品やデジタル機器が急速に普及していくなか、省エネ性能の

高い製品を提供することにより、便利で快適な暮らしと地球温

暖化の防止の両立をめざします。

手間いらずで節電、待機電力ゼロW※を実現するecoチップ事例

　使っていない時にACコンセントを抜くと、待機電力がゼロになり、節
電ができます。しかし、例えばテレビでは予約録画ができないなど課題が
ありました。そこで、東芝では待機時にAC電源を切断できる低消費電力
の「ecoチップ」を新規に開発、ACコンセントにつなげたままでもリモコ
ン操作で待機電力ゼロWを可能にしました。テレビ、DVDレコーダなど
待機時消費電力の多い機器の低消費電力化に貢献していきます。

使用段階の環境負荷は地域のエネルギー供給構成などに

よって異なります。地域別のCO2排出量抑制効果を算出する

ために、電力CO2排出量原単位は日本、欧州、米国、アジア、

中国それぞれの地域の平均原単位を用いて算出しています。

その他の地域や部品などの仕向地の特定をしない製品につ

いては、世界平均の値を用いて算出しています。

グローバルに事業を展開していくなか、各地域で省エネ製

品による温暖化防止への貢献に取り組んでいます。

合 計 
400万ｔ-CO2

仕向地の特定を
しない製品（部品など）

60万ｔ-ＣＯ2
（15％)

その他の地域

10万ｔ-ＣＯ2
（3％）

中国

10万ｔ-ＣＯ2
（3％）

アジア

20万ｔ-ＣＯ2
（5％）

欧州

50万ｔ-ＣＯ2
（13％）

日本

220万ｔ-ＣＯ2
（55％）

米国

30万ｔ-ＣＯ2
（8％）

※写真はイメージです。

チップ

通常の視聴時に大容量キャパシターを充電

※大容量キャパシターを充電するときには約5分間0.13Wの電力を消費します。

待機時はリレーでAC電源を切断し、
大容量キャパシターで
低消費電力ecoチップのみを動作

約12時間待機時間が続くと大容量キャパシターを
充電するために電源回路が動作※

ON信号

ON

待機電力ゼロWの仕組み

リレー

ON OFF大容量キャパシター

電源回路 メイン回路

マイクロコンピューターecoチップ

（株）東芝　デジタルプロダクツ&サービス社
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Green of
Product 製品の環境配慮

資源の有効活用
東芝グループは、リデュース、出口循環、入口循環の3つの視点で製品3R、包装3Rを推進していきます。

東芝グループの製品3R※

循環型社会に向けて、製品ライフサイクル全体にわたり、資

源採取を小さく、また廃棄物となる資源も少なくしていくことが

求められます。東芝グループでは、「リデュース」、「出口循環の

高度化」、「入口循環の拡大」の3つの視点で、製品3Rを推

進していきます。また、3R設計とリサイクルシステム設計の両

面から施策を導入し、ライフサイクルでの環境負荷低減をめざ

し推進活動を展開していきます。

「リデュース」は、製品の省資源化（軽量化・小型化など）、

長寿命化（アップグレードやメンテナンスを含む）などにより実

現します。

「出口循環」とは使用済み製品の回収・再資源化と定義し

ます。リユース・リサイクル設計を進めることで、「出口循環」の

向上を図るとともに、使用済み製品のリサイクルシステム設計

をさらに高度化させていきます。

「入口循環」とは循環資源を製品に再利用することを意味し

ます。再生材の使用拡大、植物由来材料の採用拡大、部品リ

ユースの拡大などにより、入口循環率を向上させていきます。

リデュースの取り組み

東芝グループ主要製品を対象に、製品・包装質量および出

荷台数から推定した2010年度投入資源量は77.6万トンとな

りました。また、製品別に想定使用年数前の旧製品との比較

から省資源化の効果を見積りました。この結果、一部の製品

群では大型化や高機能化によって質量増加があるものの、こ

の増加分を考慮しても21.4万トンの省資源化となり、2010

年度における実際の投入資源量に対して27.5%削減したこ

とになります。これは主に、液晶テレビ、DVDプレーヤー、ノート

PC、MFPなどデジタルプロダクツ分野における小型化・薄型

化が大きく寄与したものです。今後も、あらゆる製品を対象とし

て投入資源量の低減を進めていきます。

出口循環の取り組み

出口循環の高度化に向けて、リユース・リサイクル設計を推

進しています。社内で「環境適合設計ガイド」や「エコマテリア

ル選定ガイド」の整備や製品解体性事例の情報共有を進め

るとともに、設計者とリサイクラとの技術交流を進めることで、

リユース・リサイクル設計の改善点を検討しています。

さらに、使用済み製品のリサイクルシステム整備も必要不

可欠となります。これまでにもグローバルに使用済み製品のリ

サイクルを推進してきましたが、新しいリサイクル技術の開発や

レアメタル管理のための高度なシステムの重要性が高まってく

ると考えられます。今後、環境性と経済性のバランスを考慮し

ながら、高度なリサイクルシステムを設計していきます（詳細は

P30へ）。

再生材
部品リユース

材料

製造

流通リユース
リサイクル

使用

他製品

リデュース
（省資源化）

入口循環

出口循環 リデュース
（長寿命化）

包装3R

鉱物資源
化石燃料

植物由来

廃棄物

包装材

回収

（株）東芝 デジタルプロダクツ&サービス社

　BDX1100シリーズ（日本向けSD－BD2と同等機種）は、質量
1.63kgおよび幅360mmを実現した業界トップの軽量化・小型
化モデルです（発売時点において）。前モデル（BDX2000）と比
較して、本体質量29%減、梱包容積44%減および梱包質量36%
減を達成しました。また、再生時消費電力11.1W（前モデル比
40%減）、ブルーレイディスクプレーヤーとして業界で初めて
ENERGY STAR 2.0に適合した機種であり、2010年度エクセレ
ントECP（詳細はP33へ）として認定されています。

■ 東芝グループ投入資源量および省資源化効果（2010年度）

191.3 172.2

162.9 3.4
－3.1

111.1

79.4 14.4

59.0 7.1

39.1

1.1
30.1

84.3 4.6

（千t）投入資源量大型化などによる増加※ 省資源化量※

液晶テレビ・
DVDレコーダー・プレイヤー

半導体
冷蔵庫・

エアコン・ランドリ

MFP

その他

モータ・変圧器

業務用空調

エレベータ・
エスカレータ

ノートPC

8.0
18.5

－1.2

8.6 －1.5

※想定使用年数前の旧製品との比較により算出

ブルーレイディスクプレーヤー事例1 Reduce

※リデュース、リユース、リサイクル
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入口循環の取り組み

使用済み製品などから発生する廃プラスチックのマテリア

ルリサイクルに取り組んでいます※。2010年度はクリーナや業

務用エアコンでの新規採用、冷蔵庫への適用部品の拡大に

加え、従来から利用実績のある洗濯機の台板やデジタル複

合機（MFP）、液晶テレビ、ノートPCなどのプラスチック素材に

合計約900トンの再生プラスチックを使用しました。また、

POS、照明器具、液晶テレビでは、一部のプラスチック部品に

植物由来樹脂を採用しています。今後さらに、循環材料の用

途拡大を進めることで、入口循環率を向上させていきます。

業務用エアコン（マルチエアコン、パッケージエアコン、カスタ

ムエアコン）では、空調機の更新時に旧配管（室内外渡り配管）

を撤去・新設することなく再利用しており、2010年度は約137ト

ンの配管リユースを実施しました。その他にも、MRI、エレベータ、

ファクシミリ、液晶パネルなどのリユースによって入口循環を進め

ています。

このように循環材料の拡大により、入口循環率をさらに向

上させていきます。

包装3Rの取り組み

包装材についても製品同様、ライフサイクルでの環境負荷

低減をめざし使用合理化を進めていきます。東芝グループにお

ける2010年度包装・梱包材の使用量は8.5万トン※となりまし

た。出荷台数増加にともなって包装材使用量も増加傾向にあ

りますが、各事業分野・各製品群の特性を考慮して、包装容

積の縮小化（事例参照）、通い箱の拡大、低環境負荷材料の

採用などさまざまな施策を導入していきます。

※ポストコンシューマ系リサイクル材の使用は、回収状況によって供給量や品質特性が変
動します。供給量が不足する場合や、品質特性に問題が生じた場合には、バージン材を
使用する場合があります。 

※2009年度より集計範囲を拡大しています。

（株）東芝 デジタルプロダクツ&サービス社

東芝ホームアプライアンス（株）

　液晶テレビ本体の薄型化に加えて、内装物のレイアウト見直しや
発泡スチロール容積の最適化など包装設計による改善活動の結
果、前機種（47Z1）と比較して包装容積を27%削減しました。この

結果、積載効率が24%改善し、輸送
時CO2削減にも寄与しています。

■ 東芝グループ包装材使用量

デジタルプロダクツ
2009 2010

電子デバイス
2009 2010

社会インフラ
2009 2010

家庭電器
2009 2010

段ボール

（年度）

45

35

40

30

25

20

15

10

5

0

（千t）

EPS

紙類

木材

その他
プラスチック

その他

金属

回収した脱水槽など

台板 コンデンサ固定具 モータカバー

TW-Z9100 GR-D55F VC-CG510X

回収した野菜ボックスなど

廃家電製品処理プラントで回収した洗濯脱水槽
や冷蔵庫野菜ボックスをリサイクルした再生PP材
をさまざまな製品に利用しています。洗濯乾燥機
や冷蔵庫に加えて、クリーナでの利用も始まって
います。

再生PP材

前機種 (47Z1)
改善前

47Z2
改善後

単位:mm
 幅  高さ  奥行き
 1,252 × 799 × 207 単位:mm

 幅  高さ  奥行き
 1,411 × 766 × 139

発泡スチロール

スタンドレッグ

スタンド スタンド

スタンドレッグ

発泡スチロール

TV背面 TV前面

包装状態

包装容積

包装状態（天面）

包装容積を
27%削減

家電製品の再生プラスチック活用事例2 Recycle

液晶テレビの超薄型包装事例3 Reduce
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化学物質の管理
東芝グループでは化学物質のリスク最小化に向けアクションプランなどの取り組みを実施しています。
また、環境負荷の少ないグリーン調達を推進するとともに、新しい規制への取り組みも実施しています。

特定化学物質全廃への取り組み  

東芝グループでは、製品をお客様に安心してお使いいただ

くため、WSSD※などで提言、採択された化学物質のもたらすリ

スクの最小化を重要な取り組み課題と考え、特定化学物質の

全廃および製品への含有削減、代替化、含有管理の取り組

みを推進しています。

2005年度からの「第4次環境アクションプラン」では15の

化学物質群（ランクA）を特定し、これらを2010年度までに全

廃するという目標を掲げました。この特定15物質群を含有しな

い製品の2010年度の売上高比率は100%となり、計画通り

全廃を達成することができました。

新グリーン調達ガイドラインの制定

製品を「つくる」段階から、お客様が「つかう」、そして役割を

果たした後に再び資源として「いかす、かえす」まで、さまざまな

環境影響を製品のライフサイクル全体で総合的に評価する必

要があります。東芝グループでは「つくる」段階での取り組みの

一つとして、グリーン調達を推進しています。

東芝グループでは、積極的に環境保全を推進している調達

取引先から、環境負荷の小さい製品・部品・材料などを調達する

ことを目的として1999年に「グリーン調達ガイドライン※1」を制定

しました。その後、製品やサプラ

イチェーンのグローバル化に伴

い、欧州のRoHS指令※2や中国

の電子情報製品制御管理弁法

などの全世界で関係する法規制

を考慮し、時代の要請に即して

内容を改訂してきました。2011

年度は新たな物質群を追加して

サプライチェーンを通した活動

有害化学物質などの環境負荷・リスクの低減を考慮した事

業活動を進めるためには、サプライチェーン全体にわたる活動

が必要となるため、ビジネスパートナーである調達取引先のご

協力が欠かせません。調達取引先には、持続可能な社会の構

築に向けて、グリーン調達へのご理解とご協力をお願いすると

ともに、取引先の環境評価および、調達品の含有化学物質

の調査と評価を実施いただき、ISO14001に準拠したグリー

ン度（当社基準）を自主的に評価した結果を報告いただいて

います。

※WSSD（World Summit on Sustainable Development）: 持続可能な開発に関す
る世界首脳会議

■ 15化学物質群を含有しない製品の売上高比率

■ 2010年度の取引先のグリーン度調査
　（優先取引先 93.9% SランクとAランク）

［15化学物質群］（ランクA）
（1）ビス（トリブチルスズ）=オキシド（TBTO）　
（2）トリブチルスズ類（TBT類）、
     トリフェニルスズ類（TPT類）
（3）ポリ塩化ビフェニル類（PCB類）　
（4）ポリ塩化ナフタレン（塩素数が3以上）　
（5）短鎖型塩化パラフィン（C10-C13）　
（6）アスベスト類　 
（7）一部のアゾ染料・アゾ顔料　
（8）オゾン層破壊物質　
（9）放射性物質　
（10）カドミウムおよびその化合物
（11）六価クロム化合物　
（12）鉛およびその化合物
（13）水銀およびその化合物　
（14）ポリ臭化ビフェニル類（PBB類）
（15）ポリ臭化ジフェニルエーテル類（PBDE類）
※詳細定義および除外用途は別途定めます

2006 2007 2008 2009 2010
（年度）

2005

28
40
48
6063

80
89 90

99 100100
（％）

実績

計画

■ 部品や原材料など調達品のデータベース化

各
プ
ロ
セ
ス
で
活
用

設 計

品 質

調 達

製 造

営 業

環境情報
データベース お

客
様

東芝グループ

実測検証

取
引
先
様

環境負荷の
小さい部材
の調達

環境調和型
製品・サービス
の提供

含有化学
物質情報

全面改訂を行いました。これらの情報はデータベース化し、新規

調達品の認定や既存調達品の代替要否といった判断などをは

じめ、環境調和型製品の開発に活用しています。

Aランク 
9.9％

Sランク
84.0％

Bランク未満
2.0％

Bランク 
4.1％

Sランク（優先） 　Aランク（良好） 　
Bランク（改善要請） 　Bランク未満（改善要請）

※1 http://www.toshiba.co.jp/procure/jp/green/index_j.htm
※2 RoHS（Restriction of certain Hazardous Substances）: 電気電子機器に含ま
れる特定有害物質の使用制限に関する指令 
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取引先の選定にあたっては、評価ランクがより上位の取引

先と優先的に取引することとし、取引先には監査などを通したコ

ミュニケーションにより、グリーン度の改善をお願いしています。

また、2007年6月から施行されている欧州の化学品規制で

あるREACH※1では、部品や材料、製品に至るまで、含有化学

物質情報をサプライチェーンで円滑に開示・伝達する仕組み

が必要です。東芝グループでは、含有化学物質管理を強化し

ていくために、含有化学物質情報の入手・伝達を一元的に行

う東芝グループ共通システム「Eco Socce-T※2」 を開発、実

用化しました。2010年3月には、このシステムをアーティクルマ

ネジメント推進協議会(以下JAMP※3）が提供する産業界を横

断したJAMP情報流通基盤に接続して、情報伝達を開始しま

した。これにより、調達取引先やお客様のデータベースと直接

接続することで、サプライチェーンでの迅速で効率的な情報収

集・伝達ができるようになりました。
※1 REACH（Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of 

Chemicals）: 化学品の登録、評価、認可および制限に関する規則
※2 Eco Socce-T: Eco, Substances of concern exchange & management 

system in the Toshiba group
※3 JAMP（Joint Article Management Promotion-consortium）: アーティクルマネ

ジメント 推進協議会

化学分析による禁止物質遵守の徹底

グリーン調達の信頼性確保や製品含有禁止物質の遵法

のために、自社の内部管理においても、製品含有リスクの高

い特定の物質に関しては、全世界で共通の東芝グループ管

理基準を設け、蛍光X線や化学分析などを実施し、禁止物質

の混入防止に努めています。

■ 臭素系難燃剤の簡易分析

■ 調達品の管理方法

■ JAMPを活用したREACH対応

ノートPCにおける含有化学物質削減の取り組み事例

　dynabook Rシリーズは、ENERGY STAR基準を4～5割上回
るなど消費電力の低減に優れているとともに、水銀フリー、PVCフ
リーなど含有化学物質の削減が進んだ製品です。

●水銀フリーPC
LCDバックライトにLEDを採用し、水銀を全廃しています。　

●PVCフリーPC
内部ケーブル類をはじめ、筐体、プリント基板などPC本体全体で
PVCフリーを実現しています。

●水銀/カドミウム/鉛フリーバッテリー
バッテリーの水銀、カドミウム、鉛フリーを実現しました。
欧州電池指令の基準をクリアし、本製品では対象化学物質の含有
表示が不要です。

（株）東芝  デジタルプロダクツ&サービス社

JAMP情報基盤
（JAMPツール）

Web

メール
JAMPツール、JGP、
JAMA、ほかフォーマット

東芝グループ
製品含有化学物質管理システム

Eco Socce-T

含有化学物質情報管理
データベース

東
芝
グ
ル
ー
プ
各
社

取
引
先
様

合 格

合 格

使用不可

グレーゾーン

第2次検査
精密化学分析法による絶対定量

第1次検査
蛍光X線分析法などによる非破壊スクリーニング

R731 R741 R751

パワースリムモバイルPC
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有機溶剤を使用せずに迅速に測定可能な
イオン付着質量分析法を開発、自社検査に応用
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製品の環境効率とは
環境効率

東芝グループ環境ビジョン2050に掲げた「地球と調和した人類の豊かな生活」の実現は、製品・サービスの環境効率を高めてい

くことにほかなりません。生活の質を高めるとともに、ライフサイクルにわたる環境影響をできる限り小さくすることで、環境効率を向上

させることができます。東芝では独自の手法で数値化することにより、環境効率の高いECPの創出活動を進めています。

ファクター

ファクターとは、基準に対して環境効率が何倍になったのかを示す数値です。数値が大きいほど、技術進歩・技術革新によって

「地球と調和した人類の豊かな生活」に貢献していることを示します。

ファクターは、環境効率の分子と分母それぞれの改善効果に分けて考えることができます。提供する価値が何倍向上したのかを

「価値ファクター」、環境影響が何分の1に低減したのかを「環境影響低減ファクター」と呼び、両者の掛け算で表現します。

ファクター解説 ファクター4となる製品の場合
　製品のファクター値を、価値ファクター（X軸）と環境影響
低減ファクター（Y軸）の組み合わせとして右図のようにプ
ロットすることができます。例えば、「価値が2倍、環境影響
が半減（1/2）」の製品の場合には「ファクター4」であり、▲
（2,2）で表現されます。基準となる製品は◆（1,1）で示さ
れます。
　右図の曲線上すべての組み合わせがファクター4となり
ます（例えば、●）。ファクターはX軸とY軸の掛け算である
ため、2つのバランスがとれた組み合わせが高く評価され
る指標です。
　例えば、X軸とY軸の数値が等しい▲（2,2）が◆（1,1）か
らの最短距離でありファクター4到達の近道ですが、X軸と
Y軸の改善度は製品によってさまざまであり、片方だけに
秀でた製品群もあります。東芝グループでは、右図のよう
な「見える化」によって、環境影響の低減度と提供する価値
の大きさが着実に進んでいるか確認し、またさらなる改善
の方向性を検討するためにファクターを活用しています。
東芝グループ製品のファクター算出結果は、ホームペー
ジ（http://www.toshiba.co.jp/env/jp/products/
factorlist_j.htm）に掲載しています。

＝ファクター 価値ファクター X 環境影響低減ファクター Y＝ ＝ ×

評価製品の
環境効率

基準製品の
環境効率

製品の価値

製品の環境影響

提供する価値は【X】倍に向上

環境影響が【Y】分の1に低減

20 1

10

3

2

1

4

3 4
価値ファクター（X）

基
準
製
品
か
ら
の
環
境
影
響
の
削
減
率

90％
削減
（1/10）

75％
削減
（1/4）

50％
削減
（1/2）

基準機種
と同等

基準機種
より増加

（1,4）（1,4）

（2,2）（2,2）

（4,1）（4,1）

環
境
影
響
低
減
フ
ァ
ク
タ
ー（
Y
）

提供する価値の大きさ提供する価値の大きさ

ファクター4 曲線（Y＝4／X）ファクター4 曲線（Y＝4／X）

環
境
影
響
の
低
減
度

環
境
影
響
の
低
減
度

基準製品
（1,1）

いずれも
ファクター4
となる

＝環境効率 環境への影響
生活の質

負担を小さく

質を上げる 快適性・利便性

安全性・信頼性

デザイン・革新性

地球温暖化防止

資源の有効活用

化学物質の管理

製品・サービスが提供する
価値（便益）を
消費者の視点で数値化

ライフサイクル全体で
さまざまな環境問題を
総合的にとらえる

東芝の考え方

LCA

QFD

ツール
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その他

薄さ

画面の
鮮明さ

本体の
デザイン

画質の
よさ

基準製品

提
供
す
る
価
値

評価製品

デザインが
よい

3Dが
見れる

音質が
よい

画面が
きれい

その他

・・・
・・・

・・・ 画面の
鮮明さ

（+0.55）
薄さ

（+0.29）

本体のデザイン
（+0.23）

その他
（+0.84）

画質のよさ
（+1.04）

省エネ
45％

その他
改善 1％

軽量化
薄肉化
10％

環
境
へ
の
影
響（
基
準
製
品
＝
100
）

富栄養化
酸性化

都市域
大気汚染

非生物系
資源

地球
温暖化

環
境
へ
の
影
響（
基
準
製
品
＝
100
）

基準製品 評価製品

基準製品 評価製品

製造

リサイクル

廃棄

流通

材料調達

使用

地球温暖化

酸性化

富栄養化

資源消費

…………

60%削減

66％削減

63％削減

45％削減

特性化結果の比較（一部抜粋）（基準製品＝100）

単
一
指
標（
円
）

単
一
指
標（
無
次
元
）

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0

4.0
3.5

0

-20

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

・・・
・・・

正規化後、
重要度で
重みづけ

………… …………

日本版被害算定型影響評価手法（LIME）

生物資源消費有害物質の大気濃度

インベントリ 環境中濃度 環境影響 エンドポイント 保護対象

有害物質の水中濃度

有害物質の土壌濃度

成層圏ODS濃度

温室効果ガスの濃度

酸性化寄与物質の
濃度と沈着量

溶存酸素の消費

オキシダント濃度

室内の汚染物質濃度

発癌

シックハウス症候群

呼吸器疾患

熱/寒冷ストレス

感染症

栄養不足

災害被害

白内障

アノイアンス

睡眠障害

慢性疾患

木材生産

農業生産

土地損失

漁業生産

エネルギー消費

ユーザコスト

陸域生態系

水域生態系

都市域大気汚染

騒音

有害化学物質

室内空気質汚染

オゾン層破壊

地球温暖化

生態毒性

酸性化

富栄養化

光化学オキシダント

土地利用

その他LCAデータ

Easy-LCA

大
気
排
出

SOX

NOX

PM

CO₂

GHGs

水
域
排
出

COD

Total N

Total P

資
源
消
費

化石燃料

鉱物資源

その他資源

人間健康
［DALY］

社会資産
［円］

生物多様性
［EINES］

一次生産量
［NPP］

資源消費

廃棄物

56％
削減

ファクター =3.96×2.299.07

ＱＦＤ※1を用いた製品が提供する価値の算定 東芝グループでは、QFD（品質機能展開）を採用
することで統合的な製品価値を測っています。

東芝グループでは、環境問題の重みづけにLIMEを採用することで、個別の環境
問題に関するパフォーマンスだけでなく、総合的な環境影響を測っています。ＬＩＭＥ※2を用いた総合環境影響

3.96価値
ファクター

2.29環境影響低減
ファクター

製品の機能・性能から
得られる便益につい
てアンケートやヒアリ
ングを行い、お客様か
らのご要望（顧客要
求）を調査します。

LCA評価ツール（Ea s y - 
LCA※3）などを活用し、製品
のライフサイクルの環境負
荷量を算出します。Easy- 
LCAは産業連関表を利用し
たデータベースを掲載して
おり、あらゆる製品でLCAの
実施が可能です。

LIME係数は科学的・統計的に知見を集め
た、日本を代表するライフサイクル影響評
価手法です。

求めた環境負荷量を環境影響
として定量化します。
下図のように製品間での個別の環境
影響の評価ができます。

環境問題の深刻
度について4つ
の保護対象にお
ける環境被害を
定量化します。

4つの保護対象
間の重みづけと
コンジョイントと
呼ばれる経済価
値分析手法によ
り決定し単一指
標とします。

顧客要求と製品の仕様（品質特性）
との対応関係をQFD（品質機能展
開）を用いて、顧客要求に基づく重
要な品質特性を洗い出します。

基準製品に対する評価
製品の性能を比較評価
します。

スペックを正規化
後、重要度による重
みづけ補正を行い
単一指標として統
合化します。

Step 1
顧客要求の分析

Step 4
統合化

Step 2
顧客要求と設計仕様との
関係を「見える化」

Step 3
スペック比較

Step 1
ライフサイクル
インベントリ分析

Step 2
特性化

Step 3
影響評価

Step 4
統合化

市場調査に
よる顧客要求 スペック比較顧客要求に

基づく重要度
顧客要求に関連する
設計仕様を洗い出し

画質のよさ

画面の鮮明さ

本体の
デザイン

薄さ

階調

体積

コントラスト・
立体感

1024

318.5

800

1024

31.7

2,000,000

顧客要求
基準製品
（2000年）設計仕様 重要度

評価製品
（2010年）

■ ライフサイクルの環境影響

■ 顧客に提供する価値

■ 価値向上の内訳

■ 環境影響削減の内訳

［ライフサイクル別］

［環境影響別］

3.96倍

56%削減

56%削減

※1 商品企画に使用する一般的なツール
※2 LIMEは、（独）産業技術総合研究所がLCAプロジェクトを通じて開発したライフサイクル影響評価手法です。掲載しているLIME説明図は、同研究所から提供されたLIMEの概要図に加筆したものです。
※3 東芝グループが開発したライフサイクルアセスメント（LCA）簡易評価ツール

液晶テレビのファクター算出事例
2010年度エクセレントECP認定製品
REGZA 55F1（2010年8月）
基準機種：55L4000相当

階調

体積

コントラスト・
立体感
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 エネルギー・
環境技術

Green
byTechnology

Chapter4

2010年度の活動ダイジェスト

低炭素化技術で
電力の安定供給と
地球温暖化防止に貢献します。

東芝グループが取り組む
エネルギー分野でのアプローチ
東芝グループでは、環境ビジョン2050の達成に向けて、エ

ネルギー分野では、低炭素エネルギーを供給する技術を通じた

貢献で、電力の安定供給と地球温暖化防止に向けた取り組

みを推進しています。

再生可能エネルギーを活用した地球温暖化の防止への貢献

をめざして、太陽光発電、水力発電、地熱発電、風力発電などさ

まざまな発電技術の開発と普及促進にも取り組んでいます。

太陽光発電では、世界最高クラスの電力変換効率97.7%

のパワーコンディショナ（500kW）とシステムに応じた最適な

太陽電池モジュールを提供し、メガソーラー発電システムの構

築をグローバルに進めるとともに、住宅用太陽光発電システム

による分散電源の普及により、太陽光発電の拡大に取り組ん

でいます。

水力・地熱発電の分野では、地域に合った再生可能エネル

ギーとして、これまでの技術開発や納入実績を基に、エネル

ギー需要が拡大していく新興国などを対象に高効率な発電機

器の供給を拡大していきます。

また、基幹エネルギーでは、火力発電と原子力発電に関する

技術開発を進めています。 現状では、世界のエネルギー源の約

8割を化石燃料に頼っていますが、火力発電は燃焼にともない

CO2が発生するため他の発電方法に比べてCO2排出量が多く

なります。そこで、最先端の技術を導入することにより、地球温暖

化防止のための対策を強化していく必要があります。石炭火力

発電は、化石燃料の中では可採年数が長く、経済的な理由から

も、アジアなどで今後も導入が進むことが見込まれており、高効

率な発電設備を導入することが地球温暖化防止のために重要

になります。東芝グループでは、最新鋭の超々臨界石炭火力発

電プラントを海外展開するとともにさらなる効率向上をめざしま

す。一方、ガスを燃料とする発電では、高効率な最新鋭ガスター

Green by Technologyの取り組み

基幹エネルギーによる地球温暖化防止

スマートコミュニティによる低炭素社会の実現

再生可能エネルギーによる地球温暖化防止

P45

P49

P51

P47

低炭素エネルギーを供給する技術を通じ、地球温暖化防止に貢献
●官民一体で国内外のスマートグリッド、スマートコミュニティ化を推進
●スマートグリッドの実験を行う研究棟を府中事業所に開設

火力発電
●自然環境に配慮した高効率発電所（舞鶴発電所、90万kW）が運転開始
●震災復興に向けた被災発電所復旧、再立ち上げ、出力増につながるリハビリ提案
●2009年運用開始のCCSパイロットプラントにおける実証試験で回収エネルギーの開
発目標値を達成

原子力発電
●東日本大震災発生直後から全社一丸となり、福島第一原子力発電所の早期安定
化に対応中
●中国で最新型加圧水型原子炉AP1000TM 4基の建設工事を、米国でAP1000TM 4
基の先行工事を計画どおり推進

スマートコミュニティ
●スマートコミュニティ事業の推進体制を確立
●横浜、フランスをはじめ世界各国、各地域の実証事業に参画

地域電力インフラ
●グリッド監視制御装置、スマートメータ、二次電池SCiBTMなどを拡充、スマートグリッド
実用化に貢献するコア製品の開発・実用化を推進
●用途、規模に応じてエネルギーを管理するCEMS、BEMS、FEMS、HEMS開発を推進

水インフラ、交通インフラ、情報インフラ、医療インフラ
●省エネルギー型水処理システムや上下水道監視制御システムの開発を推進
●鉄道、自動車など次世代電動車両・インフラシステムの開発を推進
●スマートコミュニティ全体の大量の情報を賢く管理するSCMSやモジュール型データセ
ンターなどの開発・実用化を推進
●予防から、検査、診断、治療、リハビリに至るまでヘルスケアを支える医療ソリューション
の開発・実用化を推進

太陽光発電
●2010年11月までに国内7件、合計約25MWのメガソーラーを受注
●新築住宅向け蓄電池付太陽光発電システムを販売開始

水力発電
●世界最大寸法のポンプ水車ランナ所有、米国ラディントン揚水発電所の改修事業
を受注
●東京電力様向け、世界最大級容量神流川発電所2号機の新設着工
●北海道電力様向け、可変速揚水発電所の建設開始

風力発電
●韓国ユニソン社と協業で、風力発電事業を推進

地熱・太陽熱発電
●米国ガイザース発電所の性能向上リハビリ工事に高性能・高信頼性タービンロータ
納入（地熱）
●高性能タービンの開発を推進（太陽熱）
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ビンに高性能蒸気タービン・発電機を組み合わせたコンバインド

サイクル発電設備の普及を促進していきます。さらに、排ガス中

のCO2を分離するCCS（CO2分離・回収・貯留）技術の実用化

に向けた技術開発にも取り組んでおり、発電プラント全体にわた

る次世代の火力発電技術の開発を推進します。

原子力発電は発電時にCO2を排出しない基幹エネルギーで

す。東芝グループは、世界10ヵ国で112基のプラント建設に携

わってきました。現在、グループ会社であるウェスチングハウス

社や海外のパートナー会社の協力を得て、福島第一原子力発

電所の早期安定化に向けて全力を尽くして取り組んでいます。

今後は、既設プラントの緊急および恒久的安全対策の検

討に注力するとともに、さらに安全性を高めた次世代原子炉

の開発を推進します。

発電所からの送配電などの電力流通分野では、再生可能エ

ネルギーの有効利用と電力の安定供給が可能となるスマート

グリッド技術の開発推進を行っています。多くの実証事業に参

画するだけでなく、スマートグリッドの実証実験を行う研究棟を

東芝府中事業所に開設し、総合的なエネルギーソリューション

の提供を進めています。さらにその延長線上には、スマートグリッ

ドの未来像である、水、ガス、交通などを含めたスマートコミュニ

ティの実現をめざし貢献していきます。

将来の低炭素社会実現に向けて
スマートグリッドやスマートコミュニティの実現に向けた国際

展開や国内普及を推進し、技術的な貢献を果たしていくため

には、産官学が連携し、個別企業では取り組むことが難しい標

準化などに対応する必要があります。

東芝グループでは、2010年4月に発足した「スマートコミュ

ニティ・アライアンス※1」にメンバーとして参画するとともに、ス

マートグリッドの基礎技術確立の実証事業※2や、HEMSアラ

イアンス※3への参加、世界各国でのスマートコミュニティ実証

事業への参画（詳細はP52）、清華大学とのエネルギー・環境

分野での研究開発の連携など低炭素社会の実現に向けて、

企業の枠を超えた取り組みを進めていきます。

※1 電力、電機、自動車など多方面の関連企業が参加して2010年4月に設立した、経済
産業省と新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が推進する官民連携の協
議会（（株）東芝社長の佐々木が初代会長）

※2 国立大学法人東京大学をはじめとする28法人が参加する「次世代送配電系統最適
制御技術実証事業」など

※3 家庭でのエネルギーの最適利用を行うHEMS(Home Energy Management 
System)の市場確立と普及を目的とした共同検討体制

　2010年11月、スマートグリッドの実験を行う研究棟を東芝
府中事業所に開設しました。
　研究棟は、電力の供給側と需要側、両方の実験設備を備
え、複数の電源と配電網、300戸相当の住宅街、さらに個別の
ビルや家庭の内部をそれぞれ模した設備をつないでの実験
が可能です。自然エネルギー電源の発電量や、家庭・ビルなど
での電力消費量を変動させ、さまざまな条件下で、スマート
グリッドの鍵となる制御装置「micro Energy Management 
System (μEMS)」の性能評価や導入による省エネ、CO2削減
の効果を検証しています。

実験の状況はリアルタイムに棟内のモニターに表示。配電網と
複数の地区を結んだ実験では、地区ごとの電力使用量に応じた
供給量制御の様子を確認できます。

家庭内で実際に使用されている家電機器を稼働させての評価が
可能。機器ごとの電力消費や太陽光発電の状況をリアルタイム
で確認し、電力の効率的な利用法を実証できます。

スマートグリッド研究棟を開設
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総合エンジニアリングにより実現する
東芝のメガソーラーシステム

　地球温暖化防止への世界的な関心が高まるなか、その抑止

対策として注目されているのが、発電時にCO2を排出せず、ク

リーンな太陽エネルギーを利用できる太陽光発電です。電力・

産業用の大規模システムの計画が国内外で発表され、全世界

における市場規模は、今後も拡大すると予想されています。

　東芝グループでは、2009年1月に太陽光発電システム事業

推進統括部を発足し体制を強化しました。これまで大規模プラ

ント開発などで培った総合エンジニアリング力を生かし、太陽電

池モジュールの設置から電力系統連系までを、分析・設計・施工

のトータルエンジニアリングによって推進し、高効率で長期間安

定したメガソーラーシステムの提供に取り組んでいます。

太陽光発電システムでは、太陽光を直流から交流に電力

変換する必要があるため、いかに変換ロスの少ない高効率な

システムを構築するかが大切です。東芝では、業界トップクラ

ス※の効率97.7%（定格電圧50%出力時）のパワーコンディ

ショナー（国内向け、定格500kW）を提供し効率向上に貢献

しています。

さらに、用途や使用環境に応じて、太陽電池モジュールと関

連系統システムを構築する技術で、高効率な発電システムを開

発、実用化しています。また、太陽電池モジュール配置時の風

況解析をはじめ、太陽電池架台基礎の設計、工事計画の策

定、運送システム、施工方法など多くの項目をシミュレーション

し、大量の太陽電池モジュールを最適に配置。メガソーラーシス

テム構築コストの低減を推進しています。東芝は、2009年8月、

中部電力（株）様「メガソーラーたけとよ」をはじめ、2010年11

月現在、 7件、合計約25MWの電力会社様向けメガソーラーを

受注しています。また、約100カ所以上の公共・産業施設に太

陽光発電設備を納入しており、電力・産業向けに太陽光発電シ

ステムの普及を図り、CO2排出抑制に貢献していきます。

業界トップレベルの高効率太陽電池
（ソーラー）パネルを住宅用に提供

　東芝は2010年4月に住宅用太陽光発電システム事業に参入

し、システム販売を開始しました。東芝の住宅向け太陽電池モ

ジュールは、日本の住宅事情に合わせ、狭い屋根にも太陽光を効

率よく取り込み、発電を最大化させることで、発売以来、モジュール

変換効率を業界トップレベル※の16.9%まで高めています。一般的

な太陽電池モジュールにはセルの表面に電極がありますが、当社

はバックコンタクト（裏面接続）方式を採用し、電極をすべて裏面に

配置することで反射による光のロスを低減し、より高い発電効率を

実現するとともに、表面に電極がないためすっきりとしたスマートな

デザインで、外観の美しさも特徴の一つです。また、新築向け蓄電

池付太陽光発電システムを販売開始し、製品ラインナップを拡充

しています。さらに、現行品よりもモジュール変換効率を向上させた

太陽電池モジュールの採用を進め、普及を図っていきます。

太陽光発電
東芝グループは、発電所から産業・住宅まで高効率で長期
間安定した太陽光発電システムの普及をとおし、CO2排出
抑制に貢献していきます。

光の発電効率
小

反射による
光のロス
大

P N PP N

裏面電極

反射防止膜

反射による
光のロス
小
光の発電効率

大

一般的なモジュール 東芝のモジュール

P

N

電極はすべて裏面に
構成し、表面電極に
よる損失がない
N型、P型への
コンタクト部分
全面コンタクトと
比較してシリーズ
抵抗が低い

N-タイプ シリコン

北陸電力（株）様
志賀太陽光発電所

北陸電力（株）様
富山太陽光発電所

東京電力（株）様
浮島太陽光発電所

東北電力（株）様
八戸太陽光発電所

中部電力（株）様
メガソーラーたけとよ

中国電力（株）様
福山太陽光発電所 ※画像は完成イメージです

電力会社様向けメガソーラーの受注実績

沖縄電力（株）様
宮古島メガソーラー
実証研究設備

再生可能エネルギーによる地球温暖化防止

※2011年6月現在当社調べ

※2011年6月現在当社調べ
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発電時にCO2を排出しないクリーンで
安定性に優れた水力発電システム

　水力発電は、CO2を排出しないクリーンなエネルギーで、再

生可能なエネルギーを利用する発電システムのなかでも、発電

コストや安定性の面で優れています。東芝グループは、1894

年に日本で初の事業用水力発電所に発電機を納入して以

来、世界40カ国以上に、累計で水車・発電機各々約2,000

台、54GW以上の水力発電機器を納入しています。

世界トップクラスの揚水発電技術で
系統安定化に貢献

　夜間の電力を利用し、ポンプで

水を汲み上げ、昼間の電力需要

のピーク時にその水を落として発

電するシステムを、揚水発電シス

テムと言います。蓄電機能を果た

す揚水発電システムは、電気の

有効利用の観点から重要視され

ており、東芝グループは、本分野

において、世界トップクラスの技

術レベルと実績があります。現在

も、世界最大寸法のポンプ水車ランナを有する米国ラディント

ン揚水発電所の改修事業のほか、世界最大級容量の神流

川発電所2号機の新設に取り組んでいます。

　揚水発電システムの中でも、回転速度を変化できる可変速揚

水発電システムは、揚水運転中に電力の使用量を変えられるた

め、系統周波数調整の役割を果たすことができ、風力発電や太

陽光発電などの再生可能エネルギー導入が促進される中、その

役割が注目されています。東芝グループは、世界で初めて本シス

テム導入を実現した先駆者として、京極発電所（日本）を建設中

で、環境に考慮しかつ安定した電力供給実現に寄与しています。

幅広い技術開発で世界に展開

水力発電では、立地条件ごとに異なる仕様の機器が求めら

れます。東芝グループは、さまざまなタイプの機器や、高効率化、

大容量化、長寿命化など幅広く技術開発に取り組み、高性能

で環境負荷の小さい水力発電システムを世界中に提供してい

風力エネルギーの利用により、
CO2排出のない発電を提供

　風のエネルギーで風車翼を回転させ、このときの回転エネル

ギーを発電機によって電気エネルギーへと変換するのが風力

発電です。風力発電は、CO2排出のないクリーンなエネルギー

としての再生エネルギーを使うことで、日本国内はもとより、全

世界で注目を浴びており、今後の導入量は加速的に伸長する

と予想されています。東芝は、

世界のこうした流れに基づき、

環境にやさしいエネルギー源と

して、国内、海外での風力発電

システムの普及を積極的に進

めてまいります。

水力発電

風力発電

水の落差を利用したCO2を排出しないクリーンな再生可能
エネルギーである水力発電は、その有効利用が世界的に
見直されています。

風力発電は自然エネルギーの1つである自然風を電力に
変換することで、CO2を排出しないクリーンエネルギーとして
注目されています。

ます。改修事業において、最

先端の流体解析技術により

開発した水車ランナ羽根形状

の採用で効率向上に成功。ま

た中国など新興国における新

設事業において、大直径水車

発電機の運転が開始されるなど、国内外の新設、改修に積極

的に取り組んでいます。

小規模水を有効利用した
マイクロ水力発電

　マイクロ水力発電は、大型の水力発電とは異なり、小規模

水力を有効利用して発電する装置です。東芝グループは、水

を使用していながら発電に利用していなかった事業者様にも

適用していただける、マイクロ水力発電装置Hydro-eKIDS™

を開発、実用化しています。従来の水力発電装置と異なり、大

規模な土木、建築工事は必要

とせず、上下水道、農業用水、

工場排水および河川維持放流

など数多くの未利用水力エネル

ギーを有効活用でき、温室効果

ガス削減・省エネルギーに寄与

することができます。

東京電力（株）様 神流川発電所
2号機　水車ランナ吊込み

中国向け深渓溝発電所 発電機回転子吊込み

下水処理場向け水力発電装置
（Hydro-eKIDSTM  L型）

750kW風車全景
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運用時のCO2排出ゼロをめざす
東芝の蒸気タービン発電プラント

火力発電は、現在世界で発電される全電力量の約70%を

支えています。その一方で、他の発電方式に比べ単位発電量

当たりのCO2排出が大きいのが特徴です。このCO2排出量を

削減するために、東芝グループでは、発電効率のさらなる向上

や、発電所から発生したCO2を分離・回収し、地中などに貯留

するCCS※の実用化に向けた技術開発など、次世代の火力

発電に必須となる技術の開発を進めています。

震災復興への対応状況

東芝グループでは、2011年3月11日に発生した東日本大震災

で被災した火力発電所と変電所・開閉所など送変電設備の早期

復旧支援、定期検査中の火力発電所の早期運転再開に向けた

技術員の派遣や部品・修理品の納期短縮、休止中の火力発電

所の運転再開に向けた支援などを最優先で行っています。

さらに、緊急電源としてガスタービン発電設備の設置にも協

力し、2011年夏季の電力使用のピーク時までに、東京電力・

東北電力の管内で、約1,000万kWの復旧に貢献しました。さ

らに2012年に向けて、被災発電所復旧と発電所の新設によ

り200万kWの供給力拡大に貢献していきます。

CO2分離・回収技術の実用化へ

東芝は、火力発電所から排出されるCO2の根本的な削減手段

として、CO2を分離・回収する技術の実用化にも注力しています。

社内研究部門で開発された燃焼後回収システムのCO2吸収液

について、実際の火力発電プ

ラントに適用した場合の性能

や運用性を検証する目的で、

2009年9月よりパイロットプラ

ント設備を運用しており、以来

累計5,000時間強の実証試

験を通して、システムの性能向

上のみならず、発電プラントへ

の実適用と統合に向けたノウ

ハウの収集を進めています。

基幹エネルギーによる

蒸気タービン・発電機の技術を生かした
再生可能エネルギーの最大利用

　東芝グループは、火力発電向け蒸気タービン・発電機で培った

最新の高性能化、信頼性向上技術を適用した地熱発電設備を

供給し、新設地熱発電所建設による地熱発電の普及を進めると

ともに、既設発電所の蒸気タービンに最新の高性能化、信頼性

向上技術を適用したリハビリ工事を実施することで、長期にわた

る安定した発電を実現し、CO2排出量の抑制に貢献しています。

　地熱発電は、地中から取り出した熱水および蒸気のエネル

ギーで蒸気タービンを回して発電するため、排出されるCO2量

が石炭火力発電の約1.5%（ライフサイクルでの比較）と極め

て少ない発電システムです。また、地球のマグマの安定した熱

エネルギーを利用するため、季節や天候の影響を受けず安定

して持続的に発電できる、他の再生可能エネルギーにはない

特徴を有しています。

地熱発電のリーディングカンパニーとして

東芝グループは、1966年に日本初となる事業用地熱発電

所にタービン・発電機を納入して以来、国内のみならず、米国、

フィリピン、アイスランド、メキシコなど多くの国々に納入してきて

います。また、新たにニュージーランドContact Energy社様向

けに83MWの地熱タービン・発電機を2基受注し、現在、全世

界の地熱発電容量の約25%相当の設備を供給しています。

世界最大の地熱発電容量を擁する米国ガイザース発電所で

進められている性能向上リハビリ工事に高性能・高信頼性蒸気

タービンロータを既に10台納入しています。これらタービンによ

り、蒸気消費率が約10%向上し、高い性能を確認することがで

きました。 また、2002年に納入した11号機は2010年まで8年

間にわたり、タービンケーシングの開放が必要なメンテナンスをす

ることなく運転を継続し、その間、性能の劣化もほとんどみられな

いことが確認され、高い信頼性を証明することができました。

東芝グループでは、蒸気タービン・発電機で培った技術の

応用として、新たに太陽熱発電システムの検討も行っており、

再生可能エネルギーの最大利用に努めています。

東芝グループは、今後も、高性能化、高信頼性技術を適用

した地熱発電・太陽熱発電の普及に努め、CO2排出量の抑

制に貢献していきます。

火力発電地熱・太陽熱発電
東芝グループは、CO2ゼロエミッション火力発電の実現に
向けたさまざまな技術開発に取り組んでいます。
また、震災復興対応として、被災発電所の復旧支援などに
より供給力確保に貢献していきます。

東芝グループは、火力発電で培った蒸気タービン・発電機
の技術を生かし、地熱・太陽熱発電といった再生可能エネ
ルギーへの応用にも取り組んでいます。

CCSパイロットプラント（福岡県大牟田市、
（株）シグマパワー有明三川発電所内）

※CCS・・・Carbon dioxide Capture and Storage
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地球温暖化防止

エネルギー安定供給と
地球温暖化防止に貢献

　全世界の1次エネルギー需要は、2030年には現在の約

1.3倍になると予想されています※1。現在、そのエネルギー源

の約8割を化石燃料に頼っています。その一方で、地球温暖

化や資源枯渇の問題があり、エネルギー源を化石燃料に頼る

ことは難しくなってきています。また、クリーンなエネルギー源と

して期待される太陽光発電や風力発電も、現時点では経済

性や供給安定性の観点から基幹電源となるのは難しい状況

です。

　原子力発電は、CO2を排出することなく、大きなエネルギーを

つくり出すことができます。化石燃料の利用可能年数が100

年前後であるのに対し、原子燃料であるウランは、再利用する

ことで今後約3000年※2もの長期にわたるエネルギー源として

利用可能と試算されています。従来の石炭火力発電プラント

の代わりに、135万キロワット級の原子力発電プラントを1基

建設し、設備利用率80%で運転すると、年間約900万トン※3

もの大量のCO2を削減することができます。東芝グループは、

これまで世界10ヵ国112基の原子力発電プラントの建設に

携わり、CO2削減に大きく貢献しています。

震災復興への対応状況

2011年3月11日に発生した東日本大震災により、福島第

一原子力発電所は大きな被害を受け、今もなお安定化に向

けた努力が続けられています。東芝は、震災発生直後から対

策本部を設置、全社一丸となり、ウェスチングハウス社など海

外企業の技術も結集して、プラントの早期安定化に向けて全

力を尽くしています。サイト周辺の放射線量を減少させるた

め、放射性物質の放出の最小化に向けて、汚染滞留水の処

理、原子炉および使用済み燃料プールの冷温安定化に向け

た取り組みなどを行っています。また復興に携わる作業員の

負荷を軽減するための各種測定技術や、ロボットなどの自動

化技術を提供しています。

また東芝はスリーマイル島事故処理の経験がある米国4社と

復興に向けた検討を行い、総合マネジメントプランを策定し、東

京電力（株）様へ提案しています。これは、今ある原子力発電プ

ラントの廃止措置技術を活用して最短10年で更地化（グリーン

原子力発電
エネルギーの安定供給と地球温暖化防止の観点から、東
芝グループは、より安全性を向上した原子力発電の提供に
より、CO2削減に貢献していきます。

フィールド化）するという内容です。今後もこのような技術提案お

よび措置に必要となる技術開発を進めていきます。

今後の安全基準の反映について

前述のように原子力発電は拡大する電力需要への供給能

力を確保するために必要な手段であり、震災後も世界的には継

続して需要があるものと考えています。現在、新規建設として、

中国ではウェスチングハウス社が最新型加圧水型原子炉

（AP1000TM）を4基受注し、建設工事を推進中です。また、米

国でもAP1000TMを6基受注して、そのうち4基を先行工事中で

す。東芝は、米国で改良型沸騰水型原子炉（ABWR）を2基受

注し、許認可関連作業を着実に進めています。日本では電源開

発（株）様大間原子力発電所の建設に参画しています。

今後は、福島第一原子力発電所の事故から得られる教訓を

踏まえて行われる、国際的な安全評価および外部事象に伴うシ

ビアアクシデントへの安全基準の見直しに、当社として積極的

に参画していきます。そして、それらを新設プラント設計および運

転プラント改良に反映し、安全性のさらなる向上を図った原子

力プラントの供給に向け、不断の取り組みを続けていきます。

福島第一原子力発電所向けに
開発した多機能ロボット

グリーンフィールド化に向けて

中国浙江省三門原子力発電所　建設風景

※1 出典「World Energy Outlook 2010」
※2 出典「原子力・エネルギー図面集2011年版」（財）日本原子力文化振興財団
※3 従来の石炭火力発電と原子力発電のCO2排出量比較から試算。
 データ出典 「原子力・エネルギー図面集2011年版」（財）日本原子力文化振興財団
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Green by
Technology エネルギー・環境技術

スマートコミュニティによる低炭素社会の実現
「スマートコミュニティ」とは、電力、水、交通・物流、医療、情報など、あらゆるインフラの統合的な管理・最適制御を実
現した次世代のコミュニティです。太陽光や風力発電など複数の分散型電源、発電した電力を貯める二次電池を電
力系統につなぎ、家庭やオフィス・工場、商業施設などのエネルギーの使用量を通信ネットワークでつなぐことで、リアル
タイムでの需要把握・予測が可能となり、需要家サイドに電力の効率的な使用を促したり、さまざまなサービスを提供
することができます。また、水資源、交通、物流などをネットワークでつなぐことで需給バランスの制御や新しいサービス
が生まれ、エネルギー、資源の有効利用と安定供給、快適で便利な生活スタイルの実現が期待されます。東芝グルー
プは、次世代の街づくりとなるスマートコミュニティへの取り組みを進め、低炭素社会の実現に貢献していきます。

■ スマートコミュニティに貢献する東芝の技術

情報インフラ 地域電力インフラ

交通インフラ医療インフラ 水インフラ

レーダー
センサー

データ
センター

予測・警報システム

BEMS
HEMS

μEMS

CEMS

車両システム

制御管制
システム

信号システム
車両検知システム

検査・診断
システム

広域連携
システム

病院情報
システム

水処理システム

広域運用
システム

配管ネットワーク

（詳しくはP56へ）

（詳しくはP56へ）
（詳しくはP55へ）

（詳しくはP55へ）

（詳しくはP53へ）

浄水場

駅

変電所

物流ターミナル
エコトラック輸送

電力貯蔵
センター

農場

都市内
デマンドバス

高速自動車レーン
ITSシステム

メガソーラー
太陽光発電

EV・充電スタンド

病院

コミュニティ
センター

大学

市役所

コンテナ型データセンター

商業エリア

住居エリア

マンション

商業エリア

住居エリア

別荘地

湖

ホテル

ゴルフ場

リゾートエリア

資源リサイクルプラント

デジタル
サイネージ

コージェネ

工場エリア

太陽光発電

都市間
高速鉄道

オフィスエリア

エネルギー
マネジメント
センター

FEMS※3

HEMS※2

CEMS※4

HEMS※2

BEMS※1
BEMS※1

※1 BEMS : Building Energy Management System（ビル エネルギー マネジメントシステム）
※2 HEMS : Home Energy Management System（ホーム エネルギー マネジメントシステム） 
※3 FEMS : Factory Energy Management System（ファクトリー エネルギー マネジメントシステム）
※4 CEMS : Community Energy Management System（コミュニティ エネルギー マネジメントシステム）
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TOPICS

フランス・リヨン市
スマートコミュニティ
実証事業PJ     

デリームンバイ産業
大動脈構想PJ
（ハリアナ州マネサール）     

中東欧（ブルガリア）
スマートコミュニティ
事業調査PJ

宮古島：離島独立型系統連系
新エネルギー導入実証PJ

江西省共青城市における
スマートコミュニティ実証PJ

負荷平準化機器
導入効果実証事業

次世代エネルギー・
社会システム
横浜市地域実証PJ

ニューメキシコ州
日米スマートグリッド
実証PJ  

次世代エネルギー・
社会システム
豊田市地域実証PJ     

次世代送配電最適
制御技術実証 

天津地区
環境都市PJ

chap4

スマートコミュニティ実証事業への参画

横浜市における実証事業

フランス リヨン市における実証事業

世界各地で地域の事情やニー
ズに合ったスマートコミュニティ
の検討が進められています。
東芝グループでは、さまざまな
タイプのプロジェクト、実証事
業に参画しています。

経済産業省 次世代エネルギー・社会システム実証
事業「横浜スマートシティプロジェクト」
横浜スマートシティプロジェクトでは、21世紀の課題

である「地球温暖化への対策」「CO2削減に向けた化
石燃料依存からの脱却」をめざし、快適なエコライフスタ
イルの確立、地域ぐるみでのエネルギー有効活用の仕
組みづくりに取り組んでいます。

特徴の異なる3地区（みなとみらい21、港北ニュータ
ウン、横浜グリーンバレー）で、太陽光発電、蓄電池、電
気自動車を導入し、需要家サイドの制御を行うデマンド
レスポンスを実証します。当社は地域全体（CEMS）、ビ
ル（BEMS）、家庭（HEMS）のそれぞれのエネルギーマ
ネジメントシステムの開発と実証事業を担当します。　
（下図で◎および○印が東芝が関わる事業を表しています※）

需要家側蓄電池

需給調整用蓄電池 蓄電SCADA

CEMS

戸建HEMS
集合住宅HEMS

マンションHEMS

戸建HEMS

スマートBEMS

オフィスビルBEMS

統合BEMS

情報NW

スマートBEMS
商業施設BEMS

GDC

充放電EV

充電ステーション

蓄電SCADA

BEMS

CEMS

EV

HEMS

※ ◎ 東芝単独請負
　 ○ 東芝共同請負

○

○

○

○

◎◎

◎

◎

出典 : 横浜スマートシティプロジェクトご提供資料

出典 : SPLALYON CONFLUENCE
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新エネルギー・産業技術総合開発機構「NEDO」の実証事業
フランス第二の都市リヨン市。ローヌ河とソーヌ河の合流点からTGVペラー

シュ駅にかけて広がる150ヘクタールのコンフルエンス再開発地区において、
省エネルギー、再生可能エネルギーの大量導入および次世代自動車（電気自
動車）の普及を見据え、スマートコミュニティの実証事業が行われる予定です。
東芝では再生可能エネルギーと省エネ制御を導入するビルの運営、電気自

動車の利用最大化を図るカーシェアリングシステムの導入、充電スタンド管理
や、住宅・ビルなどを対象としたエネルギー消費監査の仕組みの構築等の実
証事業の事前調査に参画しています。



既存発電所

系統電源と再生可能
エネルギー電源の
協調運用

水力・火力・原子力など

連系点

太陽光発電 風力発電
電力用蓄電池
システム

蓄電池 蓄電池

分散型電源

μEMS

μEMS

CEMS

CEMS
電気自動車（EV）
ライトレール
新交通システム

充電スタンド

社会インフラ
工場

戸建住宅

オフィス/商業施設
マンション

熱需要

コージェネ
電源

スマート
メータ

スマート
メータ

スマート
メータ

スマート
メータ

熱熱

CEMS、μEMSからスマートメータへ負荷制御を指令
（デマンドレスポンスプログラム）

スマートグリッド

Green by
Technology エネルギー・環境技術

スマートコミュニティによる低炭素社会の実現
地域電力インフラ
低炭素社会の実現のためには自然エネルギーの活用と省エネ化の取り組みが必要となります。特に、太陽光や風
力などの自然エネルギーは天候に左右されるため、適切に電力系統へ取り込むことが必要で、省エネ化の取り組み
では、家庭やビル、工場の使用電力量の「見える化」と最適制御が求められます。また、電気自動車や充電スタンド
の普及も地域エネルギーに及ぼす影響は大きく、これらの取り組みには「地域電力インフラ」と呼ぶ新しい仕組みが
必要となりますが、東芝グループでは、次世代エネルギー需給バランスを最適化する仕組みづくりに取り組み、低炭
素社会の実現に貢献していきます。

次世代送配電網スマートグリッド

太陽光、風力発電などの自然エネルギーは気象条件によっ

て発電量が大きく変動するため、大量に導入された場合、配

電系統の周波数や電圧に影響があり、的確な制御が課題で

す。東芝では、需要予測と発電予測の機能に加え、蓄電池を

活用した出力制御機能を組み合わせ、コミュニティ規模でのエ

ネルギー制御システムを確立し、実際に実証を行った実績があ

ります。例えば、宮古島では、沖縄電力（株）様が2010年秋か

ら離島マイクログリッドシステムとして導入していますが、規模

が小さい電力系統に大型太陽光発電と風力発電の発電量

が逆潮流※で取り入れられる中、定置型蓄電池設備を活用し

て、適切に制御し、安定稼動を実現しています。

グリッド監視制御装置（μEMS※）

地域の発電・供給状況を監視・制御する

スマートグリッドの頭脳にあたるコア技術の

一つが、グリッド監視制御装置μEMSです。

グリッド内で生じる電力の変動をグリッド内で吸収し、電力系統へ

の影響を小さくする電力需給制御技術で、総合エネルギー需給計

画、経済負荷配分制御、リアルタイム負荷周波数制御機能の3つ

の機能で構成されています。特に、今後、需要サイドの大きな変動

要因ともなる電気自動車などの新交通システムの大量導入に当た

り、需要予測と制御が重要です。東芝は、新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）が米国ニューメキシコ州政府と協力して行

う実証事業をはじめ、中国江西省共青城市での実証事業を受託

し、最適制御の取り組みを実践しています。
※ μEMS（Micro Energy Management System）

※太陽光発電システムなどの発電設備で発電した余剰電力が電力会社の電力網（電力
系統）に逆流すること
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HEMS

戸建住宅

（双方向ICT通信）
ICT：Information and Communication Technology

通信網

電力網

スマートメータ
家庭用太陽光パネル

ホームゲートウェイ

ホームアプライアンス
（情報家電）

EV 蓄電池 燃料電池

電力網
通信網

chap4

HEMS（家庭）、BEMS（ビル）、FEMS（工場）

東芝では、家庭、ビル、工場など施設、規模に応じてエネル

ギーを最適管理するシステムを商品化し提供しています。

HEMSであれば、各家電製品、BEMSやFEMSであれば各

設備機器をネットワークでつなぎ、電気使用状況の見える化や

最適な運転状態への自動制御を行います。今後、スマートメー

タやスマートグリッドと連携した先進のマネジメント機能の開発

に積極的に取り組み、スマートコミュニティ実現に向けて、さまざ

まな運営サービスも含め、提供していきます。

CEMS（地域全体）

スマートグリッドで期待される新機能の一

つが供給側で需要側の制御を行うデマンドレ

スポンスによる需給調整です。そのためには個々のビル、家庭に

設置されたエネルギーマネジメントシステムの情報を収集し、地

域全体で調整を行う新しいシステムが必要となります。例えば、

地域内の複数のビルをグループで管理し、エネルギー融通、協

調制御の仕組みを開発します。リアルタイムでの負荷把握と需

要側に無理のないデマン

ドコントロールを行い、「我

慢の省エネ」から「賢い省

エネ」を実現します。

燃料電池

家庭用燃料電池（エネファーム）は家庭で発電する「ミニ発電

所」です。送電ロスがなく、反応によって生じる熱も給湯に利用

できるなど、家庭からのCO2排出量削減に期待が高く、2009年

度の販売開始から国内で普及が進んでいます。東芝グループで

は、長年にわたり蓄積した実績とノウハウをベースに、業界では

唯一の都市ガス/LPガス兼用をはじめ、軽量コンパクトで、耐久

性、コストなど業界をリードする製品開発を行ってきました。また今

般さらに、外気温－20℃での設置・運転を可能とした寒冷地対

応機種や、国産天然ガスに対応す

る機種など、国内の幅広いニーズに

お応えできるよう、適用範囲を広げた

ラインナップ拡充を行いました。

二次電池 SCiBTM

二次電池SCiBTMは、電力貯蔵用、電動

自動車用、家庭向蓄電用をはじめさまざまな用途で適用可能な

バッテリーとして注目されています。電力貯蔵用のバッテリシステ

ムは、高い安全性に加え、ロングライフ、高効率なシステムが求

められます。そこで、東芝では安全性、長寿命性などに優れた二

次電池SCiBTMを開発、これをバッテリシステムに適用すること

で、電力貯蔵用途で求められる性能を実現しました。

また車載用では、急速充放電性能、長寿命（サイクル）性能、

低温下での充電・走行性能を実現、三菱

自動車工業（株）様の新世代電気自動車

「i-MiEV（アイ・ミーブ）［M］」、および

「MINICAB-MiEV（ミニキャブ・ミーブ）」

に搭載が決まりました。

スマートメータ

スマートメータは、電力に関するデータの収集

を行い、電力使用量を電力事業者に送信でき

る高機能電力メータです。ビルや家庭で消費する電力量をリアル

タイムにデータ化し、ネットワークで電力事業者に提供することが

できる一方で、収集したデータにより、需要家は電気料金をリア

ルタイムに把握することができます。また、双方向通信が可能で、

グリッド監視制御装置から負荷を制御する指令を受信し（デマンド

レスポンスプログラム）電力消費機器の稼動制御につなげること

で需要家の電力消費を削減することなどができます。東芝は、ス

マートメータ市場で世界No.1シェアを誇るランディス･ギア社（本

社所在地:スイス）を2011年7月に東芝グループの一員として迎

えることにより、グローバル規模でスマートコミュニティ事業を展開

する体制を整えました。

コミュニティ内でエネルギーを融通（CEMS）

家庭用燃料電池（エネファーム）

SCiBTM搭載
車載用電池モジュール
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Green by
Technology エネルギー・環境技術

ITSスポットサービス

無瞬断パワーユニット

鉄道エネルギーマネジメントシステム

駅グリッド

環境調和型鉄道システム

安全運転支援システム

HEMS EV受給電システム

永久磁石同期電動機（ＰＭＳＭ）システ
ム、ディーゼルエンジン発電機と蓄電池
を動力源とするハイブリッド入換機関車
を実用化。従来のディーゼルエンジンを
搭載した機関車と比べ、排出ガスは約

60％、騒音レベルは約２０ｄＢの低減を実現。ＣＯ２排出量もエ
ンジンの効率的運転と回生ブレーキの活用により大幅な低減
が可能になります。

EV/HEV/PHEV
ドライブシステム

高効率モータ、小型高出力インバータ、高い
安全性・長寿命で急速充電が可能なバッテ
リーによるドライブシステムをトータルで提
供が可能です。

歩行者、自転車、車両を画像検知、接触事故の
可能性を判断して、表示装置または、ITSス
ポット対応カーナビに対して注意喚起情報を
提供しています。

2011年春よりITSスポット対応カーナビ向
けに広域ルートガイダンス、安全運転支援情
報の提供開始。さらなるサービス提供も計
画されています。

HEMSでEV/PHEVの充放電をコントロール
し、非常用の電源として活用。

HEMS

情報
機器

ホーム
分電盤

家電
機器

EV充電
システム

太陽光
発電
システム

バッテリ

ホームITシステム

自然エネルギーや回生エネルギーの有効利用を進め、低炭素社会を実現。

自然エネルギー利用

制御
装置

商用電力系統

電圧・電流・
受電電力量

電力供給
要求

発電計画・実績
充放電制御
設定値

風力発電 太陽光発電

蓄電池

蓄電池 蓄電池

← 位置・速度エネ
　 ルギー消費量

→ 運転指示エネ
 　ルギー指示

変電所
設備

双方向
変換器

系統連係

駅・駅構内商業施設 変電所
変電所
電力制御

変電所

回生
電力

鉄道沿線設備
（信号など）

中央システム
（エネルギー使用計画）

車両EMS

情報の流れ

電力の流れ

太陽光発電

↓ 使用電力設定
↑ 電力量、電圧電流
　 実績値

↓ 電力供給分担
↑ 電力量、電圧、電流

車両感知
センサ

歩行者・自転車
車両

歩行者・自転
車感知センサ

表示装置2
「歩行者に車両接近を通知」

表示装置1
「車両に歩行者接近を通知」

プロープ統合

VICSセンター

DSRC路側無線装置

プロープ装置

各種センサー

スマートコミュニティによる低炭素社会の実現
水インフラ

交通インフラ

鉄道や自動車はCO2の排出量が少ない次世代の電動車両に進化しています。
東芝は電気エネルギーと情報をスマートコミュニティでつなげ、低炭素社会の実現のために自然エネルギーを有効に活用し、地球

温暖化防止に寄与する「交通インフラ」を提供します。

水インフラ分野では大量のエネルギーを利用しており、節電・省エネルギーが求められています。
東芝は環境に配慮した快適なコミュニティ実現のために、高度な制御システムや新しい発想の技術を取り入れ、省エネルギー化・廃

棄物削減など、環境への負荷低減に取り組みつつ、持続可能な水循環システムの構築に貢献しています。

上下水道監視制御システム
広域化、省力化、省エネルギー化が必要とされてい
る上下水道事業に対し、中・大規模監視制御システ
ムＴＯＳＷＡＣＳＴＭシリーズや小規模監視制御システ
ムＷＡＴＣＨＩＮＧＴＭシリーズなどを提供。遠方にある
複数の施設をリアルタイムで詳細に集中監視する
ことで、運用業務の負荷を軽減したり、さまざまな
施設を無駄なく運用することに貢献しています。

省エネルギー型水処理システムの開発
下水処理において、曝気処理は非
常に多くの電力を使用するプロセ
スのため、曝気が不要な省エネル
ギー型水処理システムの開発を推
進しています。有機物分解に酸素
を必要としない嫌気性微生物群を
使用した処理技術により、消費電力
及び、汚泥発生量の大幅な削減を
めざし実証実験を進めています。

工場排水処理システム
工場排水汚泥の多くは排水処理に必要な
薬品（凝集剤）に由来しています。東芝で
は、薬品投入を削減できる再利用可能な
吸着剤（機能粉）とシステム（無薬注ろ過シ
ステム）を提供、薬品使用量・汚泥発生量
を大幅に削減することが可能です。

曝気レス水処理フィールド試験装置
（日本下水道事業団技術開発実験
センター内）

【無薬注ろ過システム】【機能紛】

監視制御システム
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情報インフラ

医療インフラ

スマートコミュニティでは、エネルギーや資源の最適制御のデータ、人・モノ・カネのデータが縦横無尽に行き交うため、その膨大なデータを賢く
コントロールすることが必要です。また、「見える化」を実現するシステム、電力消費をシミュレーションする上での気象観測、交通ソリューションと
しての航空管制用レーダ、膨大な情報処理をするデータセンターなどが地域全体の情報収集・処理する上で重要な役割を果たします。

熱

分散型電源
太陽光発電 風力発電

戸建住宅

MDMS※2

MDMS

気象レーダオフィス／商業施設／マンション

SCMS※1
クラウドサービスクラウドサービス

蓄電池 蓄電池

電力用蓄電池
システム

コージェネ電源

熱需要

μEMS

μEMS

連系点

連系点

基幹系統

連系点

変電所

MDMS

既存発電所
水力発電所
揚水発電所 火力発電所 原子力発電所

双方向ICT通信
ICT: Information and 
Communication Technology

電力網

通信網

空港監視
レーダ工場

地域IT基盤スマートコミュニティマネジメントシステム
東芝では、BEMS,FEMS,HEMS,CEMSなどそれぞれシステム別に機能させるだけでなく、システム全体の情
報の収集・処理・制御と見える化を行うスマートコミュニティマネジメントシステムを開発、大量データをリアル
タイム処理する“Smart Integration Bus”と見える化システムによりコミュニティ全体の管理を実現します。

モジュール型データセンター
東芝では、データセンターに必要な空調・電源をはじめとする各機器の専用モジュー
ル化を進進、従来は構築時に必要であった建屋やフロアの設計・工事が不要になり、
省エネルギー・省スペース・短期間構築を実現、2011年4月に商品化しました。

気象レーダ
局地的集中豪雨の状況観測や予測には広域をカバーする出力と周波数を持つレーダが必要なため、消
費電力の増大や機器の大型化が課題です。東芝では、電波を生成するデバイスを従来の電子管から半導
体を用いた高度な信号処理技術にすることにより、低消費電力化と筐体サイズの半減を実現しました。

航空管制に必要な空港監視レーダでも省エネルギー・省スペース・省メンテナン
スが求められており、東芝では、フルデジタル化技術により低消費電力化、筐体サ
イズの半減、ライフサイクルコスト低減を実現しました。

空港監視レーダ

コミュニティの医療インフラでは、予防をしているという手応えを自宅
で感じることができ、身近な施設で正確な検査と診断をいつでも受け
られる、継続的な予防の仕組みとそれらを結ぶ検査・診断の体制が必要
となります。東芝グループではＸ線ＣＴ装置や超音波診断装置などの環
境にも配慮した最新の画像診断装置の提供をはじめ、病院と診療所と
の連携システムを組み合わせ検査から治療支援までの仕組みづくりの
サポートが可能です。

高齢化の進展と検査・医療水準の向上により、がんと診断される患者数が
年々増加しています。この治療に対し、近年期待が高まっているのが、切らず
に治せる放射線照射による治療方法で、特に、炭素イオンを加速器で加速し
て身体の深部のがん病巣を狙い撃ちにする重粒子線治療は、その治療効果
の高さと病巣近隣の正常部位に対して悪影響が少ないという特徴と、治療
期間が短くなることから注目されており、当社でも開発を推進しています。

予防
1

治療
4

診断
3

検査
2

6
介護・
在宅医療

予後・
リハビリ

5

検査・診断システム

次世代重粒子線治療システム

診断から治療まで

検査から診断まで

※1 SCMS : Smart Community Management System（スマートコミュニティマネジメントシステム）
※2 MDMS: Meter Data Management System(メータデータ管理システム）

高齢化が急速に進む社会では、高齢になってもアクティブな活動が維持できるようにヘルスケアの仕組みが重要となります。そ
のためには日頃の予防から、検査、診断、治療、リハビリに至るまでのヘルスケアプロセスを暮らしの中心であるコミュニティのインフ
ラとして組み込み、安心して生活できる環境をつくる必要があると考えています。
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Chapter5

2010年度の活動ダイジェスト

環境経営の
基 盤

GreenManagement

57 東芝グループ 環境レポート2011

東芝グループの環境方針
東芝グループは、環境を経営の最重要課題の一つとして位

置づけ、環境経営を推進しています。また「経営理念」に沿っ

て、環境に関する具体的な考え方を示した「環境基本方針」を

定め、グループ全体で共有しています。

環境マネジメント体制/リスク・コンプライアンス

環境マネジメントシステム/環境教育・資格

業績評価制度/環境表彰制度

環境監査

環境会計

グローバルに広げるコミュニケーション

情報発信

ステークホルダー・ダイアログ

環境キャンペーンへの参画

社外からの評価

P59

P60

P62

P61

P63

P65

P67

P68

P68

P70

●環境経営推進機構の取り組み強化
●2010年度環境にかかわる法令違反なし

●ISO14001認証取得をグローバルで展開、取得率100%
●教育内容を毎年見直し、評価基準を厳格化して監査を実施

●環境経営度評価結果を、カンパニー・主要グループ会社各社の
業績評価に反映

●環境表彰制度で優秀賞1件、優良賞3件を表彰

●2010年度累積監査件数が2,500件を超える

●設備投資、費用ともに増加
●環境経営施策ごとの費用対効果を比較

●各地域でさまざまな環境コミュニケーションを展開

●「東芝グループ環境レポート2010」が、
「第14回環境コミュニケーション大賞」などで受賞
●Facebookを活用した環境訴求を開始
●節電方法を紹介するCM・ホームページの公開
●世界各地の展示会での環境訴求
●126拠点のサイトダイジェストレポートを開示

●米国で第3回ステークホルダー・ダイアログを開催

●CO2削減/ライトダウンキャンペーン、アースアワー2010で、
世界各地の施設の消灯を実施

●超音波診断システムAplio™ MX（SSA-780A）が、
第7回エコプロダクツ大賞で受賞

●一般白熱電球製造中止広告が、
第59回日経広告賞・第30回新聞広告賞などで受賞

健全性と誠実さを意味する
“インテグリティ”を重視し
環境経営を推進します。

1. 人を大切にします。
東芝グループは、健全な事業活動をつうじて、

顧客、株主、従業員をはじめ、すべての人々を大切にします。

2. 豊かな価値を創造します。
東芝グループは、エレクトロニクスとエネルギーの分野を
中心に技術革新をすすめ、豊かな価値を創造します。

3. 社会に貢献します。
東芝グループは、より良い地球環境の実現につとめ、
良き企業市民として、社会の発展に貢献します。

　東芝グループは、「“かけがえのない地球環境”を、健全な状態で次
世代に引き継いでいくことは、現存する人間の基本的責務」との認
識に立って、東芝グループ環境ビジョンのもと、豊かな価値の創造と
地球との共生を図ります。低炭素社会、循環型社会、自然共生社会
を目指した環境活動により、持続可能な社会の実現に貢献します。

◆環境経営の推進
・環境への取り組みを、経営の最重要課題の一つとして位置付け、経済と調和さ
せた環境活動を推進します。
・事業活動、製品・サービスに関わる環境側面について、生物多様性を含む環境
への影響を評価し、環境負荷の低減、汚染の防止などに関する環境目的および
目標を設定して、環境活動を推進します。
・監査の実施や活動のレビューにより環境経営の継続的な改善を図ります。
・環境に関する法令、当社が同意した業界などの指針および自主基準などを遵守します。
・従業員の環境意識をより高め、全員で取り組みます。
・グローバル企業として、東芝グループ一体となった環境活動を推進します。
◆環境調和型製品・サービスの提供と事業活動での環境負荷低減
・地球資源の有限性を認識し、製品、事業プロセスの両面から有効な利用、活用を
促進する、積極的な環境施策を展開します。
・ライフサイクルを通して環境負荷の低減に寄与する環境調和型製品・サービスを
提供します。
・地球温暖化の防止、資源の有効活用、化学物質の管理など、設計、製造、流通、
販売、廃棄などすべての事業プロセスで環境負荷低減に取り組みます。

◆地球内企業として
・優れた環境技術や製品の開発と提供、および地域・社会との協調連帯により、
環境活動を通じて社会に貢献します。
・相互理解の促進のために、積極的な情報開示とコミュニケーションを行います。

東芝グループ経営理念

東芝グループ環境基本方針

東芝グループは、人間尊重を基本として、豊かな価値を創造し、
世界の人々の生活・文化に貢献する企業集団をめざします。
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東芝グループは、「エコ・リーディングカンパニー」をめざし、Green of Process、Green of Product、Green by Technologyの

3つの側面から環境経営に取り組んでいます。これらを支える基盤としてマネジメントや環境コミュニケーションを継続的に向上させ

る取り組みを、Green Managementとして推進しています。 

環境経営を推進する基盤として、「環境基本方針」を策定し、基本方針にのっとり達成すべき数値目標を掲げた「環境ビジョン」

と、その実現のための行動計画である「環境アクションプラン」を設定しています。

マネジメントでは、法令遵守の最優先はもちろんのこと、全従業員に対する環境教育を実施しています。また、ISO14001の認証

取得を進めるとともに、独自の環境監査システムによって環境経営・環境調和型製品の開発・事業場の環境活動のチェックと、活

動レベルの向上を図っています。さらに、環境にかかわる取り組みへのインセンティブとして、組織・チーム・個人を対象とした環境表

彰制度、カンパニー・主要グループ会社を対象とした業績評価制度を設けるなど、活動レベルの継続的な向上を図っています。 

環境コミュニケーションでは、生産活動や製品・サービスの環境側面についての情報発信とともに、ステークホルダーとの協働や

社会貢献活動などを、世界各国、各地域で展開し、共に環境問題を考える取り組みを進めています。

東芝グループ経営理念

ビジョン達成の行動計画環境ビジョン

詳細はP9へ

環境アクションプラン

Ｇｒｅｅｎ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ

総合環境効率の改善度
2010年度 2011年度 2012年度

目標 実績 評価 目標 目標
2.0 2.26 +0.26［達成］ 2.16 2.3

製品の環境効率向上 指標
2010年度 2011年度 2012年度

目標 実績 評価 目標 目標

環
境
調
和
型
製
品
の
提
供

環境調和型製品の提供

製品のファクター 2.2 2.44 +0.24［達成］ 2.38 2.55

環境調和型製品の
売上高比率

60% 70% +10%［達成］

70% 80%社会インフラ分野の環境調和型製品の売上高比率が向上し、目標を達成
しました。

「エクセレントECP」の
創出件数

15製品 16製品 +1製品［達成］
20製品 25製品パソコンや空調機器など環境性能No.1製品のラインアップが拡充し

目標を達成しました。

製品による温暖化防止 「エコプロダクツ」による
CO 排出抑制効果

630万t 400万t －230万t［未達］

680万t 730万t環境性能No.1製品の開発を進め、対前年からの改善幅で計画を上回っ
たものの、2008年からの世界経済の急激な悪化による落ち込みが影響
し、目標に未達となりました。

特定化学物質の全廃 製品に含まれる
特定15物質 全廃率

全廃 全廃 ［達成］
全廃 全廃

全製品において全廃を達成しました。

詳細はP12へ

● ステークホルダーへの情報発信
● 地域社会への情報発信　　
● ステークホルダーとの
   双方向コミュニケーション
● 社会貢献活動の推進
● ステークホルダーとの協働

● 推進体制の構築
● 環境法令の遵守
● ＩＳＯ１４００１
● 環境経営情報システム
● 環境教育
● 環境監査システム
● 業績評価制度・環境表彰制度
● 環境会計 詳細はP59へ

詳細はP65へ

コミュニケーションマネジメント

環境基本方針

●商品・サービスの
　環境情報の提供●環境関連の

　政策への
　提言、協力など

●環境教育
●社会貢献活動への参画

●工場の環境情報開示
●対話会、工場見学会など

●適時、適切な環境情報の提供

●継続的な対話
●社会貢献活動
　　などの協働

●グリーン調達に
　関する情報共有

お客様

環境経営を推進する基盤

株主・投資家 地域社会

政府・自治体

調達取引先NPO・NGO

従業員
モノづくりの
環境配慮

Green
ofProcessGreen
ofProcess

 エネルギー・
環境技術

Green
byTechnology

製品の
環境配慮

Green
ofProduct



Green Management

環境マネジメント体制
環境経営推進体制

東芝グループでは、グループ全体でグローバルに環境経営

を推進しています。環境経営の柱は（1）環境マネジメント体制

の強化、（2）環境調和型製品・サービスの提供、（3）環境に配

慮した生産・販売・プロセスの構築、（4）環境コミュニケーション

の推進であり、これらを中心に積極的な活動を行っています。

環境経営は、環境担当役員がグループ全体を統括し、社内カ

ンパニーや主要グループ会社社長へ指示を出すことで推進され

ます。環境経営に関する具体的な施策立案はコーポレートスタ

フの環境推進部が行います。さらに、環境部門だけでなく全社を

横断して環境経営の推進・強化を図ることを目的として、環境担

当役員直属の「東芝グループ環境経営推進機構」を組織して

います。この組織は、東芝グループの事業・サービスを環境の観

点から直接支援する役割を担う部門で構成されており、経営企

画部（経営・企画）、技術企画室（開発・設計）、調達部（調達）、

生産企画部（生産）、ロジスティクス企画室（物流）、営業企画室

（販売・回収）、広告部（広告）の7部門に環境推進部を加えた8

部門がCFT（クロス・ファンクショナル・チーム:部門横断的チー

ム）で環境経営施策を推進しています。

環境リスク・コンプライアンス

●環境法令の遵守
東芝グループは大気・水域への環境負荷排出などについて、法

律の規制より厳しい自主管理値を設定し、事業場ごとに遵守してい

ます。社内環境監査（詳細はP61へ）では、潜在的な環境リスクを

洗い出し、環境事故の未然防止に努めています。社内監査におけ

る各サイトの結果や新しい法規制の動向、他社で起こった事故の

事例などをグループ内で共有し、包括的な活動を展開しています。

2010年度は東芝グループで環境にかかわる法令違反はあ

りませんでした。各事業場の遵守状況は、ホームページで詳し

く公開しています。

●環境リスクへの対応
多様化するリスク案件については、社長直轄のリスク・コン

プライアンス委員会で対応策を検討しており、環境リスクにつ

いても同委員会で予防措置を講じています。

万が一環境リスクが顕在化した場合には、環境担当役員の指

示のもと、ただちに環境推進部と各カンパニー、主要グループ会

社、サイトの環境推進責任者ならびに関係者が連携して、情報の

共有や関係各所の再点検、再発防止策などの対応を実施します。

環境経営に関する全社を統括した意思決定機関は「コーポレー

ト地球環境会議」です。環境担当役員が議長を務め、経営幹部、各

社内カンパニーや主要グループ会社の環境経営責任者、海外の地

域総括環境推進者が参加し、年2回開催されます。会議では、環境

問題についての経営・技術開発・生産・販売にかかわる環境諸施策

の提言や、環境ビジョン達成に向けた環境アクションプランの進捗

状況の確認・フォローを行い、方向性や計画を審議し、決定します。

同会議の下に、環境に調和した製品や技術開発を推進する

「ECP（環境調和型製品）推進委員会」と、事業活動における

環境負荷低減を推進する「事業系環境推進委員会」、社内外

への双方向での情報伝達に関する「環境コミュニケーション推

進委員会」を設置し、詳細計画の策定、課題の洗い出しや解

決策の検討などを行い、全社を横断した情報共有を図っていま

す。さらに、各委員会の下ではテーマを定めた専門委員会活動

が行われ、多方面にわたる幅広い活動が展開されています。

●グローバル環境マネジメント体制の強化
東芝グループでは、グループ全体で環境経営を推進してい

ます。グローバルでは、欧州、米州、中国、アジア・オセアニア

の4地域に地域総括環境部門を設置し、各地域における環

境施策の策定、法規制動向の把握・共有や地域のグループ

会社に対する環境面での協力・支援を行っています。

また、東芝独自の「東芝総合環境監査システム」（詳細は

P61へ）を構築し、海外のサイト環境監査を行う地域監査員

の育成などを通じて、東芝グループにおける環境経営をグロー

バルに推進しています。

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ス
タ
フ

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ス
タ
フ

社長

環境担当役員

環境推進部

海外現法

海外事務所

関係会社

事業場

事業部

事業場

その他コーポレートスタフ

経営企画部（経営・企画）
技術企画室（開発・設計）

調達部（調達）
生産企画部（生産）

ロジスティクス企画室（物流）
営業企画室（販売・回収）

広告部（広告）

カンパニー／主要グループ会社
社長

カンパニー／主要グループ会社
環境推進責任者

海外総代表

地域総括環境推進者

コーポレート地球環境会議

東芝グループ環境経営推進機構

カンパニー地球環境会議 海外地域別地球環境会議

ECP推進委員会

事業系環境推進委員会

環境コミュニケーション推進委員会

海外グループ会社

海外グループ会社海外グループ会社

中国地域
総括会社
中国地域
総括会社
中国地域
総括会社
中国地域
総括会社

東芝
欧州地域総括会社欧州地域総括会社欧州地域総括会社欧州地域総括会社 米州地域総括会社米州地域総括会社

アジア・オセアニア地域総括会社アジア・オセアニア地域総括会社アジア・オセアニア地域総括会社アジア・オセアニア地域総括会社

海外グループ会社
■ 東芝グループの環境経営推進体制

■ グローバル環境経営ネットワーク
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chap5

環境マネジメントシステム（ISO14001）

環境経営の推進にあたっては現場での取り組みも重視して

おり、1997年までに（株）東芝の国内事業場全16ヵ所で

ISO14001の認証を取得し、現在まで維持しています。また、東

芝グループ全体についても、2011年6月現在対象となる205の

すべての拠点においてISO14001認証を取得しています。今後

の事業拡大にともなって新たに対象範囲となる海外拠点などに

ついても、順次ISO14001認証の取得を進めます。

東芝セミコンダクター&ストレージ社、電力システム社、東芝エ

レベーター（株）などでは、本社、営業拠点、工場およびグループ

会社も含め統合認証を推進するなど、カンパニー、グループ会社

で一体となった環境マネジメントシステムを構築しています。

環境教育・資格

環境活動の水準を高めるため、全従業員を対象に環境教育

を実施しています。教育は（1）階層別教育、（2）一般教育、（3）

専門分野教育、（4）ISO14001教育で構成されており、役職・

職能・専門性に応じたカリキュラムが組まれています。すべての

教育では、毎年内容の見直しを行い、常に最新の情報共有を

行っています。

2011年度からは、従来の環境教育体系に加え、営業部門、

技術部門などの職能別環境教育や生物多様性ポテンシャル

評価手法教育なども計画しており、環境にかかわる専門教育

の充実を図ります。

外部団体などへの参画

東芝グループは、業界団体、行政、国際機関、NGO・NPOな

ど、外部団体への積極的な参加と連携を進めています。国連グ

ローバルコンパクトやWBCSD（持続可能な発展のための世界

経済人会議）、EICC（電子業界行動規範）、IEC（国際電気標

準化会議）などのメンバーとしてグローバルに活動し、持続可能

な社会の実現に貢献することをめざしています。

1993年より実施している東芝総合環境監査システムの監

査員を社内で養成しています。サイト監査員の養成プログラム

では、集合教育と実地研修、筆記試験によって一次合格者が

決まります。一次合格者は、実際の監査に補助要員として参

加し、レポート提出をもって監査員資格が認定されます。技術

監査は集合教育、筆記試験により監査員の資格認定が行わ

れます。2010年度はサイト監査員20名、技術監査員8名、海

外地域監査員9名が認定され、現在の有資格者数は308名

となっています。

環境経営情報システム

環境経営の推進に不可欠な環境関連のデータを収集・管理

するシステムとして「環境経営情報システム」を構築し運用して

います。

「環境経営情報システム」では、事業活動を行う上で必要な

エネルギー使用量や、廃棄物発生量などのパフォーマンスデー

タだけでなく、環境会計やサイト環境監査の結果についても登

録し、一元管理できるようになっています。また、対象は東芝グ

ループの環境経営範囲である連結対象子会社（2010年度は

498社）をカバーしており、世界各国からのアクセスが可能となっ

ています。

階層別教育 一般教育 ISO14001教育
専門分野教育

「社内監査員
資格認定教育」

•サイト監査員

•技術監査員

ECP教育 社内環境
監査員教育

管理者教育

一般者教育

環
境
適
合
設
計
入
門

ｅ
|

ラ
ー
ニ
ン
グ（
全
社
共
通
）

環
境
リ
サ
イ
ク
ル
設
計
実
践

一
般
教
育（
全
員
・
事
業
場
）

内
部
監
査
員
養
成
教
育

特
定
従
業
員
教
育

新入社員教育

環境
マインド
養成講座

新入社員の
ための
環境教育

教育（1日）

実地研修・筆記試験（1日）

一次合格

監査補助（2日間×2回）

監査レポート提出（2回）

監査員認定

●必要とされる知識
・地球環境問題
・環境問題関連法規
・ISO環境マネジメントシステム
・環境科学・環境技術
・東芝の環境推進規程・構造物指針　
　　　　　　　　　　　　　 など

●監査員要件
・課長級以上の役職者
・経験と力量により、主任監査員、
 監査員、監査員補の三階層

●その他
・教育は1回/年実施
・2010年度合格率約67％

サイト監査員： 167名　
技術監査員： 101名

海外地域監査員： 40名

2010年度東芝グループ有資格者数

東芝インターネット東芝インターネット

ISO14001取得拠点一覧はホームページに掲載しています。
http://www.toshiba.co.jp/env/jp/management/iso14001_j.htm

■ ISO14001取得拠点一覧

■ グローバル対応システム

■ 環境教育体系図

■ 環境監査員の養成（サイト監査）

対象拠点 取得拠点 取得率
（株）東芝事業場 16 16

100%

国内製造拠点 79 79
国内非製造拠点 46 46
海外製造拠点 53 53
海外非製造拠点 11 11

計 205 205
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Green Management

環境監査
東芝総合環境監査システム

東芝グループでは、1989年に初の環境監査を実施して以

降、1993年度からグループ独自の基準による東芝総合環境

監査システムを構築し、運用してきました。当時の監査システ

ムは、（1）システム監査（環境活動推進体制など）、（2）現場

監査（環境関連施設の社内基準遵守状況など）、（3）VPE監

査（ボランタリープランの達成状況）、（4）技術監査（製品環

境マネジメントシステム、環境パフォーマンスなど）の4項目から

なり、各事業場で2日間かけて実施されました。最大の特徴は

現場監査で、東芝が重視する「現場主義」の考え方を反映し

ており、現在のサイト環境監査に受け継がれています。

1995年度からは製品環境技術監査を独立させました。また、

2004年度からは環境経営監査を開始し、各社内カンパニー、

主要グループ会社での環境経営の実践度を評価しています。

2006年度からは、これら複数の監査を統合し、（1）社内カ

ンパニーおよび主要グループ会社10社を対象とした環境経

営監査、（2）約40事業部を対象とした製品環境技術監査、

（3）非製造拠点や非連結会社の一部を含む169サイトを対

象としたサイト環境監査の3つを実施しています。サイト環境

監査の対象外としている比較的環境負荷の低い拠点でも、同

じ基準を用いて各カンパニー・グループ会社内でセルフ監査

（自己点検）を行っています。

これら3つの監査では、毎年監査項目を見直し、評価基準を

厳格化しています。2011年度は、約20の新規項目を追加す

るとともに、5段階のレベル評価について見直しを行いました。

各監査項目について現時点における要求レベルを「3」、将来

の姿を「5」と設定することで、東芝グループの現状を評価する

とともに、将来に向けた強化にもつなげていきます。

セルフ監査も含め監査件数は年々増加傾向にあり、1993

年度からの累計では2,500件を超える監査を実施しています。

また、監査を実施するための監査員も社内で養成しています

（教育プログラムはP60へ）。

●環境経営監査（チェック項目総数:71項目）

■ 東芝グループの環境監査体系

■ 東芝総合環境監査実績の推移

⑤情報表示・
コミュニケーション

④製品・サービス

③事業プロセス

②法令遵守・
リスク管理

①環境方針・
システム

総平均
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サイト環境監査：A
現場監査：A

サイト環境監査：A
現場監査：B

サイト環境監査：B
現場監査：B

サイト環境監査、
現場監査の

いずれかがC以下

サイト環境監査：B
現場監査：A

レベル評価

A:東芝トップレベル

B:ハイレベル

C:東芝要求事項充足

D:遵法事項充足

E:遵法事項欠落

⑦全員参加と
啓発活動

⑥循環型社会
への対応

⑤製品含有化学
物質の管理　

④製品アセスメントの
推進

③ＥＣＰ基準の
適用　

②環境効率
　　評価の推進

①基本方針と推進計画

③（環境）重点
調査項目

②-5 有害化学
　　物質削減

②-4 製品温暖化対策 ②-3 リサイクル設計

②-2 リユース
　　設計　

②-1省資源
　　 設計

①製品環境情報開示

技術監査・ＥＭＳ監査 製品・技術監査

10.0

5,0

0.0

10.0

5.0

0.0

10.0

5,0

0.0

10.0

5.0

0.0

■ 東芝総合環境監査結果（2010年度）

●製品環境技術監査（チェック項目総数:46項目）

●サイト環境監査（チェック項目総数:223項目）

環境経営監査
対象：カンパニー／
　　主要グループ会社10社

対象：約40事業部、
　　約90製品群

製品環境技術監査

対象：169サイト
サイト環境監査

社 長

事業部 事業部

カンパニー／
主要グループ会社

カンパニー／
主要グループ会社

工
場

事
業
場

ビ
ル

工
場

事
業
場

ビ
ル
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chap5

業績評価・環境表彰制度
業績評価制度

東芝総合環境監査システムに基づき、すべての社内カンパ

ニー・主要グループ会社（10社）に対して環境経営度評価を

行っています。①環境方針・システム、②法令遵守・リスク管

理、③事業プロセス、④製品・サービス、⑤情報開示・コミュニ

ケーションの5項目を数値評価し、各社にフィードバックします。

環境経営度評価の結果は各社の業績評価に反映され、イン

センティブとして機能しています。

環境表彰制度

東芝グループでは、環境経営、環境調和型製品、事業プロ

セス、環境コミュニケーションなどにおいて、環境の観点から著

しい業績を示した個人、グループ、事業場に対する社長表彰制

度として「東芝グループ環境賞」を2003年度に創設しました。

2010年度は各カンパニー・主要グループ会社より厳選され

た33件の応募の中から、優秀賞1件、優良賞3件が選出さ

れ、東芝グループCSR大会（12月）で表彰しました。今回は環

境活動における課題抽出や効果測定など定量的な視点を導

入し、得られた成果に加え取り組みプロセスやコスト削減効果

なども審査対象としました。今後も環境表彰制度を通した環

境経営施策のレベルアップをめざします。

■ 2010年度受賞者

■ 2010年度の受賞内容

■ 東芝グループ環境賞の対象

■ 東芝グループ環境賞選定プロセス

優
秀
賞

東芝LSIパッケージソリューション（株）
「シリコン汚泥有価物化プロジェクトチーム」 

受賞テーマ :

シリコン汚泥高度化リサイクル 

産学官の共同研究プロジェクトを立ち上げ、シリコン汚泥の回収技術とリサイク
ル技術を構築し、廃棄物処理費用を削減するとともに、汚泥の有価物化によって
売却益を得るなど、資源の有効活用に貢献。

優
良
賞

TOSHIBA AMERICA,INC.
（東芝アメリカ社）

受賞テーマ :

Toshiba Earth Day 2010（米国）

東芝アメリカグループ各社と連携し、ニューヨークで行われたEarth Day 40周年
イベントへの参加、タイムズスクエア看板の活用など、クロスメディアによる環境
訴求を行い、東芝グループの環境ブランド向上に貢献。

優
良
賞

(株)東芝電力システム社京浜事業所
「高効率タービン発電機開発チーム」

受賞テーマ : 
世界最大容量の高効率水素間接冷却タービン
発電機の開発

水素間接冷却方式によるタービン発電機の大容量化に成功し、世界最高レベ
ルの発電機効率を達成するなど、東芝グループの環境技術の向上と、地球温暖
化の防止に貢献。

優
良
賞

東芝メディカルシステムズ（株）
超音波事業部

受賞テーマ:

超音波診断装置　APLIOTM MX

最新のイメージングテクノロジーを搭載し、機能を大幅に向上しながら、消費電力
削減、省資源化、化学物質削減などの環境配慮設計を推進した超音波診断装
置を開発することで、エコプロダクツの創出と環境技術の向上に貢献。

環境経営
（体制・仕組み構築など）

環境ビジョン、環境アクション、
事業と連動した環境経営の推進

社内外の環境意識向上施策の推進

環境調和型製品の設計・開発、技術開発、
環境ソリューションの開発
研究開発、設計、調達、製造、販売、物流、
サービス、回収などすべての事業プロセスに
関する環境負荷低減活動

環境調和型製品・
技術・サービス

事業プロセス

環境コミュニケーション

各カンパニー・各社から申請

１次評価

諮問委員会

審査委員会

環境賞 決定（優秀賞・優良賞）

2010年度
応募件数：33件

諮問委員会で
7件に絞り込み

優秀賞：1件
優良賞：3件が決定

①先進性

②独自性

③応用性

④困難度／努力度

⑤経済効果／ブランド向上

⑥環境効果

〈審査基準〉

環境経営監査

業績評価委員会

製品環境技術監査

サイト環境監査

2010年度環境経営度評価基準

5分野13分類15項目

カンパニー・主要グループ会社の業績評価に反映

環境経営監査基準を基に、社内カンパニー・
主要グループ会社各社の環境経営度評価を実施

環境経営度評価結果を業績評価委員会に提案

◆東芝総合環境監査システム

◆環境経営度評価

◆業績評価

①環境方針・システム
②法令遵守・リスク管理
③事業プロセス
④製品・サービス
⑤情報開示・コミュニケーション

シリコン汚泥

硬質ベアリング

シリカ粉
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Green Management

環境会計
●環境経営のツールとして
東芝グループでは、環境経営の推進にあたり、自らの環境

保全に関する投資額やその費用を正確に把握して集計・分析

を行い、投資効果や費用対効果を経営の意思決定に反映さ

せる「環境会計」に取り組んでいます。

東芝グループの「環境会計」の概要を図に示します。東芝

グループでは、製品の消費電力量削減にともなうお客様のも

とでの効果、大気汚染物質などの削減にともなう経済的みな

し効果、将来起こる可能性のあるリスクを未然に回避した効

果、廃棄物処理量やエネルギー使用量の削減にともなう経済

的実質効果の4つの効果について、潜在的な環境リスクの回

避とビジネスチャンスにおけるそれぞれの内部・外部効果とい

う4象限で考え、総合化を進めてきました。今後も環境経営の

指標として活用を進めていきます。

●環境保全コストと効果の推移
2010年度の環境会計は、東芝および子会社498社を対

象にしています。環境保全費用の分類、算出基準は、環境省

の「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠しています。ま

た効果の算出については、環境負荷低減効果を物量表示す

るとともに、金額ベースで算出しています。

環境保全費用については、総額が2009年度より1.7%増

の552億円となりました。地球温暖化防止費用など全般的に

減少しましたが、環境損傷対応コストが大幅に増加しました。こ

れは当社姫路工場およびグループ会社などの土壌汚染修復

費用を計上したものです。当該期間の全研究開発費に占める

環境関連研究開発費の割合は5.4%（2009年度は5.8%）で

した。また、事業別の環境保全費用では半導体・液晶事業を行

う電子デバイス部門が最も大きく費用総額に対し42%を占め

ており、次いで社会インフラ部門が27%となっています。

投資額については総額が2009年度より27%増の102億

円となり、全投資額に占める環境関連投資の割合は4.4%

（2009年度は3.8%）でした。

環境保全効果の総額は前年度から163%減の－581億円

と大幅に減少しました。最大の要因は、（株）シグマパワー有明

の火力発電事業の拡大にともなって環境負荷排出量が増加

し、みなし効果がマイナスに転じたことによります。火力発電は

他の事業セグメントに比べ環境負荷の排出量が非常に大きい

ため、発電事業の影響を除いたみなし効果も表中下段に併記

します。下段のみなし効果は前年度から10%減の311億円でし

た。また、実質効果も前年度比38%減の95億円でした。これら

は生産拡大による環境負荷排出量の増加によって、2010年

度の対前年削減効果が2009年度よりも減少したことに起因

しています。一方、顧客効果は37%増の545億円となりました。

エアコンをはじめとする省エネ家電およびLED照明など、消費

電力の削減効果が大きい製品の販売拡大が寄与しています。

今後も環境保全にかかわるコストを適切に把握し、環境保

全効果のさらなる拡大につながるよう環境経営施策を展開し

ていきます。

■ 環境経営ツールとしての環境会計

■ 環境保全費用・効果の推移（2006年度～2010年度）

■ 環境保全費用の事業別内訳（2010年度）

外部ベネフィット

内部ベネフィット

環境リスク 競争優位環境経営

経済的みなし効果
BOD、F、NOx、SOx

顧客での効果
消費電力など

リスク回避効果
環境構造物、規制対応

経済的実質効果
CO2、廃棄物、用水

環境保全費用
552億円

電子デバイス
42％

社会インフラ
27％

家庭電器
13％

その他
 13％

デジタル
プロダクツ

5％

2010 （年度）

（億円）

2009200820072006

費用 効果 ●リスク
   回避
   効果

●顧客
   効果

●みなし
   効果

●実質
   効果

542
513

607
543 552

●124●124

●88●88

●34●34

●175●175

●99●99

●49●49

●244●244

●97●97

●71●71

●399●399

●345●345

●－1,229●－1,229

●154●154

●545●545

●95●95

●21●21

●19●19

●12●12

●9●9

●20●20

A

B

C

D

A

B

C

D

A

B

C

D

D

A
A

B

B
B

C

A

C

C

D

D
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環境負荷低減量は、2010年度と2009年度の差分を取っています。
※みなし効果は、上段に東芝グループ全体のデータを、下段にシグマパワー有明、シグマパワー土浦を除いたデータを掲載しています。

■ 環境保全コスト

■ 環境保全効果

A  実質効果

項目 環境負荷低減量 金額効果（百万円）

エネルギー 297,660（GJ） 2,979

廃棄物 △19,576（t） 6,349

用水 446（千m3） 205

合　計 9,534

B  みなし効果※

項目 環境負荷低減量 金額効果（百万円）

化学物質など排出削減効果 △1,853（t）
556（t）

△122,854
31,069

C  顧客効果
項目 環境負荷低減量 金額効果（百万円）

使用段階での
環境負荷低減効果 7,258,716（t-CO2） 54,519

分類 内容 効果額 算出方法

A  実質効果
電気料金や水道料金
などの削減で
直接金額表示できるもの

9,534 （△5,914） 電気料金や廃棄物処理費用などの前年度に対して節減できた金額と有価値物売却益の合計。 

B  みなし効果※ 環境負荷の削減量を
金額換算したもの

△122,854
31,069

（△157,304）
（△3,381）

環境基準とACGIH-TLV（米国産業衛生専門家会議で定めた物質ごとの許容濃度）を基に、カドミウ
ム換算した物質ごとの重みづけを行い、カドミウム公害の賠償費用を乗じて金額を算出。大気・水
域・土壌などへの環境負荷の削減量を前年度比で示すとともに金額換算して表示することで、異な
る環境負荷を同一の基準で比較することを可能にしている。

C  顧客効果
使用段階での
環境負荷低減効果を
金額換算したもの

54,519 （14,632）

製品のライフサイクルを通じての環境負荷低減効果を物量単位と貨幣単位（金額）で評価。ライフ
サイクルとは、（1）原料調達、（2）製造、（3）輸送、（4）使用、（5）収集運搬、（6）リサイクル、（7）適正処
理などの各段階をいい、使用段階での環境負荷低減効果に焦点を当てた。省エネルギー効果に関
しては次式を用いて効果を計算。
効果（円）=Σ〔（旧機種の年間消費電力量-新機種の年間消費電力量）×年間販売台数×電力量目安単価〕 

D リスク回避
　  効果

投資前の
環境リスク減少額を
算出したもの

891 （△1,134）

土壌・地下水などの汚染防止を目的とした防液堤など環境構造物投資に対する効果を、将来起きる
可能性のあるリスクを回避する効果として評価。リスク回避効果は、設備投資案件ごとに次式によ
り算出。浄化修復基準金額と発生係数は当社独自に算出した値を用い、化学物質の漏洩などが起
きた場合のリスクを評価。
リスク回避効果=化学物質等保管・貯蔵量×浄化修復基準金額×発生係数

合　計※ △58,090
96,013

（△149,900）
（4,203）

（　）内は前年度比増減

（　）内は前年度比増減

単位:百万円

単位:百万円

分類 内容 投資額 費用額
事業場内コスト 環境負荷の低減 6,868 （494） 23,296　 （△1,475）
上・下流コスト グリーン調達、リサイクルなど 1,736 （1,103） 2,909　 （404）
管理活動コスト 環境教育、EMS維持、工場緑化など 436 （135） 5,590　 （△1,894）
研究開発コスト 環境調和型製品開発など 333 （△322） 17,286　 （△1,349）
社会活動コスト 地域環境支援、寄付など 18 （△1） 112　 （△77）
環境損傷対応コスト 土壌汚染修復など 763 （763） 6,043　 （5,309）
合　計 10,154 （2,172） 55,236　 （918）

投資額の総額 　2,310億円 研究開発費の総額 　3,197億円

chap5

●環境経営施策ごとの費用対効果
右図に、地球温暖化対策と廃棄物対策に関する費用対効

果の過去3年間の推移を示します。これは地球温暖化対策と

廃棄物対策にかけた費用に対して、エネルギー支払額および

廃棄物支払額の対前年削減額と当該年度の有価物売却額

の合計を比較したものです。それぞれ、費用は上表の事業場

内コストに、効果は実質効果の中に含まれています。

2008年度はエネルギー支払額が対前年比で13億円増加

した影響もあり費用対効果はマイナスとなりました。一方、

2009年度、2010年度はかけた費用に対してコスト削減効果

および有価売却益が上回っていることがわかります。

今後は、事業拡大にともなう環境負荷の排出量増加とコス

ト削減という二律背反を克服することが大きな課題となります。

また、環境経営施策における費用対効果や財務分析につい

てもさらなる精緻化を進めていきます。

■ 地球温暖化対策、廃棄物対策の費用対効果推移
廃棄物支払額削減額
＋有価物売却額

エネルギーコスト
削減額

廃棄物対策コスト

地球温暖化防止コスト

2009 2010 （年度）

（億円）

2008

45

56

－13

83

36

48
94

28 30

63

46

56
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Europe

Asia Oceania

Green Management

グローバルに広げるコミュニケーション

ドイツ・イギリスで
植林プロジェクトを実施
東芝システム欧州社（ドイツ）と東芝情報システム英国社

では、ドイツとイギリスで植林プロジェクトを実施しています。
対象のノートパソコンやテレビを購入すると植林活動に寄付
できるもので、お客様とともに環境意識を高める取り組みとし
て好評をいただいています。これまでに、ドイツで2,000本、イ
ギリスで5,000本の植林を行いました。

タイ
WEEE Can Doプロジェクトに参加
東芝タイ社は、タイ政府主催で行われる廃電気・電子機器

の回収・リサイクルキャンペーン、「WEEE Can Do」プロジェク
トに参加しています。携帯電話、プリンタ、MFP、DVDプレー
ヤー、ゲーム機などを対象とし、2011年6月から12月まで回収・
リサイクルが実施されるもので、タイ東芝グループ各社にリサイ
クルボックスを設置して従業員による回収を行い、回収量への
貢献と従業員への啓発を図ります。

ふるさと清掃運動会を支援
東芝ソリューショングループでは、市民ボラ

ンティア活動「ふるさと清掃運動会」を2007
年から支援しています。2010年度は荒川下
流中土手の清掃活動において、企画から8カ月間に渡る準備、当日の
運営まですべての活動に参画しました。当日には138名の社員ボラン
ティアを含めた400名の参加者が、合計3トンのごみを回収しました。

小学校での環境教育
東芝四日市工場では2009年よ

り、四日市市、三重県と協同で開発し
た環境教育テキストを活用して小学
校訪問授業を行っています。2010
年度には4校・合計300人の小学生が授業に参加し、その
様子はテレビや新聞など、複数のメディアで報道されました。

フランス
ルーヴル美術館へのLED照明納入
東芝はルーヴル美術館が進めている照明改修プロジェク

トにおいて、LED照明器具の提供と改修工事の支援を行っ
ています。当社の高品質LED照明技術は世界でも高く評価
されており、環境負荷低減の「あかり文化」を共に創り上げる
ため、パートナーシップ契約を締結しました。本プロジェクトは、
従来の白熱灯照明よりエネルギー効率の高いLED照明に
置き換えることにより環
境負荷の低減を図るも
ので、2012年にかけて
約3,200台のLED照
明を納入し、順次ライト
アップする予定です。

© 2007 Musée du Louvre / Ieoh Ming Pei / Angèle Dequier

インド
ソーラーランタン提供プロジェクトを支援
東芝プラントシステムは、電気のな

い生活を送っている人々に明かりを
届ける取り組み「ソーラーランタンプロ
ジェクト」を支援しています。ガイア・イ
ニシアティブと協力し、太陽電池を用
いた充電設備とソーラーランタン50
個からなる「ソーラース
テーション」を、インド・ラ
ジャスタン州の農村部
などに提供しました。

欧州

アジア・オセアニア

日本

2011年6月に行われたオープニングセレモニー

2010年版のテキスト

可燃物293袋、不燃物84袋、
ペットボトル68袋を回収

充電中の
ソーラーランタンリサイクル

ボックス
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アースデイ ニューヨークに参加
2011年4月にニューヨークで行われた「アースデ

イ2011」イベントに、東芝アメリカ社が参加しました。
グランドセントラル駅構内に当社ブースを設置し、さま
ざまな環境調和型製品を紹介したほか、タイムズスク
エアに東芝アメリカ情報システム社と米国赤十字社
による共同ブースを設置し、東日本大震災への義援
金を募る復興支援活動も実施しました。
同時に看板広告やFacebook、ラジオ番組など複

数のメディアを活用し、当社の姿勢をアピールしました。

東芝科学館
当館では東芝の歴史から先端技術まで幅広い展示を行い、国内外

から年間13万人もの方々にご来館いただいています。環境調和型製
品や技術の紹介、年齢層に応じた環境クイズやセミナーの開催など
が、多くの方にご好評いただいています。2011年度からは、当館と東
芝横浜事業所のラグーン※1見学をセットにした見学ツアー※2を開始しま
した。 ※1 多彩な生物の生息空間　※2 小学校高学年が対象

日中グリーンエキスポ2011に出展
東芝グループは、2011年6月に中国北京市で開催された

「日中グリーンエキスポ2011」に出展しました。
「豊かさの追求と環境保全の両立」をテーマに、地域・ファシ
リティ・エネルギー・ホーム・オフィスの各分野で約50アイテムの
展示を行いました。将来の都市像「スマートコミュニティ」や最
新の環境調和型製品を提案し、来場者の注目を集めました。

公園の美化活動

ブラジルでの環境意識啓発活動
東芝社会インフラシステム南米社ベロオリゾンテ工場で

は、積極的に環境活動を行っており、その一環として地域と
のコミュニケーションの充実を図っています。2010年度の活
動は、1,300人の地域住民に対する環境説明会の実施、食
べ残し削減キャンペーンにおける500kgの食料寄付、継続
的な公園や湖の美化活動など多岐に渡り、従業員や地域
住民の環境意識向上に貢献しています。

希少動物の保護活動を推進
東芝テック深圳社は希少動物保護のための取り組みとし

て、 2007年より双子のパンダの養育・医療費の寄付を実施
しています。双子のパンダには社名にちなんで「東東」「芝
芝」の名前が付けられ、成長に合わせて社内外の各種メディ
アを通じ、保護の重要性を継続的に呼びかけています。
また、深圳市内での植樹活動や清掃活動も積極的に実
施し、近隣コミュニティへの貢献を図っています。

米州

中国

東芝科学館ホームページ　http://kagakukan.toshiba.co.jp/ 

環境保護などに関する説明会を実施米人気ラジオ番組に出演し取り組みをアピール
グランドセントラル駅に
当社ブースを設置

タイムズスクエアの
看板広告

訪問授業の様子 小学生を対象にした環境クイズ
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Green Management

環境レポート、ホームページ

東芝グループでは、1998年度に初

めて環境報告書を発行して以来、毎

年環境情報の開示を行っています。

昨年発行した「東芝グループ環境レ

ポート2010」は、環境省主催の「第

14回環境コミュニケーション大賞」で

環境大臣賞（3年連続）を、「東洋経済 

第14回環境報告書賞・サステナビリティ

報告書賞」で特別賞を受賞しました。

環境ホームページでは冊子の内容に加え、より詳しい情報を

タイムリーに掲載しています。ホームページ上でアンケートを実施

し、ステークホルダーからの意見収集にも努めています。

さらにFacebookでも当社ページを公開し、環境に関連した

取り組みのレポートなどを掲載しています。

環境広告

「星の王子さま」をキャラクターとした企業

広告を展開し、当社の環境への取り組みを伝

えています。また、「みんなでできること。東芝

にできること。」をキーワードに、家庭やオフィス

でできる節電方法や、東芝製品の節電機能

を紹介する企業広告も展開しています。

さらに、広告と連携した「ecoスタイ

ルで上手に節電」ホームページを公

開し、節電に貢献する東芝製品や関

連リンクなど、節電に関する情報を掲

載しています（詳細はP6へ）。

情報発信
展示会

より多くの方に当社の取り組みをご理解いただくために、世

界各地で開催される展示会に積極的に出展しています。

●最近出展した主な展示会

サイトレポート

東芝グループでは、世界各地の製造拠点での事業概要と

環境への取り組みを地域の皆様にご理解いただくために、サイ

トごとの環境情報を開示しています。2010年度の主な環境へ

の取り組みを要約したダイジェストレポートとして、126拠点の

レポートをホームページに掲載しました。一部のサイトでは、より

詳細な環境情報について独自のレポートを発行し、ホ-ムペー

ジに開示すると同時に、工場をご見学いただいた方々などに

お渡ししています。

2011年  6月 日中グリーンエキスポ2011 中国　
2011年  2月 第7回 エコプロダクツ国際展 インド　
2011年  1月 第20回 東芝グループ環境展 東京 東芝本社ビル
2011年  1月 2011 インターナショナル CES アメリカ 　
2010年12月 エコプロダクツ2010 東京
2010年10月 生物多様性交流フェア 名古屋
2010年  9月 IFA ベルリン国際コンシューマ

エレクトロニクス展
ドイツ 

王子さま。

私たちはエコな暮らしと
エコな社会をつくっていきます。

商品で、技術で、モノづくりで。
エコな暮らしのスタイルと、
エコな社会のスタイルを創造していく。それが東芝のecoスタイルです。

この星のエネルギーとエコロジーのために。東芝http://www.toshiba.co.jp/env/prince/

エコプロダクツ2010（日本）

東芝グループ環境レポート2010
（日本語版、英語版。中国語版は
PDFデータのみ）

東芝グループ環境展（日本）

Facebookで公開しているレポートホームページ上でのアンケート

サイトごとのダイジェストレポート

節電CM　白物編 節電CM　デジタル編

ecoスタイルで上手に節電

サイトレポート
http://www.toshiba.co.jp/env/jp/company/region_j.htm

サイトごとの、より詳細な環境レポート

2011インターナショナルCES（アメリカ）

エコプロダクツ国際展（インド）

星の王子さま広告

ecoスタイルサイト
http://ecostyle.toshiba.co.jp/

東芝グループ環境ホームページ
http://eco.toshiba.co.jp/
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パートナーシップの形成
ステークホルダー・ダイアログを
定期的に開催

東芝グループは、ステークホルダーのご意見・ご要望を環境

経営に生かしていくために、ステークホルダー・ダイアログを定

期的に開催しています。米国では環境NGOやSRI調査機関

の方 を々招いて2年に1度開催しており、2011年1月に3回目

のダイアログを開催しました。

第3回ダイアログでは、主に米国における東芝グループの活

動や環境レポートによる情報開示などについて意見交換が行わ

れ、出席者からは、「東芝が今後、米国でプレゼンスをあげていく

ためには、グループ全体のグローバル戦略だけでなく、地域ごと

の課題への対応も強化し、めざす姿をわかりやすく描くなど、戦

略的に実施することが望ましい。単独で解決が難しい課題につ

いては、業界での取り組みやコンソーシアムなどに積極的に参

画していくことを期待したい」とのご意見をいただきました。

当社は米国以外に

も日本や中国、タイなど

で数多くのダイアログ

実績があり、今後もス

テークホルダーとの対

話を継続して活動に反

映していきます。

環境キャンペーンへの参画

●CO2削減/ライトダウンキャンペーン
環境省が実施するブラックイルミネーション（2010年6月

21日）、七夕ライトダウン（2010年7月7日）に参加し、事業

場や街中の広告看板を消灯しました。東芝グループでは、

6/20～7/7を自主取り組み期間に設定し、国内外の81施

設で13,298kWhの節電を行いました。これは1世帯の約

3.7年分の電気使用量に相当します。

●環境家計簿の推進
従業員の環境意識向上と家庭における環境保全活動の

促進を目的として、2005年より環境省の「我が家の環境大臣

（エコファミリー）」に参加してきました。コンテンツの中心である

「環境家計簿（えこ帳）」の登録数は2011年3月時点で約4

万世帯となりました。登録数が2万世帯を超えた2007年には

環境大臣より表彰を受け、近年では環境家計簿データを活用

して国内従業員の家庭におけるCO2排出量を試算するなど

積極的な活動を展開してきました。我が家の環境大臣は

2011年3月31日をもって終了となりましたが、環境家計簿ダ

ウンロードツールの活用など各家庭での取り組みを継続しま

す。また2011年夏季の節電対策として経済産業省資源エネ

ルギー庁が主導する「節電アクション」において、東芝グルー

プとしての公式グループ登録を行うなど、今後も従業員家族に

よる家庭での省エネ活動を積極的に推進します。

東芝ストレージデバイス・フィリピン社では、イベ
ントに参加した従業員に蛍光ランプを配布し、
節電を呼びかけた

東芝セミコンダクタ・タイ社では、アースア
ワーについての社内アナウンスを実施

ニューヨークタイムズスクエア

消灯前 消灯前 消灯前

消灯後 消灯後 消灯後

パリ市内 上海 徐家匯第六百貨店ネオン看板

●第3回 米国環境ダイアログ
日　時 : 2011年1月13日

場　所 : 米国サンフランシスコ BSR本部会議室

出席者 : Pacific Gas & Electric（ユーティリティ会社）

  Environmental Defense Fund（環境NGO）

  Pacific Institute（水関係コンサルタント）

  As You Sow（SRI投資関係機関）

  SW Consulting（環境コンサルタント）

  BSR（Business for Social Responsibility）

  東芝　米州総代表ほか

■ 東芝グループの登録世帯数推移

●アースアワー2011
世界規模で同日・同時刻に消灯を実施するイベント「アース

アワー2011」（世界自然保護基金WWF主催）に、世界各国

の東芝グループが参加しました。当日はニューヨーク、パリ、ロン

ドン、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、ムンバイ、北京、上海、香

港など、各国主要都市で広告看板などの消灯を実施したほ

か、従業員への節電を呼びかけました。

2006 2007 2008 2009 2010
（年度）

（世帯）
40,000

20,000

32,000
36,000 38,000
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第三者評価
東芝グループでは、本レポートで報告する環境パフォーマンスデータの信頼性向上を目的として、ビューローベリタ
スジャパン株式会社※に第三者検証を依頼しています。 2010年度実績に対しては、データの収集・集計・内部検
証プロセス、集計結果の正確性などについてグローバルなデータを対象に検証を受けました。 
※船級、建築認証、健康・安全・環境、システム、消費財などの検査、審査、認証を行う認証機関  URL;http://certifi cation.bureauveritas.jp/ 

参考所見
　表題の検証活動を通じて得られた所見は、以下の

通りである。

●特に手計算が残る拠点では、計算後のダブルチェックなど、転記ミスを防止する仕組みの構築が望まれる。
●担当者が変更となった場合、データ入力を引き継いだサイトの集計担当者は、データ集計の背景、目的について理解が不十分な

状況で業務を遂行しているように見受けられた。データ入力のミスを最小限にするためにも、十分なトレーニングを通じて引継ぎされ

るのが望ましい。
●各サイトの環境パフォーマンスデータは、各カンパニーの集計担当者が確認しているが、本社において異常値が発見されている。

正確なデータの集計を効率的かつ確実にするためには、各カンパニーでのデータチェック機能が有効に運用されているか、本社で

も確認することが期待される。

●環境経営情報システム(EMIS)が、グループの末端サ

イトにまで定着しつつあり、データの収集・集計から報

告まで、スムーズな運用がなされている。
●本社が行うデータ集計では、異常値や前年からの変動

に関するチェックが行われており、集計ミスや誤報告の

可能性は少なくなっている。
●海外拠点の検証は2年目になるが、各サイトの環境に

対しての関心は高く、審査にも協力的である。また、

データの収集・集計は、東芝本社との連携の下にグ

ローバル展開の拡大が図られている。

●一部の拠点やデータ項目ではまだ手計算が行われてい

るが、集計ツールの活用により徐々に改善している。
●各拠点で進捗にばらつきはあるが、データ集計方法

に関する文書化が進んでいる。

2.昨年の課題の改善状況

3.改善が望まれる点

1.良かった点
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社外からの評価（2010年度実績）
表彰名 表彰対象 受賞者

製品に関する評価

第7回エコプロダクツ大賞
「エコプロダクツ大賞推進協議会長賞」

超音波診断システム
Aplio™ MX（SSA-780A）

東芝メディカルシステムズ（株）

第7回LCA日本フォーラム表彰
「LCA日本フォーラム会長賞」

製品開発に於けるLCAの推進と
製品ラインナップを通した
環境配慮設計

（株）東芝 デジタルプロダクツ&ネットワーク社
（現 （株）東芝 デジタルプロダクツ&サービス社）

環境効率アワード2010
「環境効率アワード特別賞」

長寿命による環境負荷低減を
実現した二次電池［SCiB™］の開発

（株）東芝 電力流通・産業システム社
（現 （株）東芝 社会インフラシステム社）

Certifi cate from PCBC to create of a broad line of products 
awarded the EU Ecolabel and recognized as the most 
environmentally friendly throughout their life cycle

液晶テレビ (40VL748, 
46VL748, 40VL758, 
46VL758, 40WL768, 
46WL768, 55WL768)

東芝テレビ中欧社（ポーランド）

事業活動に関する評価
岩手県南広域振興局環境大賞  「大賞」 環境保全活動全般 岩手東芝エレクトロニクス（株）
「河南省緑色企業」 環境保全活動全般 河南平高東芝高圧開閉器社（中国）
「大連市環境保護公益事業優秀貢献奨」 環境保全活動 東芝大連社（中国）
「2009-2010年度大連市環境宣伝教育仕事先進団体」 環境保全活動 東芝大連社（中国）
「2010年度渾南新区環境保護グリーン企業」 環境経営活動 東芝エレベータ瀋陽社（中国）
「2010年杭州市経済開発区省エネ賞」 省エネ活動 東芝情報機器杭州社（中国）
「2010年杭州市経済開発区グリーン生産賞」 グリーン生産活動 東芝情報機器杭州社（中国）
2010年度杭州市政府の電気バランス検定合格 電気使用の管理 東芝水力機器杭州社（中国）
Good Governance Project 2010（タイ工業省による表彰） 環境コミュニティ活動 東芝セミコンダクタ・タイ社
Secretary’s Award for Energy Efficiency / Outstanding 
Energy Manager Award 省エネ活動 東芝情報機器フィリピン社

Philippine Environment Partnership Program (PEPP) Seal of 
Approval 環境保全活動 東芝情報機器フィリピン社

Success Story Award for Global Warming Prevention/
Outstanding Pollution Control Offi  cers Award 大気・水の環境保全活動 東芝情報機器フィリピン社

LLDA Silver Rating Award/Outstanding Pollution Control 
Offi  cers Award ラグナ湖の環境保全活動 東芝情報機器フィリピン社

Don Emilio Abello Energy Effi  ciency Award and Outstanding 
Energy Manager 省エネ活動 東芝ストレージデバイス・フィリピン社

コミュニケーションに関する評価

第14回環境コミュニケーション大賞　環境報告書部門
「地球温暖化対策報告大賞（環境大臣賞）」

東芝グループ環境報告
（東芝グループ環境レポート2010/CSRレポート2010/社
会貢献活動レポート2010/アニュアルレポート2010）

（株）東芝

東洋経済 第14回環境報告書賞・サステナビリティ報告書賞
「環境報告書部門　特別賞」

東芝グループ環境レポート2010 東芝グループ

「大連市2009年度持続発展レポート（環境報告書）ベストレポート」 環境報告書 東芝大連社（中国）

第59回日経広告賞　「最優秀賞（グランプリ）」
第30回新聞広告賞　「新聞広告大賞（グランプリ）」
第59回朝日広告賞　「朝日広告賞（グランプリ）」
第63回広告電通賞　「新聞広告電通賞」
第78回毎日広告デザイン賞　「優秀賞」
第26回読売広告大賞　「テクノロジー部門優秀賞」

一般白熱電球
製造中止広告

（株）東芝

第63回広告電通賞　「環境広告賞」 LED広告 （株）東芝

フジサンケイビジネスアイ　第49回ビジネス広告大賞
「ビジネス広告大賞（グランプリ）」

「リン回収技術（水ソリューション）」
シリーズ広告

（株）東芝

マスコミ・SRIからの評価
日本経済新聞社 第14回環境経営度調査 企業ランキング 3位（製造業部門） （株）東芝

70東芝グループ 環境レポート2011

ハ
イ
ラ
イ
ト

G
reen of P

rocess
G
reen of P

roduct
G
reen by T

echnology
G
reen M

anagem
ent



〒105-8001 東京都港区芝浦1-1-1

お問い合わせ先

環境推進部
TEL : 03-3457-2403　FAX : 03-5444-9206

お問い合わせ受付ページ
URL http://www.toshiba.co.jp/env/jp/contact/

本報告書はホームページでもご覧いただけます
URL http://eco.toshiba.co.jp/

用紙での配慮

本報告書の制作、印刷にあたって、次のような配慮をしています。　

水無し印刷
印刷工程において刷版の版材がインキを
はじくという特性を利用し、水を使用せずに
印刷する「水無し印刷」を採用しています。

製紙原料として国産材を活用
京都議定書で日本は「温室効果ガスの排
出量6％削減」を掲げていますが、その約3
分の2にあたる3.9％を、森林によるCO2
吸収が担っています。国産材を積極的に
使うと、元気な森林が育ち、CO2をたっぷり
吸収できます。この冊子は森林に感謝（サ
ンキュー）しながら国産材を製紙原料として
活用し、国内の森林によるCO2吸収の拡
大に貢献いたします。

Non-VOCインキの使用
揮発性有機化合物、VOC（Volat i le 
Organic Compounds）を含まない、植物油
100%のインキを使用しています。

印刷での配慮

Ａ-（2）-060002

FSC認証用紙の使用
「適切に管理された森林からの木材（認証材）」を原料と
した紙として、FSC（Forest Stewardship Council、森
林管理協議会）から認証を受けた紙を使用しています。

初版2011年8月発行
Printed in Japan
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